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第 I章緒言

1 . 稲作と環境

米は，小麦やトウモロコシと並び世界の 3 大穀物の一つ

である．米は，栽培種イネ (Oryza sativa. L) の子実であ

り，その約 9 割がモンスーンアジアで生産されている 9). 

モンスーンアジアは日本を含む東アジアの沿海，東南アジ

ア，南アジアー帯の地域を指し，季節によって卓越風がほ

ぼ逆に吹くことが特徴で，その結果，雨季と乾季が生じ，

温暖湿潤な気候となっている 55) • 温暖湿潤なモンスーンア

ジアは米の栽培に適し，イネは多量の水を必要とすること

から，そのほとんどが水田で作付けされている．モンス

ンアジアにおいて，米の生産量は中国，インドで多く， 20 1 8 

年の米の生産量は中国で 21,408 万トン，インドで 17,472

万トンであり，それぞれ日本の 20. 2 倍， 16. 5倍となって

いる 9)

水田は畑に比べ優れた食糧生産システムとされる 56) . 例

えば，水田は湛水することにより，好気条件で活動する多

くの土壌病原性糸状菌や線虫を死滅させ，連作障害を回避

している．また，土壌が還元状態になるため，好気条件に

比べ微生物の活動による有機物の消耗が抑えられ，灌漑水

からの養分の供給によって畑に比べ土壌養分が保持される

他にも，過剰な塩類の洗脱作用や，固定化されたリン酸の

一部が土壌の還元によって可溶化されイネに供給される

1 2 2) • これら以外にも，周辺水環境における水質浄化，涵養

1 



効果，里山環境の保全効果等があり，水田が有する環境保

全効果は多岐に渡る 45 , 7 2) 

このように，水田は食物生産以外の環境保全効果を有す

る一方で，環境や人体へ負の影響を及ぼす一面もある．東

南アジアでは水田を含む水系で発生した蚊や住血吸虫によ

る風土病が発生しており，近年では農薬，化学肥料の大量

投入による水系環境の悪化が一部で問題となっている 45) • 

さらに，地球環境に対する影響では，地球温暖化の一因と

して，水田からのメタン放出が注目されている．

水田上壌が畑地や森林上壌と最も異なる点は，湛水下で

還元状態となることであり，上壌還元の進行は上壌中の微

生物活動の結果として生じる．通常，水田作上は表層数 mm

'"'-'1 Cm程度の酸化層とその下 10 数 cmの還元層に分かれ，湛

水後，還元層では分子状の酸素が速やかに消失し，続いて

硝酸の消失，硫酸イオンが減少し，酸化還元電位が一 15 0 m V 

を下回るとメタン (CHりが生じる 11 3) 

2 . 地球温暖化と温室効果ガス

メタンは，二酸化炭素 (CO2), 一酸化二窒素（亜酸化窒

素，凡0)' フロン (CFCs), と並び，主要な温室効果ガス

の一つであり，同じ重量の二酸化炭素に比べ温室効果への

1 0 0年当たりの寄与がメタンは 28倍，一酸化二窒素は 265

倍であり， 28, 265 はそれぞれメタン，一酸化二窒素の地

球温暖化係数 (GWP:Global Warming Potential)である 28) . 

大気中のメタン発生は湿地や水田，海洋や湖沼，廃棄物埋
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立地，反糊動物，シロアリ等に存在する嫌気的微生物の活

動や，石油・石炭の採掘，マグマ生成火山等が由来で，湿

地，水田，家畜からの発生が全体の 50 %近くを占める 25) • 

地球大気のガス組成は，多い順に約 78 %の窒素， 21%の酸

素， 0.9 %のアルゴン， 0.038%の二酸化炭素，その他のガ

スとなっている 63) . 大気中に含まれる温室効果ガスは，地

表而から外に向かう太陽からの赤外線を蓄積し，地球上を

温暖に保つ作用がある．産業革命以降，温室効果ガスの濃

度が高まっており，温室効果ガス世界資料センター (WDCGG)

によれば，世界の二酸化炭素濃度の平均は，工業化する以

前の 17 5 0年に 278ppmであったのに対し， 20 1 8年は 408ppm

となっている 41) • また，産業革命以降，人間の生産活動の

増大に伴いこれら微量ガスの大気中濃度は上昇しており，

2 0 11 年における大気中のメタン及び一酸化二窒素濃度は

それぞれ 1803ppb, 324 ppb であり，産業革命以前の水準

に比べ約 150%, 20%高くなっている．その結果，陸域と海

上を合わせた世界平均地上気温は， 18 8 0 年から 20 1 2 年の

期間に 0.8 5℃ 上昇しており，地球温暖化は疑う余地がない

とされている 28) • 

IPCC第 4 次報告書 (2007) によれば，世界の農業分野か

ら発生する温室効果ガスは 20 0 5年時点で 5.1,..__,6.lGt CO2-

eq yr―1となっており， うちメタンが 3.3 Gt CO2―eq yr-1, 

一酸化二窒素が 2.8 Gt CO2―eq yr―1であり，全温室効果ガ

ス排出量の 10,..__,12%を占めている 27) • 人為的に発生する

温室効果ガスのうち，メタンは水田から世界総量の約 11% 

3 



が発生していると推定されている 1). また，地球温暖化の

進行によって，海面上昇による海岸浸食，水害の頻発や台

風の発生回数が増加する 11 0) . 農業分野では，温暖化によ

る農産物の品質低下がすでにみられ，例えば果樹では，以

前に比ベウンシュウミカンの浮皮症，ブドウの着色障害の

発生頻度が増加しており，水稲では白未熟粒発生率が上昇

している 76) • さらに，平均気温が 1°C 上昇するごとに，

世界の穀物生産はコムギで 6.0 % , トウモロコシで 7.4 % , 

ダイズで 3. 1 %の減収となると予想される 15 3) • このよう

なことから，温暖化による負の影響をできるだけ緩和する

ためには，エネルギー，輸送，建築，工業分野等，他の産

業分野と同様，農業分野からの温室効果ガスの発生量を削

減することが必要であり，特に，温暖化への寄与が高い水

田からのメタン発生量を削減することが璽要である．

3' 水田から発生するメタンの測定とその削減方法

水田からのメタン発生量は， 19 8 1 年に Cicerone and 

Shetter5l によってアメリカのカリフォルニアで初めて測

定され，その後アメリカ 93) , イタリア 17)を初め，世界の水

田の 87 % 9) を占めるアジアにおいて，中国 36) , タイ 13 3) , 

インド 90) で測定されている．また，日本では陽・八木 62) 

が水田圃場から発生するメタンをクローズドチャンバー法

で測定し，その後，農林水産省が実施した土壌生成温室効

果等ガス動態調査事業によって全国の農耕地から発生する

メタン，一酸化二窒素が測定された．その結果，稲わらが

4
 



施用され，中干しが実施されている水田からのメタン発生

量の全国平均値は 19 gm―2 Yr―1であった 35) • 水田の土壌

中で生成するメタンは，主に水稲体内を通じて大気中へ放

出され 23) , その発生量に影響する要因として，温度 52,129),

水管理 12,29, 32, 92), 土壌型 23 , 1 3 1)や施用される有機物等 13 1) 

がある．これらの違いにより，湛水後の土壌還元 (Ehの低

下程度）に違いが生じ，メタンフラックスのパターンとメ

タン発生量が異なってくる．このことから，先の Kanno et 

a 1. によれば，全国の水田における単位面積当たりのメタン

発生量には変動がみられ， 1,___,90 g CH4 m―2 Yr -1の範囲に

あった 35) • 

水田からのメタン発生量に対する影響が大きい要因とし

て，圃場に施用される稲わらがある．圃場に施用される稲

わらは，イネ根の分泌物や根枯死体由来の有機物と並び，

水田から発生するメタンの主要な基質である.Watanabe et 

a 1. は，水田から発生するメタンの由来を調査するため，いc

でラベルした土壌と稲わらを用いたポット試験を行った

1 2 8) • その結果，生育期間中に発生したメタンに対する寄与

は，土壌有機物が約 20% , 根由来の有機物が約 40% , 稲わ

ら由来が約 40%であり，稲わら由来のメタンの寄与は生育

初期には 80%と高く，生育中期に約 20%まで低下し，その

後徐々に低下した．新鮮な稲わらを施用した場合に比べ，

圃場への放置期間が長い稲わらを施用した場合ゃ 12 5) , 土

壌へのすき込み時期が早い場合にメタン発生量が少なくな

った 24) • 非栽培期間中の稲わらの好気的分解を進めるため，

5 



後藤らは，地表 5,..__, 8 cmの深さによる秋浅耕のメタン削減

効果を検討し，稲わら秋散布春すき込みの場合に比ベメタ

ン発生量が 30,..__,45%減少した 11). 同様に，松本らによれ

ば，耕深 15 cmの秋耕に対し，耕深 3cmの秋浅耕ではメタン

発生量が 28%減少した 59) • また，土壌中の微生物は稲わ

らを分解する際に窒素を必要とするため，石灰窒素の秋施

用による稲わら分解とメタン削減効果が検討されている．

三浦によれば，稲わらと石灰窒素を秋に施用し，春にすき

込むと，石灰窒素無施用に比べ翌年の水稲栽培期間におけ

るメタン発生量が 64%減少した 66) • これらのことは，非

栽培期間中に稲わらをできるだけ好気的に分解させること

でメタンの基質となる炭素量が減少し，栽培期間中に発生

するメタン量が削減されることを示している．さらに，熊

谷らは，稲わらを圃場外に搬出し，代わりに栽培基準量の

家畜ふん堆肥を施用することで，稲わら施用時に比ベメタ

ン発生量が牛羹堆肥施用では 37,-.._,51%, 豚ぷん堆肥施用で

は 72,..__,121%, 鶏ふん堆肥施用では 14%となることを報告

している 54) 

石橋ら 29) は，水田からのメタンフラックスは水管理や

土壌型の違いにより 4 つのパターンに分かれることを報告

している．それによれば，中干しが十分，または不十分な

場合において，土壌型が異なる乾田と湿田それぞれのメタ

ンフラックスのパターンが異なり，湿田で中干しが不十分

な場合でメタン発生量は最も多くなった．このことは，中

干しの強さと期間を人為的に調節することでメタン発生量

6 



を減少させうることを示しており，福島県の水田では，実

際に中干し期間を延長することで慣行中干しの水田に比べ

土壌の酸化還元電位 (Eh) が高く推移し，メタン発生量が

減少した 92) • 圃場の水管理の違いがメタン発生量に及ぼす

事例として，冬季湛水水田のメタン発生量が慣行水田に比

ベ多いこと 1いゃ，暗渠を設置した水田では排水性が向上

し，暗渠未設置の水田に比ベメタン発生量が減少すること

が報告されている 10 4) 

その他，水田から発生するメタン削減技術として，土壌

中でメタン生成と競合作用を持つ資材の施用が検討されて

いる．水田上壌中のメタン生成は，酸化鉄や酸化マンガン，

硫酸の還元と競合することから 19,20,152), これらを含有す

る資材施用によるメタン発生量の削減が報告されている．

例えば，古川らは，製鉄時の副産物であり，酸化鉄を含む

転炉スラグと，使い捨てカイロ使用後の鉄粉を水田に施用

し，メタンの削減効果を検討した．それによれば， 10"-'40

t ha―1の転炉スラグまたは 10 t ha―1の鉄粉施用により，

単位面積当たりのメタン発生量が 10%程度削減したこと，

水稲収量が増加したため単位収量当たりのメタン削減量は

最大 30%となったことを報告している 10) . 吉羽らの報告

では，稲わら無添加の場合，ポット栽培期間中のメタン発

生量は鉄＞マンガン＞鉄＋マンガンの順に抑制効果がみら

れ 152l, Minamikawa et al. は，硫酸アンモニウム（硫安）

の施肥量を 3 段階に設定した圃場でメタンを測定したとこ

ろ，硫安施用量が最も多い試験区では土壌 Eh の低下が遅
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れ，メタン発生量が最も少なくなったことを報告している

6 4) しかし，八木によれば，水管理や稲わらの施用方法も

含む有機物管理に比べ，塩類や鉄，硫酸を含む資材の施用

は稲体や環境への負荷やコストを考えると広範囲への適用

は実現性が低いとしている 13 2) 

さらに，土地利用の変化によるメタン発生量の減少が指

摘されている 43) • 例えば，水田と畑を数年ごとに交互に繰

り返す田畑輪換では，畑期間に土壌が好気条件となること

から絶対嫌気性菌であるメタン生成菌の活動が抑えられ，

復田時は作物残澄量が減少し，酸化還元電位が連作水田に

比べ高く推移することからメタンの発生が減少する 51 , 7 5) 

しかし，畑転換期間にはメタン発生量の減少が期待される

が，いわゆるトレードオフの関係として一酸化二窒素が発

生する．そのため，田畑輪換の温室効果ガス発生量を評価

するためには，メタン，一酸化二窒素それぞれの地球温暖

化係数を考慮した上で田畑転換期間中の両ガスの発生量を

把握し，水稲連作水田と比較する必要がある．

水田土壌における微生物代謝と還元の進行メカニズムが

高井による優れた研究により明らかとなり 111,112), 陽・八

木により我が国の水田からのメタン発生量の測定 62) が

1 9 8 7年に始まって以来，全国の水田でメタンの発生が観測

され，様々なメタン発生の削減技術について検討され，一

定の成果が挙がっている．これまで得られた知見や温室効

果ガス発生量の削減技術を生産現場へ普及させ，個々の生

産者が実践していくことが，地球温暖化の進行を抑制させ
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ることとなり，気象災害等のリスクを低減し，食料供給を

安定させ，持続可能な社会を維持，発展させることに繋が

る．

水田からのメタン削減技術に求められることとして，①

導入コストが低く，簡易で個々の生産者が取組みやすい技

術であること，② 地域，場所を選ばす実施可能であること

が挙げられる これまで述べてきた「田畑輪換」「秋浅耕」

「中干し延長」は，慣行に比べ追加コストがほとんど発生

せず，導入しやすい技術である．また，これらの技術は地

域を問わず実施できるものである．特に，東北地域のよう

に，水田が多く，水田からのメタン発生量が多い地域にお

いて実施可能な削減技術を開発し，導入することは，温室

効果ガスの削減に大きく寄与する．

4 . 東北地域及び山形県の稲作の特徴

東北地域の農業は稲作の割合が高く， 20 1 8年の農業産出

額に対する米の割合は東北地域で 32. 3 %であり，全国の

19. 2 %を上回っている 80) . 同年における東北地域の米の生

産量（子実用）は 21 3万 7千トン，子実用水稲の作付而積は

379, lOOhaであり，生産量は国内の 27 %を占めている．こ

のように，東北地域の稲作は国内の食糧生産の中で重要な

ものとなっている． しかし， Hayano et al. 15) によれば，

東北地域の水田は国内水田面積の約 25 %であるにもかか

わらず，同地域水田からのメタン発生量は国内水田からの

メタン発生総量の 54 %を占めると推定されており，他の

， 



地域に比べて単位面積当たりのメタン発生量も多い．東北

地域からのメタン発生量が多い理由の一つとして，秋季に

稲わらが田面散布され，翌年春季の水田耕起時に作土へす

き込まれる水田が多いことが挙げられ， 日本海側積雪寒冷

地に位置する山形県の場合，秋耕が実施される水田面積割

合は 5 %程度である 14 5) . また，嫌気条件で稲わらが分解

すると生じる有機酸により水稲の生育阻害が起こることか

ら 57,68,115), 稲わらの酸化的分解により有機酸等の生成が

減少すると生育阻害が回避され，初期生育量の増加等が期

待される．東北地域の稲作は，寒冷な気候のため初期生育

が確保しにくい場合があり 89) , 稲わらの分解を促進し，初

期生育を増加させることは，安定した収量を確保するため

に重要である．山形県の水稲栽培においても，初期生育の

確保はメタン発生量の削減とともに重要な課題である．

山形県は，本朴I東北部の日本海側に位置し，西北側が日

本海に面している．北は秋田県，東は宮城県，東南は福島

県，西南は新潟県にそれぞれ隣接し，東西約 97km, 南北約

164km, 総面積 9,323.15k正で全国第 9位，東北 6県で第 5

位の広さとなっている．宮城県との県境沿いに奥羽山脈が

南北に縦貫しており，北部の出羽山地，南部の越後山脈と

の間にそれぞれ最上，村山，置賜盆地を挟み， 日本海側沿

岸に庄内平野が広がっている 14 7) . 気象は内陸地方と庄内

地方の二つに大別され，内陸地方は一般的に内陸性気候で

乾燥の傾向にあり，全国有数の多雪地帯である．庄内地方

は多雨・多湿の海洋性気候，冬季間は季節風が強くなる 14 4) 
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年平均気温は 11 . 7℃，年降水量は 1,163mm, 年日照時間は

1, 6 1 3時間，年積雪日数は 10 4 日となっている (19 8 1年～

2 0 1 0年の平年値） 42l. 2018年における農業産出額（畜産，

加工含む）は 2,4 8 0 億円で全国 12 位， うち米の産出額は

835億円と全体の 33. 7 %を占め，最も高くなっている 78) . 

このように，山形県の農業において米は基幹作物であるが，

近年，山形県だけでなく，全国的に担い手への農地集積が

進み，全国の水田経営体当たりの水田作作付け延べ面積は

徐々に増加しており， 20 1 4年は 1.83haだったが 20 1 8年に

は 2.23ha となっている 80) • 一方，国民一人当たり米の年

間消費量は 19 6 2年（昭和 37年度）の 118.3kgをピークと

して 20 1 8年（平成 30年度）には 53.8 kgとなるなど，減少

傾向が続いており 79l, 1990 年から 2006 年にかけて米価

（民間流通米，玄米 60 kg当たり）も約 5,8 0 0円低下してい

る 77) • そのため，生産コストを低減せざるを得ないことか

ら，土づくり資材へ充てる費用が低下し，ケイカル等の施

用量が全国的に減少している 83) . 土づくり肥料の施用量の

変化は土壌の理化学性に変化をもたらしており，例えば，

山形県の水田土壌における調査では， 1979,..,__,1983年にそれ

ぞれ 678 mg kg―1, 2530 mg kg―1だった可給態ケイ酸及び

交換態石灰が 1999,..,__,2003年にそれぞれ 361 mg kg―1, 2260 

mg kg―1に減少しており 69) , 複数の都道府県では以前に比

ベ水田の土壌 pH が低下していることが報告されている

18, 22,109,130). また，その一方で，積極的な土づくり資材の

施用により， 2003年頃までは減少傾向だった水田の土壌 pH

11 



が 2008 年頃以降上昇に転じた事例も報告されている 10 5) . 

このような，水田での土づくり資材施用の減少にともなう

土壌 pH の低下とそれに歯止めをかけようとする対策によ

る土壌 pHの上昇は，水稲の生産性のみならず，収穫時に圃

場へ散布される稲わらの分解程度や，メタンの発生量へ異

なる影響を与えている可能性がある．そのため，水田から

発生するメタンの発生量削減技術を開発，評価するために

は，年次毎に土壌 Eh とメタン発生量を変動させる要因を

明らかにするとともに，近年の上壌環境の変化，特に土壌

pH が稲わらの分解とメタン発生量へ及ぼす影響を評価す

る必要がある．

5 . 本論文の目的

以上のことから，本論文では， 日本海側積雪寒冷地に位

置する山形県において，稲わらが秋に散布され，春にすき

込まれる水田から発生するメタン削減のための実用的な技

術として，「田畑輪換」「秋浅耕」「中干し延長」について検

討した．次に，これまでの測定事例を解析し，メタン発生

量の年次変動に影響を及ぼす要因を検討した． さらに，近

年の土壌 pH の変化が当該地域水田の稲わら分解とメタン

発生量に及ぼす影響を調査した．さらに，山形県の水田か

らのメタン発生量を推定するとともに，削減技術を導入し

た場合の効果について考察した．

第 1I章では，田畑輪換を導入した際のメタン発生量の削

減効果と一酸化二窒素によるトレードオフについて述べる．
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第 1II章では秋浅耕のメタン発生量の削減効果と稲わら分解

への影響を，第 IV章では中干し延長によるメタン発生量の

削減方法について述べる．第 v章では，これまで測定した

メタン発生の事例から，メタン発生量の年次変動に及ぼす

要因について検討した．第 VI章では，近年の土壌 pHの変化

が稲わら分解とメタン発生量に及ぼす影響を把握するため，

資材を施用して土壌 pH を低下または上昇させた圃場で稲

わらの分解とメタン発生量を検討した．これらの結果を踏

まえ，第 VII章総合考察では，山形県内の水田から発生する

メタン発生量の推定と，メタン発生量の削減技術を導入し

た場合の効果を評価した．

本論文を取りまとめるにあたり，山形県農業総合研究セ

ンター食の安全環境部長（現在，片倉コープアグリ株式会

社 技術主管）熊谷勝巳博士には，終始助言と励ましを頂

いた．また，同センターの職員には，圃場の管理，分析業

務等に多大なご協力を頂いた．山形大学農学部教授 程為

国博士には，本論文による博士号申請に対し多大な御支援，

御協力を頂いた．農研機構農業環境変動研究センター（現

在，タイ王国モンクット王工科大学トンブリ校エネルギー・

環境連合大学院 教授） 八木一行博士，農研機構本部管

理本部技術支援部北海道技術支援センター長 永田修

博士を始め，農林水産省委託プロジェクト研究で共同研究

を行った皆様には，終始励ましと研究に関するアドバイス

を頂いた．ここに記して感謝します．
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第 11 章 日本海側積雪寒冷地の稲わら施用水田における田

畑輪換がメタン・一酸化二窒素発生に及ぼす影響

1 . はじめに

田畑輪換は水田転作と水田復元を交互に行う栽培方式で

ある.2 0 0 1年度から 20 1 0年度にかけて全国では毎年 2,2 6 0 

ha,..._, 5,840 haが水田から畑へ転換され， 31 ha,..._, 252 ha が

畑から水田へ復元されている 80) . この栽培方式では数年毎

に上壌水分が大きく変化し，水田復元時の上壌の酸化還元

電位が連作水田に比べ高くなるため水稲根の伸張が促進さ

れ，養分吸収量が増加するなど生産性を高める効果が期待

されている 44, 6 0) • しかし，近年，田畑輪換の畑地利用期間

が長い場合には上壌有機物の消耗が促されることが報告さ

れている 10 7) 

第 I章 緒言で述べた通り，田畑輪換を行うことにより

水田からのメタン発生が削減される可能性が指摘されて

いる 43) • しかし，畑転換を行った場合メタン発生量は減少

するが，一酸化二窒素が発生することから 4, 6 1) , 地球温暖

化係数 28) を考慮したメタン，一酸化二窒素の発生量によ

り田畑輪換が地球温暖化へ与える影響を評価する必要が

ある．これまで，田畑輪換による水田からのメタン発生の

削減については Nishimura et al. が報告しているが 74 , 7 5) , 

比較的温暖な関東地域の結果である．それに対し積雪寒冷

地である東北地域では作付け直前の春に稲わらをすき込

む場合が多く，かつ気温が低い冬期間に稲わら分解が進ま
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ない．すき込み時期が遅いと稲わらが好気的条件下で分解

される期間が短くなり，メタン生成の基質が多く残存しメ

タン発生量が増加する 24) ことから，田畑輪換によるメタ

ン削減効果が積雪寒冷地では異なる可能性がある．また，

水田復元を含む田畑輪換期間中のメタン，一酸化二窒素を

同一圃場で継続して測定した報告は Nishimura et al. 75l, 

蓮川ら 13) 以外にない．

山形県の水田のように，稲わらが春にすき込まれる水田

では，メタン発生による温室効果への寄与が大きいことか

ら，田畑輪換を導入することでメタンの発生量が減少し，

地球温暖化への寄与を大幅に削減できる可能性があるが，

積雪寒冷地におけるその効果は明らかになっていない．

そこで，本章では稲わらを秋散布，春すき込みした積雪

寒冷地水田において田畑輪換を実施した際に発生するメタ

ン及び一酸化二窒素の発生量を 4 ヵ年継続して調査を行い，

温室効果ガス発生量の抑制効果を明らかにすることを目的

とした．

2 . 材料および方法

(1) 試験圃場及び試験区

試験は 2006年から 2009年にかけて山形県農業総合研究

センター（山形市みのりが丘）の，過去 10年以上水稲を作

付けしている水田圃場で実施した．土壌は細粒灰色低地土

1 1 8) であり，作土の特性を表 1' 表 2 に示す．稲わらの秋散

布，春すき込みを行った圃場（以下 R圃場という）と，稲

15 



わらを搬出した圃場（以下 N 圃場という）を設置した．両

圃場に田畑輪換区（以下田畑輪換 (R) 区，田畑輪換 (N)

区という），連作水田区（以下連作水田 (R) 区，連作水田

(N) 区という）を設置した．試験区の境界は畦畔を設置し

灌漑水の浸透を遮断した．両圃場では試験の 2年前は化学

肥料のみを用いた慣行栽培を，試験前年は化学肥料由来の

窒素成分を 50 %とした特別栽培を行い均ーな栽培管理下

にあったことに加え，田畑輪換と稲わら施用によるメタン

及び一酸化二窒素フラックスの変化が極めて明瞭であるこ

とから，反復数は 2連とした．試験区は各区 100 m2 (lOmX 

10m) である．

各年の上地利用を表 3 に示した．田畑輪換は転換ダイズ

作 2年ー水田作 2年とし，田畑輪換を行った田畑輪換 (R)

区，田畑輪換 (N) 区は畑転換 1年目，畑転換 2年目の 2006

年および 20 0 7年にダイズを栽培した．その後 2008年に水

田に復元し， 2009年は水田復元 2年目である．

(2) 作物残液

各年次の圃場に投入または搬出された前作物残液量を表

3 に示した．各年次の収穫期に稲わら及びダイズ茎菓の乾

物重（イネ 80株，ダイズ 40株）を測定し， CN コーダー MT-

7 0 0 (ヤナコテクニカルサイエンス製）で分析した残液中の

炭素率を乗じて残演炭素量を求めた．連作水田 (R) 区，田

畑輪換 (R) 区では試験開始の前年である 20 0 5年 9月の収

穫時にコンバインで裁断された稲わら 6 Mg ha―1 (乾物 4.8 

Mg ha―1) をそのまま同区に散布し， 2006年 4月にすき込ん
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だ．連作水田 (R) 区はその後毎年同様に稲わらを施用し，

田畑輪換 (R) 区は水田復元 1年日の 2008年秋の収穫時に

稲わらを 5.6 Mg ha―1 (乾物 4.5 Mg ha―1) 田面に散布し，

2 0 0 9年 4月にすき込んだ．田畑輪換 (N) 区，連作水田 (N)

区は 2005年以降，水稲を作付けした年は，毎年秋にバイン

ダーまたは手刈りで収穫し，稲わらを圃場外へ搬出した．

田畑輪換 (R) 区，田畑輪換 (N) 区は 2006年， 2007年の

ダイズの収穫は手刈りで行い，子実とともに茎葉も圃場外

に搬出した．

(3) 栽培概要

転換畑および水田における耕種概要を表 4, 表 5 に示し

た．水稲，ダイズの栽培方法は，山形県の栽培指針 137,138)

にしたがった．水田は 4月 17S,..,__,22S の間に耕起， 4月 30

日,..,__,5月 8 日の間に基肥施用， 5月 8 日,..,__,1 3日の間に代かき

を行った．水稲品種「はえぬき」を 5 月 16 日,..,__,2 0 日に 1

株あたり 4本，栽植密度 22. 2株 m―2で移植， 9 月 22 日～

1 0月 2 日に収穫した．移植から中干しまでは常時湛水管理

とし，中干し後は 2, 3 日毎の間断灌漑とした．中干し期間

は 6 月 26 日,..,__,7月 14 日，追肥は 7 月 12 日,..,__,1 4 日，落水

口の解放日は 9月 4 日,..,__,9月 8 日である． 基肥は化成肥料

(N-P20s-K20: 15-17-15) を窒素成分で 60 kg ha―1' 追肥は

NK化成 (N-P20s-K20: 20-0-20) を窒素成分で 20 kg ha―1 と

した． しかし， 2008 年の田畑輪換 (R) 区，田畑輪換 (N)

区は水田復元初年目であるため山形県の栽培指針 13 7) に基

づき，基肥は施用せず 1回あたり窒素成分で 20 kg ha―1 の
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追肥を 2回行った．

ダイズは品種「タチュタカ」を供試し，栽植密度 7. 7株

m―2 (畝間 65cm, 株間 20cm, 2本宣）で 6月 4 日,....._,5 日に耕

起，施肥，播種を行い， 2006年は 6月 28 日， 2007年は 7

月 9 日と 7月 31 日に培土， 10月 26 日,.......,3 1 日に収穫した．

施肥は基肥のみとし，化成肥料 (N-P205-K』: 5-15-20) を

窒素成分で 25 kg ha―1 とした．

(4) 圃場におけるガスフラックスの測定

ガスフラックスの測定は陽・ 八木の方法 62) に従い， 5,....._, 

1 1月までの間，栽培期間中はおおむね 7,.......,1 0 S間隔で，収

穫後はおおむね 2,.......,3 週間間隔でガスの採取を行った．た

だし，転換畑では施肥後 2, 3 日は毎 H測定した．ガスの採

取は午前 9時から正午までに行った．水田では水稲 8株を

透明ポリカーボネート製チャンバー（底部 60X60cm. 水稲

非作付け期間と移植後 40 日頃までは高さ 45 Cm, 移植後 40

日以降から収穫までは高さ 100 cm) で覆い，転換畑ではダ

イズ畦間にステンレス製チャンバー（底部 60X60cm, 高さ

4 5 Cm) を設置し， 0, 10, 20分後の内部の空気を 1L容の

テドラーバックに採取した．チャンバーを置く場所には架

台（水田は塩ビ製，転換畑はステンレス製で，チャンバー

との設置面に 5cm程度水が溜まる構造）を設置し，水稲の

中干し期間や落水期間および転換畑では架台に水をいれ，

チャンバー内が密閉状態になるようにしてガスを採取した．

(5) 圃場における地温及び土壌 Ehの測定

転換畑では深さ 5cmの作土に温度センサー (SK-L200T,
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佐藤計量器製作所製）を埋設し， 2006年 6月 9 日から 9月

1 9 日までと， 20 0 7年 7月 1 日から 9月 18 日までの地温を

測定した．水田では田而から 5 Cm の深さに設置した白金

電極をポータブル土壌 Eh計 (PRN-41, 藤原製作所製）に接

続しガス採取時の土壌 Eh を測定した. 2 0 0 7年の転換畑で

は，ガス採取時時に地表下 5 Cm までの土壌の体積水分率

を TOR土壌水分計 (F35-7250,藤原製作所製）で測定した．

メタン濃度は水素炎イオン化検出器付き GC-8A型ガスク

ロマトグラフ（島津製作所製）を用い，純窒素(>99. 9995 

vol.%) をキャリアーガスとし，カラムはモレキュラーシー

ブ 5Aを用い長さは 2m, カラム温度は 90℃，検出器温度は

1 2 0℃ で測定した．一酸化二窒素濃度は ECO付き GC-14A型

ガスクロマトグラフ（島津製作所製）を用い，キャリアー

ガスは純窒素，検出器の感度向上のためメークアップガス

として純メタンを添加した．カラムはポラパック Q を用い

長さは 2m, カラム温度は 60℃，検出器温度は 325℃ で測定

した．

圃場におけるメタン，一酸化二窒素の発生量は単位時間

当たりのフラックスから日発生量を求め，測定日間の平均

値と測定間隔の日数より積算して求めた．二酸化炭素等価

量 (CO2―eq) はメタン，一酸化二窒素の発生量にそれぞれ

28, 265の地球温暖化係数 28) を乗じて求めた．

(6) 活性二価鉄

水田では中干し開始直前から再湛水直後の期間に数回，

先端を切除したポリプロピレン製 50 ml シリンジを田面か
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ら垂直に差込み， O,..__,10 cmの土壌を採取し，酢酸塩緩衝液

抽出法 7) で活性二価鉄を測定した．

(7) メタン生成能

復元田と連作水田におけるメタン発生量の違いを考察す

るため， 2008年及び 2009年 4月に田畑輪換 (R) 区と連作

水田 (R) 区について，区内 5地点の地表下 10cmまでの土

壌を採取，混合し（合計約 1 kg) , 室内培養で風乾土のメ

タン生成能を測定した 49) • すなわち，風乾土 3 g を試験管

へ入れ水分を 36.2,--..,42.4 %に調幣し，脱気後試験管内を

窒素ガスで置換した．次に試験管の開口部をブチルゴム栓

で封じ， 25 ℃ で 6 日間培養した．メタン生成能は培養後に

試験管内のヘッドスペースにおけるメタン濃度を測定し，

1 S 当たりのメタン増加量で表した．

3 . 結果

(1) メタンフラックス

図 lにメタンフラックスの推移を示す．田畑輪換 (R) 区

では，畑転換期間である 2006 年と 20 0 7 年は一 0.01,..__,0.48

mg CH4 m―z h―1 とごく低い値であった．水田に復元した初

年目 (20 0 8年）及び 2 年目 (20 0 9年）は湛水後から最終落

水時まで漸増し，栽培期間の値は 0.0,..__,12.9 mg CH4 m―z h― 

1及び 0.O,..__, 22. 4 mg CH4 m―z h―1の範囲であり，それぞれ出

穂 27 日後， 14 日後となる 9月 3 日， 8月 20 日に最大とな

った．一方，田畑輪換 (N) 区では， 2006 年と 2007 年が一

0.01,..__,0.04 mg C恥 m―z h―1 と田畑輪換 (R) 区と同様にご
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く低い値であり， 2008年， 2009年における栽培期間の値は

0. O,...._, 14. 4 mg CH4 m―2 h―1及び 0.0,...._,l.5 mg CH4 m―2 h―1 の

範囲で推移し，それぞれ 9月 3 日， 8月 20 日に最大となっ

た．

連作水田（連作水田 (R) 区および連作水田 (N) 区）で

は各年次とも栽培期間のメタンフラックスは湛水後徐々に

増加し，連作水田 (R) 区は 0.0"-'83. 0 mg CH4 m―z h―1' 連

作水田 (N) 区は 0.08"-'8. 60 mg CH4 m―z h―1の範囲で推移

した．特に連作水田 (R) 区では，出穂期以降の 8月中下旬

にメタンフラックスの大きなピークがみられた．

(2) 上壌 Eh

上壌 Ehの推移を図 2に示す. 2008年， 2009年における

田畑輪換 (R) 区の上壌 Ehは湛水後緩やかに低下し，それ

ぞれ 7月 28 日， 6 月 18 日に一 15 0 m V 以下となり，それぞ

れ出穂直前の 8月 4 日，幼穂形成期の 7月 17 日に— 200 mV 

以下となった．一方，田畑輪換 (N) 区はそれぞれ 7 月 28

日， 8月 20 日に一 150 m V以下となり， 2008年は 8月 4 日に

-200 mV以下となったが， 2009年は一 20 0 m V以下にはなら

なかった．連作水田 (R) 区は 2006"-'2009年のいずれの年

次も中干し直前である 6月 20 日から再湛水後の 7月 28 日

に— 150 m V以下に低下し， 7月 18 日 "-'8月 11 日に— 2 0 0 m V 

以下に低下した．連作水田 (N) 区は 7月 12 日 "-'8月 20 日

に— 150 m V以下に低下し，ー 20 0 m V以下に低下しなかった

2 0 0 9年を除いて，出穂直前から穂揃期に当たる 8 月 4 日

1 1 日に一 20 0 m V以下に低下した．また， 20 0 7年の連作水田
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(R) 区と連作水田 (N) 区， 2009年の田畑輪換 (N) 区を除

き，各区とも中干し期間に一時的な Ehの上昇がみられた．

(3) 土壌中の活性二価鉄

表 6 に土壌中の活性二価鉄の季節変化を示す．連作水田

である連作水田 (R) 区と連作水田 (N) 区では， 2006年 7

月 1 1 日測定時を除き各年次とも稲わらを施用している連

作水田 (R) 区の方で活性二価鉄量が高かった. 2008 年の

田畑輪換 (R) 区では 6 月 4 日から 7月 4 日までの間連作

水田 (R) 区に比べ低く推移し， 2009年は田畑輪換 (R) 区，

連作水田 (R) 区とも 4.0,..__,7.9 g kg―1で推移した．一方，

2 0 0 8年の田畑輪換 (N) 区では連作水田 (N) 区に比べ 0.1 

,..__,1.6 g kg―1裔く推移し， 2009年は 1.2,..__,6.3 g kg―lで推

移し，両区とも同等の値だった．

(4) 復元田及び連作水田土壌のメタン生成能

表 7 に 2008年， 2009年の田畑輪換 (R)区と連作水田 (R)

区における風乾土のメタン生成能を示す.2 0 0 8 年， 2009年

の田畑輪換 (R) 区土壌のメタン生成能はそれぞれ 0.0 9 1士

0. 009, 0. 054土 0.004μgC  g―i d―1 となり， 2 ヵ年とも連

作水田 (R) 区土壌より低かった．

(5) 一酸化二窒素フラックス

図 3 に一酸化二窒素フラックスの推移を示す. 2006 年，

2 0 0 7 年にダイズ転換畑とした田畑輪換 (R) 区では，それ

ぞれー 0.01,..__,l.06, -0.02,..__,0.57 mg N20-N m―2 h―1の範囲で

推移した．同様に田畑輪換 (N)区ではそれぞれ 0.00,..__, 0. 76, 

-0.01,..__,0.46 mg 応 0-N m―2 h―1の範囲で推移した．両区と
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も 2006年は施肥後 14 日目にあたる 6月 19 日に， 2007年

は施肥後 23 日目の 6 月 27 日に高いピークが見られ，一且

発生が少なくなった後 8 月上旬に再び高まる傾向にあった．

一方，連作水田と復元田での一酸化二窒素フラックスは

-0. 07,..__, 0. 13 mg 応 0-N m―2 h―1で推移し， 2008年の田畑輪

換 (R) 区，田畑輪換 (N) 区（水田復元初年目）及び 2009

年の田畑輪換 (N) 区では代かき直後に 0.1 mg 凡 0-N m―2 h― 

1 程度と低いながらも明確な一酸化二窒素フラックスがみ

られた．

(6) 転換畑における地温，上壌水分及び降水量

図 4 に転換畑における地温，上壌水分及び降水量を示し

た. 2 0 0 6年 6月 9 S (施肥 4 S後）の地温は 18 ℃ であり，

その後 9 月 13 S まで 20 ℃ を下回ることはなかった．ま

た， 6月 9 日に 21 mmの降雨があったものの，その後は 6月

1 5 日まで降雨がなかった. 2 0 0 7年は 6月 6 日に 23 mmの降

雨があり，その後わずかな降雨をはさんで 6 月 14 日と 15 

日にそれぞれ 9 mm, 11.5 mmの比較的まとまった降雨があ

った. 2 0 0 7年の土壌水分（体積水分率）は 6月 7 日に 24% 

に上昇したがその後 15 %に低下し， 6月 27 日から 7月 24

日までは 26,..__,31%と比較的高く推移した．

(7) メタン，一酸化二窒素の積算発生量

表 8 に各測定年のメタン及び一酸化二窒素の積算発生量

を示す．田畑輪換 (R) 区，田畑輪換 (N) 区の転換畑では

メタンが年間で 0.3 g CH4 m―2未満とほとんど発生せず，

一酸化二窒素の発生が目立った．田畑輪換 (R) 区では水田
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復元 1年目及び 2年目のメタン発生量がそれぞれ 7.1 8 g 

CH 4 m―2, 19.0 g CH4 m―2であり，同年の連作水田 (R) 区と

比べ少なかった．一方，同様に田畑輪換 (N) 区ではメタン

発生量が 9.4 9 g CH 4 
，
 

2
 m-
1.72 g CH4 m―2であり，同年の

連作水田 (N) 区では 4.83 g CH4 m―2, 2.34 g CH4 m―2であ

った．田畑輪換 (R) 区や田畑輪換 (N) 区の復元田や連作

水田 (R) 区，連作水田 (N) 区の一酸化二窒素発生量は年

間最大でも 0.05 g N20 m―2というわずかな量であった．一

方，転換畑は年間 0.52,--..,0.69 g 応 0 m―2であり，復元田や

連作水田に比べ明らかに発生量が多かった．

(8) 二酸化炭素等価量

表 8 にメタンと一酸化二窒素を併せた二酸化炭素等価量

(CO2―e q) を，表 9 に田畑輪換によるトレードオフ量を示

す．二酸化炭素等価量は畑転換を行った 2006 年， 2007 年

の田畑輪換 (R) 区では両年とも 158 g CO2―e q m―2となり，

連作水田 (R) 区の 1116 g CO2―eq m―2, 1316 g CO2―eq m―2 

と比べ大幅に減少した．復元田である 2008 年， 2009 年の

田畑輪換 (R) 区では 208 g CO2―eq m―2, 533 g CO2―eq m―2 

であり，連作水田 (R) 区の 1261 g CO2―e q m―2, 855 g co亡

e q m―2 と比べ減少した．一方，田畑輪換 (N) 区の値は連作

水田 (N) 区と比べ毎年の値が減少することはなかった．試

験期間（転換畑 2年一水田 2年）を通じての二酸化炭素等

価量の合計は田畑輪換 (R) 区で 1057 g CO2―eq m―2' 連作

水田 (R) 区では 4548 g CO2―e q m―2となり，田畑輪換 (R)

区は連作水田 (R) 区の約 1/4までに削減された．
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4 . 考察

(1) 田畑輪換水田でのメタン低減の特徴

転換畑でのメタン発生量は年間 0.3 g m―2 にも満たない

わずかな量であり，連作水田に比ベメタン発生量が 99%以

上減少し，削減効果が認められた．とりわけ，稲わら春す

き込み水田を対象とした場合にその効果は大きかった．転

換畑におけるメタン発生量が少ないことはこれまでも報告

されており 74) , 上壌が酸化的な状態となる畑転換栽培にお

いて，前歴となる水稲栽培時の稲わら施用によりメタン発

生量が大きく増加することは考えにくい．一方，連作水田

では 1または 2回の明瞭なメタンフラックスのピークが観

測された．連作水田 (N) 区に対する連作水田 (R) 区のメ

タン発生量の比は 2006年， 20 0 7年がそれぞれ 8.3倍， 7. 4 

倍であり，稲わらを施用している連作水田 (R) 区でメタン

発生量が多かった（図 1' 表 8). このように，稲わら施用

水田でのメタン発生量が多いことが，稲わら施用水田で畑

転換した場合のメタン削減効果を高めていた．

2008年， 2009年の田畑輪換 (R) 区におけるメタン発生

量は同年の連作水田 (R) 区のそれぞれ 16%, 63%であり，

復元田でも稲わら施用水田の場合にメタン削減効果が高く，

とりわけ復元 1年目のメタン削減割合が大きかった（図 1'

表 8). 復元 1年目は連作水田に比べて土壌 Ehが高く推移

し 44) , メタン発生量が著しく少なくなる 51 , 7 5) ことが知ら

れており，本報告でも同様の特徴が見られた．また， 2008
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年， 2009年の活性二価鉄量も各試験区の土壌 Eh の推移と

対応しており，土壌 Eh が低い試験区で活性二価鉄量が多

くなった.2008年の田畑輪換 (R) 区におけるメタン発生量

は田畑輪換 (N) 区と同程度であった（表 8). 2009年の田

畑輪換 (R) 区におけるメタン発生量は田畑輪換 (N) 区よ

り多く，復元 2年目のメタン削減割合は復元 1年日より小

さくなった．復元田におけるこのようなメタン発生の一方

で 2008年， 2009年の連作水田 (R) 区でのメタン発生量が

極めて多かったことから，稲わら施用水田において削減効

果は大きくなった．このことは，稲わら施用によりメタン

が多く発生する水田での田畑輪換の導入が，温室効果ガス

の削減により効果的であることを示唆している．復元田 2

年目 (20 0 9年）のメタン発生量が復元 1年目に比べて増加

することは，常時湛水管理下での熊谷らの報告 51) がある

が，通常管理下の本報告では増加程度は少なく，連作水田

(R) 区に対して 63%の発生量にとどまった．また，復元

田 2年目に田畑輪換 (R) 区の土壌 Ehは連作水田より低く

推移したが，室内培養試験における土壌のメタン生成能が

低く（表 7)' 連作水田 (R) 区よりメタン発生量が減少した

要因の一つと考えられる．土壌のメタン生成能が低下した

原因としてメタン生成菌数や基質が減少した可能性等が考

えられ，復元田 2年目におけるメタン発生量の減少に中干

しの有無や期間等の水管理と，土壌のメタン生成能が影響

した可能性がある．

なお，本試験ではダイズ収穫時に茎と英を圃場から搬出
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したが，慣行栽培ではダイズ収穫時に圃場で裁断，散布さ

れ春にすき込まれることが多い．ダイズ茎と英のすき込み

が復元田でのメタン発生量にどのような影響を与えるかは

今後の課題である

(2) 田畑輪換水田での一酸化二窒素発生の特徴

連作水田や復元田では一酸化二窒素発生量はわずかであ

ったが，転換畑での発生量は連作水田や復元田に比べ明ら

かに多かった．水田での発生量は Nishimura et al. 73l, 石

橋ら 30 , 3 1) が報告しており，本報告の最大値 (0.05 g N20 

m―2) と同程度であった．また，転換畑での値は秋田県での

灰色低地上ダイズ転換畑における発生量と同程度であった

1 1 4) • 一酸化二窒素の発生は主に施肥窒素の硝化や脱窒過

程で起こるとされ，施肥直後や降雨等により上壌水分が高

まった際にみられるが 2, 1 5 0) , 本試験では施肥直後に発生

はほとんどみられず，施肥 14 日後にあたる 6月 20 日以降

に一酸化二窒素フラックスの上昇がみられた．秋田県の結

果 11いゃ本試験とほぼ同じ時期の 6 月上旬に播種及び施肥

を行った新潟県の細粒グライ土ダイズ転換畑の測定結果

1 0 3)においても 7月上旬以降にフラックスの上昇が見られ，

本試験の傾向と類似している．本県を含む日本海側の寒冷

地では 6 月下旬,..__,7 月上旬に土壌水分および地温が上昇し

たことで一酸化二窒素の発生が増加した可能性がある．ま

た，ダイズ開花期における一酸化二窒素の発生は根粒菌が

有する脱窒代謝系の関与や老化した根粒根圏の微生物群に

よる可能性が指摘されており 38 , 6 5) , 本報告においても，ダ
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イズ開花期 (8 月上旬）にフラックスの上昇がみられた．

以上のことは，一酸化二窒素発生量は田畑輪換をすること

により転換畑時に増加するが，水田復元時には連作水田並

に低下することを示しており，前歴水田における稲わら施

用の有無は一酸化二窒素発生量に関して明確な影響を及ぼ

さないと考えられる．

(3) メタン，一酸化二窒素のトレードオフ

Nishimura et al. 75) は，水田を畑転換した場合，連作水

田と比較してメタン発生量が減少し一酸化二窒素が増加す

るトレードオフ現象が起こることを報告している．本報告

においても表 8, 表 9 に示すように同様の現象が認められ

た．しかし， 2006年， 20 0 7年の稲わら施用水田のメタン減

少量に対してトレードオフとして発生する一酸化二窒素増

加量は少なく，二酸化炭素等価量でそれぞれ 15%, 12%に

過ぎなかった．一方，稲わら無施用水田での同様の割合は

143%, 75%であり，稲わら施用水田と異なった．稲わらは

水田から発生するメタンの基質となり，メタン発生への寄

与が大きいが，転換畑から発生する一酸化二窒素に対し稲

わらの寄与はほとんど無く，主に施肥窒素に由来すること

から，稲わら施用により連作水田におけるメタン発生量は

大きくなり，畑転換した場合の一酸化二窒素発生量が稲わ

ら施用により大きな影響を受けなかったと考えられる．こ

のことが稲わら施用水田での温室効果ガス削減効果に繋が

ったと考えられる．復元田におけるメタン発生量削減効果

は表 9 に示すように，稲わら施用水田が無施用水田より高
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く，復元 2年目まで持続している． しかし，湛水条件では

施肥由来の一酸化二窒素が発生し難く，前述のように稲わ

ら由来の発生はほとんどないと考えられるため，復元田に

おける一酸化二窒素発生量は連作水田の水準に低下してお

り，稲わら施用水田か否かによる差は無い．二酸化炭素等

価量の 4ヵ年合計値をみると（表 8)' 稲わら施用の場合は

連作水田に比べ約 75 %削減した．しかし，稲わら無施用の

場合は明らかな削減効果がみられなかった．これは前述の

ように，稲わら施用水田では田畑輪換により削減される稲

わら由来のメタン量がトレードオフとして発生する一酸化

二窒素量を上回るが，稲わら無施用ではメタン量と一酸化

二窒素量が同等であるためである．このことから，稲わら

が春すき込みされるようなメタン発生量の多い水田におい

て，田畑輪換は有効な温室効果ガス削減技術の一つである

といえる．

本試験ではメタン，一酸化二窒素と同様に温室効果ガス

である二酸化炭素を測定していない．田畑輪換を繰り返す

と土壌中の全炭素が漸減することが住田ら 10 7) により報告

されており，それによれば，稲わら施用水田より無施用水

田で，また畑利用の頻度が高くなるほど低下程度が大きい．

本試験ではダイズ 2作一水稲 2作の田畑輪換体系で検討し

たが，さらに畑利用割合を高くした場合，温室効果への寄

与が大きいメタン発生量が減少することから温室効果ガス

削減効果が高くなる可能性がある．しかし，畑利用割合を

高くすればそれだけ土壌中の全炭素の減少量も大きくなり，
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減少した土壌の全炭素の一部は二酸化炭素として放出され

ていると考えられることから，転換畑における二酸化炭素

の発生量についてはさらに検討が必要である．また，本試

験では，稲わら無施用の連作水田において二酸化炭素等価

量の 4 ヵ年合計値が最も少なかった． しかし，大部分の水

田で稲わらが圃場へ還元されている東北地域では，圃場か

らの稲わら搬出は限界がある．また，田畑輪換においては

地力の維持のためには稲わらを圃場へ還元することが望ま

しい 10 7) • メタンの削減と地力の維持を図るために水田か

ら一度稲わらを搬出し，堆肥化してから圃場へ戻すことが

提案されている 54) が，回収コストや手間がかかるためす

べての水田で実施するのは困難である．地力の維持とコス

ト面から，現状では水田への稲わら施用を前提とした温室

効果ガス削減技術が求められる．そのため，水田からのメ

タンを含む温室効果ガスの削減を目的とした場合，田畑輪

換は有効な技術の一つであり，本試験の結果から，稲わら

を秋散布，春すき込みを実施している積雪寒冷地水田にお

いても温室効果ガスを削減できることが明らかとなった．

5 . まとめ

積雪寒冷地水田における田畑輪換の導入が温室効果ガス

発生量へ及ぼす影響を評価するため，前年秋に稲わらを施

用，または無施用の水田のそれぞれに，田畑輪換（ダイズ

2年―水田 2年）区と水稲連作区を設置し，メタン，一酸化

二窒素の発生量を 4 ヵ年調査した．
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(I) 田畑輪換区の転換畑では，メタンはほとんど発生せ

ず，メタン削減効果が認められた．稲わら施用水田では稲

わら無施用水田に比ベメタン発生量が 7,...,_., 8 倍多かったこ

とから，畑輪換によるメタン削減効果は特に稲わら春すき

込み水田で大きかった．

(II) 稲わら施用の場合，水田復元 1, 2年日の復元田にお

けるメタン発生量は連作水田のそれぞれ 16%, 63%であり，

復元田でも稲わら施用水田でメタン削減効果が高く，とり

わけ復元 l年目のメタン削減割合が大きかった．

(III) 一酸化二窒素の発生量は，転換畑では連作水田や復

元田に比べ明らかに多かった．連作水田や復元田での発生

量はわずかであった．

(IV)稲わら施用水田のメタン減少量に対して，畑転換 1'

2 年目にトレードオフとして発生する一酸化二窒素増加量

は少なく，二酸化炭素等価量でそれぞれ 15%, 12%だった．

一方，稲わら無施用水田での同様の割合は 143%, 75%で

あり，稲わら施用水田と異なった．

(V) 二酸化炭素等価量の 4ヵ年合計値は，稲わら施用の

場合，連作水田に比べ約 75 %削減された．しかし，稲わら

無施用の場合は明らかな削減効果がみられなかった．稲わ

らが春すき込みされるようなメタン発生量の多い水田にお

ける田畑輪換は温室効果ガス発生量の削減に有効であった．
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第皿章 日本海側積雪寒冷地の稲わら施用水田における耕

起法の違いが翌年のメタン，一酸化二窒素発生量に及ぼす

影響

1 . はじめに

東北地域の水田から発生するメタンが多い理由の一つと

して，秋季における稲わらの田而散布と翌年春季における

水田耕起時の作土へのすき込みが挙げられる．稲わらのす

き込みは水稲栽培における湛水期間中のメタン発生量を増

加させるため 13 1) , 収穫後の秋耕により速やかに稲わらを

すき込み稲わらの好気的な分解を促進させる 24 , 6 6)ことが，

翌年のメタン発生量の減少に有効である．また，稲わらの

酸化的分解により有機酸等の生成が減少すると生育阻害が

回避され 57,68,115), 初期生育量の増加等が期待される．山

形県の栽培指針 14 2) においても， 15 C ill 程度の通常の耕起

深による秋耕が推奨されているが，積雪寒冷地である東北

地域では，秋耕後の降雨や冬期間の積雪による地耐力の低

下を懸念し秋耕を避ける生産者が多い．そのため，秋にコ

ンバインで収穫する際，同時に裁断，散布された稲わらは

そのまま田面に放置され，春耕時にすき込まれることが多

い．第 I章緒言で述べたように，後藤ら 11), 松本ら 59) 

は，深さ 3,..__, 8 C ill の地表面に限定した秋の浅耕（以下，秋

浅耕）により非栽培期間における稲わらの酸化的分解が促

進し，春耕に比べてメタン発生量が減少することを報告し

ている．秋浅耕では地表に近い部分のみが耕起されるため，
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春作業時に作業機械の沈下が少なく，積雪寒冷地において

も秋耕を導入しやすいと考えられる． しかし， 日本海側の

積雪寒冷地水田において，山形県の栽培指針で推奨されて

いる通常深での秋耕との比較で，温室効果ガスの発生量と

水稲生育に対する秋浅耕の効果を検討した報告はない．一

方，一酸化二窒素は単位重量当たり二酸化炭素の 265倍の

温室効果を持つが 28) , 水 田における当ガスの発生は，水稲

栽培時の中干し期間と非栽培期間に限られる傾向にあり，

発生量は極めて少ない 30 , 9 9) • しかし，秋耕の有無や秋耕深

の違いによる一酸化二窒素発生量への影響は把握されてい

なし‘•

以上のことから，本章では H本海側の積雪寒冷地低地上

水田における秋浅耕が翌年のメタン発生と水稲の生育に及

ぼす影響を調査するとともに，秋浅耕による一酸化二窒素

発生量への影響を調査した．

2 . 材料および方法

(1) 試験圃場及び栽培概要

試験は 20 1 0年から 20 1 3年に山形県農業総合研究センタ

ー（山形市みのりが丘）内の水田圃場で行った．土壌の粒

径組成及び理化学性を表 10に，栽培概要を表 11に示す．

水稲品種は「はえぬき」を用いた．毎年水稲収穫時に稲わ

らを 6 Mg ha―1 (乾物 4.8 Mg ha―1) をコンバインで長さ約

7 C ill に裁断，散布し試験区と対照区を設けた．初雪は 12 

月 8 日,..__,1 5 日に観測され，消雪日は 3月 14 日,..__,4 月 1 日
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だった．消雪後， 4月 23 日または 28 日に全区で耕深 18 ,..__, 

2 0 Cmの春耕起を実施し，基肥として尿素系の化成肥料（尿

素燐加安， N-Pz05―Kz 0=15-17-15) 60 kgN ha―1 を 4月 28

日,..__,5月 10 日に施用した．その後圃場に灌漑し，代かきを

5月 10 日,..__,1 5 日に行い， 5月 18 日,..__,2 2 日に栽植密度 22. 2 

株 m―2'1株当たり 4本で水稲苗（稚苗）を移植した．中

干しを 6月 28 日,..__,7月 17 日に行い，追肥として 7月 13 日

,..__, 1 7 日に塩安系の化学肥料 (NK化成，同 16-0-18) 20 kg 

N ha―1を散布した．出穂期は 8 月 2 S ,..__, 5 S であり，収穫

は 9 月 14 S ,..__, 10月 5 S に行った．

試験区は 2区設定し，前年の 10月 22 S ,..__, 11 月 5 S に

ロータリーで耕深 5,..__, 8 Cmに稲わらをすき込んだ秋浅耕区

と，同様に耕深 18,..__,20 cmで行った秋通常耕区とした．対

照は，秋耕をせず稲わらを春耕時にすき込んだ春耕区とし

た．各々 3連で設置した．さらに 20 1 3年のみ前年秋に稲わ

らを圃場外に搬出した稲わら無施用区を 3連で設置した．

稲わら無施用区における前年秋の収穫はバインダーを使用

し，刈高は約 5 Cmであった．いずれも 1区当たりの面積は

66 m2 (6.6 mXlO m) とした．

(2) メタン及び一酸化二窒素の測定

ガスフラックスの測定は第 11章に記載した通り行い，栽

培期間中は概ね 7,..__, 1 0 日間隔で，収穫後から初雪までの期

間は 15 ,..__, 4 0 日間隔で 5月から 12月までの間ガスの採取を

行った．また，二酸化炭素等価量 (CO2―eq) は，メタンの

地球温暖化係数 28, 一酸化二窒素の同 26 5をそれぞれのガ
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スの発生量に乗じて求めた 28) 

(3) Ehの測定

ガス採取時の土壌 Eh は，田面から 5 Cmの深さに設置し

た白金電極にポータブル土壌 Eh 計 (PRN-41, 藤原製作所

製）を接続し測定した．白金電極の設置本数は試験区当た

り 5本とした．

(4) 水稲の生育調査及び収量調査

各区内の生育中庸で連続した 10株の草丈，茎数（叉は穂

数）を分げつ盛期の 6 月 20 S , 最裔分げつ期頃の 7 月 10 

s' 成熟期の 9月 10 Sに調査した．成熟期に各区 80株を

刈り取り脱穀調整し，粒厚 1.9 mm 以上の玄米を精玄米収

量（水分 15.5 %換算値）とした．玄米粗タンパク質含有

率，アミロース含有率は透過型近赤外分析機 (Infratec™ 

1241, Foss Japan製）により測定し，乾物当たりで表示し

た．

(5) 稲わらの分解率と熱水可溶性有機物

2 0 1 2年秋耕時から 20 1 3年春耕までの稲わらの分解率は，

志賀 95) , 久保田ら 48) のメッシュ法に準じて調査した．す

なわち，成熟期の稲株を地際から 5 Cm 上で刈り取り後風

乾し，株元から 30 Cmまでの部位の茎及び葉鞘を長さ 5 Cm 

毎に裁断した稲わら 10 g を不織布（材質：ポリプロピレ

ン，遮光率： 90 % , 三菱樹脂アグリドリーム製）で作成し

たメッシュ袋 (25 cmX20 cm)に入れた. 2 0 1 2年 11月 13 日

に試験圃場各区の反復区の 1つに，それぞれの秋耕起深の

約半分の深さとなるように秋浅耕区は地表下 4 Cm, 秋通常
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耕区は地表下 10 C ill, 対照（春耕）区は地表面にメッシュ

袋 5個を水平に設置し， 20 1 3 年 4 月 20 日に回収した．同

時に，稲わらを設置した深さに記録式温度計 (TR-52i, テ

ィアンドデイ製）を秋浅耕区及び秋通常耕区では 3連で，

対照（春耕）区では 2連で設置し，地温を測定した．

回収した稲わらは，蒸留水で湿らせた紙製ワイピングク

ロス（日本製紙クレシア製）で表而を拭き取り洗浄後，乾

物重を測定した．その後 1 mm以下の大きさに粉砕し，全炭

素含有率と全窒素含有率は全窒素・全炭素測定装置

(SUMI GRAPH NC-22, 住化分析センター製）を用いて測定し，

熱水可溶性有機物は堆肥等有機物分析法 71) に従い分析し

た．稲わら設置時の乾物重を A, 回収時の稲わらの乾物重

を B とすると，稲わらの乾物分解率 (D) は D= (A-B)/AX 

1 0 0 とした．同様に，稲わら設置時の炭素量を s, 回収時の

炭素量を T とすると，稲わらの炭素分解率 (C) は C= (S -

T)/SXlOO とした．

(6) 土壌水分

2 0 1 3 年の消雪後から春耕起までの土壌水分を測定した．

すなわち，同年 3月 22 日から 4月 23 日まで秋浅耕区及び

秋通常耕区に土壌水分測定用のセンサー (10 HS土壌水分セ

ンサー， Decagon製）を設置し，地表から地表下 16 cmまで

の土壌水分（体積水分率）を測定した．センサーによる測

定値は，後述する活性二価鉄分析時に採取した土壌を

1 0 5 ℃ で乾燥させて求めた含水率を用いて補正した．

(7) 活性二価鉄
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活性二価鉄は， 20 1 2年は 4 月 23 日に， 20 1 3年は 4 月 1

日， 15 日， 23 日に深さ 10 C ffi までの土壌を供試し求めた．

土壌採取後，直ちに酢酸塩緩衝液で抽出し，ジピリジル法

7) により分光光度計 (U-2900, HITACHI 製）を用いて比色

定量した．

(8) 統計解析

統計解析は，多重比較及び t検定を JMP7(SAS Institute 

Japan製），分散分析を表計算ソフト Excel(Microsoft製）

のアドインソフトを用いて行った．

3 . 結果

(1) メタンフラックス， Eh

図 5にメタンフラックスの推移を示す．メタンフラック

スは各区とも，中干し開始期である 6月下旬（湛水 44 ,..._, 5 1 

日後）に 1つ，出穂期以降である 8 月中旬,..._,9月上旬（湛

水 100,..._,122 日後）に明瞭な 1 または 2つのピークがみら

れた. 2 0 1 3年の稲わら無施用区を除き，メタンフラックス

は秋浅耕区が概ね最も低く，秋通常耕区が対照（春耕）区

並～低く推移し，対照（春耕）区が高かった．最も発生量

が多い 20 1 3年の中干し開始期（湛水 44 日後）のピーク時

の値は，秋浅耕区，秋通常耕区，対照（春耕）区，稲わら

無施用区でそれぞれ 55.1, 58. 6, 88. 6, 39. 8 mg CH4 m―z h― 

1 となった．同様に，同年の出穂期（湛水 86 日後）におけ

るピーク時の値は，それぞれ 47.6, 58. 8, 69. 3, 33. 9 mg 

CH 4 m―z h―1 となった．
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図 6に Ehの推移を示す．各区とも Ehは湛水開始より低

下し始め，中干し前の湛水 50 日後頃には 20 1 2年は一 150 m 

V, それ以外の年次はー20 0 m V程度まで低下した．中干し

期である 6月下旬から 7月中旬は， 20 1 3年を除き一時的に

-4,..__, +370 m Vまで上昇した．再湛水後は 2010, 2013年の

秋浅耕区， 20 1 3年の対照（春耕）区等の一部を除き，ー 200

,..__, -100 mVで推移し，最終落水（湛水 99,..__,123 日後）以降

は +200,..__,+600 mVまで上昇した. 2 0 11年は湛水 3 日後から

各区の Ehは一 160 m V程度まで低下し，他年次よりも還元の

進行が早かった．また秋浅耕区と秋通常耕区の湛水 30 S 

後における Ehを比較すると， 20 1 0年， 20 11年， 20 1 3年は

秋通常耕区に比べ秋浅耕区でそれぞれ 1, 18, 8 mV高く，

2 0 1 2年は逆に秋浅耕区で 79 mV低かった．

(2) メタン，一酸化二窒素の発生量

表 12 に測定期間におけるメタン，一酸化二窒素の発生

量及び二酸化炭素等価量を示す．メタン発生量は， 4 カ年

を通じ秋浅耕区が最も少なく，次いで秋通常耕区，対照（春

耕）区の順であり，それぞれ 19.9,..__, 85. 6, 24. 8,..__, 107. 6, 

45. 6,..__, 134. 1 g CH4 m―2 であった．対照（春耕）区に対す

る試験区の発生量の比は秋浅耕区，秋通常耕区がそれぞれ

44,..__, 80, 54,..__, 92 となり，後者に比べ前者は試験年次を通じ

てメタン削減効果が高かった．なお， 20 1 3年の稲わら無施

用区のメタン発生量は他区に比べ最も少なかった．他区の

メタン発生量から稲わら無施用区のメタン発生量を差し引

いた値を稲わら由来のメタン発生とすると，全発生量に占
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めるその割合は 20 1 3年の結果から秋浅耕区では 39. 7 % , 

秋通常耕区では 52. 0 % , 対照（春耕）区では 61.5 %となっ

た．また，試験年度によりメタン発生量の傾向が異なり，

4カ年のうち 20 1 2年が最も少なく， 20 1 0年， 20 1 1年は同

程度， 20 1 3年が最も多くなった．

一酸化二窒素の発生量は他区に比べ秋浅耕区で多い傾向

であったが，メタンに比べ発生量は僅かであった．そのた

めメタン，一酸化二窒素の二酸化炭素等価量の合計値はメ

タンによるものが大部分であり，メタンによる温室効果ガ

ス発生量への寄与が大きかった．各区のメタン，一酸化二

窒素の二酸化炭素等価量の合計値 (g CO2―e q m―2) は秋浅

耕区で 572,...,_,2407, 秋通常耕区で 706,...,_,3017, 対照（春耕）

区で 1273,...,_,3766, 2013 年の稲わら無施用区では 14 5 8 g 

CO2―eq m―2であった．

(3) 水稲の生育及び収量

表 13に水稲の生育，収量，玄米品質を示す．草丈は 20 1 3 

年の稲わら無施用区を除き，区間差はみられなかった．秋

浅耕区の茎数は秋通常耕区，対照（春耕）区に比べ 4カ年

を通じて多く推移した．秋通常耕区の茎数は分げつ盛期の

6 月 20 日では対照（春耕）区よりやや多かったが，最高分

げつ期頃である 7月 10 日では年次により異なり，対照（春

耕）区と比べて 20 1 0年， 20 11年は同等， 20 1 2年は少なく，

2 0 1 3年は多くなった．これら 3区の穂数には区間差が見ら

れなかった．なお， 20 1 3年の稲わら無施用区は茎数，穂数

とも他区より多くなった．
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4 ヵ年の精玄米収量は，秋浅耕区では 6.25,..__, 6. 78 Mg 

ha―1' 秋通常耕区では 6.14,..__, 6. 76 Mg ha―1' 対照（春耕）

区では 6.26,..__,6.51 Mg ha―1 であった．稲わら無施用区を

除き，精玄米収量，玄米粗タンパク質含有率及びアミロー

ス含有率に区間差はみられなかった．

(4) 稲わらの分解率と熱水可溶性有機物

表 14に非栽培期間 (20 1 2年 11月 13 日,..__,2 0 1 3年 4月 20

日）におけるメッシュ法で測定した稲わら分解率と有機物

組成を示す．乾物及び全炭素分解率は，対照（春耕）区に

比べ秋浅耕区及び秋通常耕区で高くなり，秋浅耕区と秋通

常耕起区の分解率は差がなかった．熱水可溶性有機物は，

設置前は 22. 4 %であったが，回収時には 3_5,..__,5_0%へ減

少した．

表 15 に稲わら試料を設置した期間を含む深さ別の積算

地温を示す．秋耕起から消雪までの期間 (20 1 2 年 11 月 8

日,..__,3月 13 日）は 10 CID 深の積算地温が 4 CID 深及び地表

面の値を上回った．消雪から春耕起直前までの期間 (20 1 3 

年 3月 14 日,..__,4月 20 日）は 4cm深及び地表面の積算地温

が 10 cm深の値を僅かに上回った．

(5) 土壌水分

図 7 に 20 1 3 年の消雪から春耕起までの秋浅耕区及び秋

通常耕区の土壌水分の推移を示す．秋浅耕区の土壌水分は

春耕起の 7 日前にあたる 4 月 16 日まで秋通常耕区に比べ

低く推移した．しかし，その後 4 月 20 日頃に両区の土壌水

分は 31 %程度まで低下した後再び上昇した．
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(6) 活性二価鉄

表 16に 20 1 2年， 20 1 3年の春耕起前土壌の活性二価鉄含

有量を示す．両年とも秋浅耕区では秋通常耕区に比べ活性

二価鉄含有量が少なかった. 2 0 1 3年の春耕起直前の 4月

23 日の値は秋通常耕区，対照（春耕）区，稲わら無施用区，

秋浅耕区の順に多かった．

4 . 考察

(1) 耕起法の違いがメタン発生量に及ぼす影響

本報告におけるメタン発生量は秋浅耕区く秋通常耕区＜

対照（春耕）区となり，稲わら春すき込みの場合に対し秋

耕起によるメタン削減効果が認められ，さらに秋の耕深が

5 ,...._, 8 Cmと浅い場合，その効果は高くなった（図 5'表 12) . 

前述のように，各区のメタン発生量から稲わら無施用区の

メタン発生量を差し引いて求めた稲わら由来のメタン発生

量に区間差が生じたことは，秋耕の有無や秋耕深により稲

わら分解に差が生じている可能性が示唆される．本報告の

対照（春耕）区におけるメタン発生量は， 45.6,...._, 134. 1 g CH4 

m―2 であり， 2010,...._,2012年の値はこれまで山形県の低地土

水田で報告された値 50,53,99) と同程度， 20 1 3年の値はそれ

以上の発生量だった．本県でのこれらの値は Kanno et al. 

3 5)によって間断灌漑が実施されている稲わら施用水田の

全国平均とされた 19 g CH4 m―2 を大きく上回っている．ま

た，本報告の秋浅耕区における稲わら由来のメタン発生量

の割合は木村 40) が報告した値 (42 %)と同程度だった．
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本報告と木村 40) の結果は，気象，土壌，水管理等の栽培条

件が異なっており単純な比較はできないが，両者の間にお

いても稲わらの分解程度の差が影響している可能性がある．

一方，同様の試験を愛知県で実施した田中ら 11 9) , 岩手

県で実施した Nakajima et al. 10> によれば，秋浅耕区の

メタン発生量は秋通常耕区と同等かまたはそれ以上であり，

メタン削減効果がみられなかった．田中らによれば，秋浅

耕区では秋通常耕区に比べ，非作付け期間中に稲わらが多

く残存し，その後湛水期間中にメタンとして放出される炭

素量が多くなり，メタン発生量の削減に繋がらなかったと

している 11 9) • また， Nakajima et al. の報告では，非作

付け期間中の上壌水分飽和度（モデルによる算定値）は両

区とも稲わらの好気的分解に適した範囲だった．そのため，

秋浅耕のメタン削減効果は非作付け期間の土壌水分が多い

場合に限られると考察している 70) • これらのことから，秋

浅耕のメタン削減効果を明らかにするためには，気象や土

壌条件が異なる複数地点でさらに検討する必要がある．

(2) 稲わら分解率

稲わらの分解程度の差は，本県をはじめとする東北地域

でのメタン発生量が多い要因の一つに関与している可能性

がある．秋耕から春耕までの稲わらの炭素分解率は秋浅耕

=秋通常耕＞地表面となり，春すき込みに比べ秋すき込み

では稲わらの分解が促進された（表 14). Watanabe et al. 

1 2 5)は，愛知県の圃場において 9 月にコンバインで裁断さ

れた時点の稲わらと，圃場に表面散布され， 2 月に採取し
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た稲わらを供試したポット試験でメタン発生量を比較検討

している．それによれば， 9 月に採取した稲わらと 2 月に

採取した稲わらの全炭素はそれぞれ 40.0 % , 37.7 %であ

り，後者のメタン発生量は前者に比べ 15 %ほど削減され

た．稲わらを土壌と混和した本試験においても，稲わらの

全炭素分解率の低下がメタン発生量の低下につながったと

考えられる．

後藤ら 11) は，耕起深毎の比較試験を行っていないもの

の，秋浅耕でメタン発生量が削減される理由として秋通常

耕に比べ秋浅耕の方がより地表面に近いため稲わらの分解

に必要な地温を得られる利点を挙げている．本報告の結果

によれば秋浅耕区 (4 C ill深）と地表面の積算地温の差はほ

とんどなく，秋耕起から消雪までの積算地温は秋通常耕区

で高くなった（表 15) . このことは，地温のみが稲わらの

分解に影響し，秋浅耕区のメタン削減効果に繋がる要因と

は考えにくいことを示しているが，今後年次を重ねた検討

が必要である．

(3) 消雪から春耕までの土壌水分及び活性二価鉄

秋浅耕で翌年のメタン発生が低減するもう一つの要因と

して，後藤ら 11), 松本ら 59) は，浅耕では通常耕より地表

面に近く，より好気的に稲わら分解が促進される可能性を

挙げている．さらに，久保田ら 48) は稲わら分解に影響す

る要因として土壌水分を挙げており，重粘土水田ではネッ

トに入れて埋設した稲わらの分解率が半湿田に比べ水分の

高い湿田で高くなり，その理由として湿田では土壌が泥状
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になり稲わらと十分接触するが，半湿田ではロータリーの

砕土率が悪く，稲わらと土壌の接触が不十分であり，吸水

が遅れ初期分解率が低下するとしている．本報告では稲わ

らの乾物及び全炭素分解率は秋浅耕区と秋通常耕区で有意

差は認められなかった．秋耕圃場では地表から耕起された

深さまで稲わらが分布しており， Watanabe et al. 125)はポ

ット試験において，ポット下半分の土壌に稲わらを混和し

た場合のメタン発生量が多くなることを報告している．本

報告では秋耕による稲わら分解率を地表下 4 Cm と地表下

1 0 Cmの場合のみで検討したが，今後，耕起深毎の稲わら

分布割合や，深さ毎の上壌水分，酸素分圧等の影響を室内

実験等によりより細かく調査する必要があると考えられる

Shiratori et al. io4) は，暗渠設置水田と暗渠未設置水田

を比較し，後者は春先の上壌水分が高く，上壌が還元化す

ることから活性二価鉄が多くなり，水稲栽培期間中のメタ

ン発生量が多くなることを報告している．また，蓮川ら 12) 

によれば，慣行水田のメタン発生量 22.5 g CH4 m―2 に対

し，冬期湛水し春耕起前に落水しなかった水田からのメタ

ン発生量は 35.3 g CH4 m―2 と増加した．本報告において，

秋通常耕区では秋浅耕区に比べ秋耕による孔隙が深い位置

まで生じ，土壌水分がより多く保持されたため，消雪後の

3 月下旬,..__,4 月中旬の土壌水分が高くなった（図 7). その

ため， Shiratori et al. 104l, 蓮川ら 12) と同様の現象が起

こり，秋通常耕区では秋浅耕区に比ベメタン発生量の削減

に繋がらなかったと考えられる．春耕起直前の土壌水分は
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調査日前の天候により左右されるが， 20 1 2年， 20 1 3年の結

果から土壌の活性二価鉄は秋通常耕区で最も高かった（表

1 6) . 前述のように，本報告では秋浅耕区と秋通常耕区の稲

わら分解率に差がみられず，秋浅耕区では秋通常耕区に比

ベ春耕起前土壌の活性二価鉄量が少ないことから，秋浅耕

によるメタン発生量の減少は秋通常耕に比べ土壌の還元が

進行しにくいことが影響したと考えられた．

(4) 耕起法の違いが一酸化二窒素発生量を含む温室効

果ガス発生量に及ぼす影響

一酸化二窒素の発生量は秋浅耕でやや増加したが，年間

の温室効果ガス発生量 (CO2―eq) のうちー酸化二窒素の占

める割合は最大でも 3 %程度となり，温室効果ガス発生量

への寄与はメタンが主であった．このことから，積雪寒冷

地低地上水田において温室効果ガス（メタン，一酸化二窒

素）の発生量を削減するためには 5,..,__, 8 Cmの秋浅耕が有効

と考えられた．しかし，前述のとおり，他県の報告では秋

浅耕によるメタン削減効果がみられない場合もあることか

ら 70 , 1 1 9) , 今後は，秋浅耕がどのような気象条件や土壌型

で技術として適用可能か検討していく必要がある．

(5) 水稲生育，収量

東北地域では，特に冷害年において，初期生育の抑制は

そのまま穂数の減少と減収に繋がるため 89) , 初期生育の阻

害を回避することは温室効果ガス発生抑制のみならず，水

稲の安定生産の面からも重要である．秋浅耕区では翌年の

水稲茎数が増加し，生育改善効果がみられた（表 13) . 本
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報告では土壌中の有機酸等の生育阻害物質を測定していな

いが， 20 1 3年の稲わら無施用区では茎数が他区と比べ最も

多くなっていることと，対照（春耕）区の茎数が最も少な

いことから，初期生育改善効果は稲わらの分解により生成

される有機酸等が減少したことによると推測される．酢酸，

nー酪酸，プロピオン酸等の有機酸は水稲生育阻害の原因と

なるだけでなく，メタン生成の基質でもあることから 86) , 

有機酸を減少させる技術は温室効果ガス発生削減のみなら

ず，水稲の生育改善を同時に達成できる技術であると考え

られた．一方，秋通常耕区では秋浅耕区に比べ茎数が少な

く対照（春耕）区並となり，メタン発生量の削減効果が低

かったと同様に初期生育の改善効果へ繋がらなかったと考

えられる．

本報告では各試験区の収量に有意差はみられなかったも

のの，先述のように冷害年には初期茎数の低下がそのまま

穂数及び収量の減少に結び付くため，安定生産のためには

初期生育の確保が重要であり，秋浅耕は積雪寒冷地水田に

おける安定生産の上で有効な技術であると考えられた．

5 . まとめ

積雪寒冷地水田におけるメタン発生量の削減と水稲生育

改善を目指し，収穫後に裁断，散布された稲わらの好気的

分解を促進するため，秋耕によるメタン削減効果と稲わら

分解及び水稲生育へ及ぼす影響について調査した．秋耕は

耕起深を 2段階設定し，秋浅耕（水稲収穫時に稲わらを散
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布した後 10月下旬から 11月上旬の間に 5,...__, 8 C ill の深さで

耕起し，翌春にも耕起）または秋通常耕（同様に 18,...__,20 cm 

の深さで耕起し，翌春にも耕起）とし，対照は春耕のみと

した．

I) メタン発生量は秋浅耕く秋通常耕く対照（春耕）と

なり，両秋耕によるメタン削減効果が見られた．また，秋

通常耕に比べ秋浅耕の方でメタン削減効果は高くなった．

(II) 秋耕時から春耕までの稲わら分解率は秋浅耕（地表

下 4 C ill に埋設）ニ秋通常耕（地表下 10 C ill に埋設）＞地表

面設置となり，秋耕により稲わらの分解が進んだ．

(III) 水稲の茎数は，秋浅耕で最も多くなり，秋通常耕と

対照（春耕）は同等だった．穂数，精玄米収量，玄米品質

は各区同等だった．

(IV) 秋通常耕に比べ秋浅耕でメタン削減効果と水稲生育

改善効果が高かった要因として，秋通常耕に比べ秋浅耕で

は消雪から春耕起前の土壌水分が低く推移し同時期におけ

る土壌中の活性二価鉄量が少なく，以降の土壌還元が進み

にくいことが影響していると推察された．
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第 1V章 日本海側積雪寒冷地の稲わら施用水田における中

干し期間の延長がメタン発生量と水稲生育へ及ぼす影響

1 . はじめに

水田からのメタン発生量は大気中メタンの 4,...__, 1 7 %を占

めるとされるが 27) , その発生量に影響を及ぼす栽培技術の

一つに中干しが挙げられる．中干しは古くから行われてき

た水管理技術の一つであり，水稲栽培の基本技術として位

置付けられている．中干しは，上壌を酸化的条件にし，有

害な有機酸や硫化水素の発生を抑えてイネの根を健全に保

つとともに，上壌中の窒素を脱窒させることでイネの窒素

吸収を抑制し，過剰な分げつを減少させる 84) • 特に，山形

県の水田のように，稲わらを春にすき込む場合，水稲の生

育が初期には抑制される一方で，その後生育中期には過剰

になりやすいため，中干しによる生育量の制御は重要であ

る．また，中干しは最近の良食味米生産のために玄米粗タ

ンパク質含有率を制御するうえでも重要な技術とされてお

り 10 8 , 1 5 1) , また，森らは，乾土効果が高く，水稲の生育量

が多い年次に中干しの開始時期を早めることで，過剰な籾

数を適正域に制御できることを報告している 67) 

水田からのメタン発生量を減らすには，土壌中における

メタンの起源となり易い形態の炭素量を低減させることや，

土壌還元を抑制する水管理が重要である．このような管理

技術の中で，中干しは栽培期間中のメタンフラックスを削

減する技術の中で，効果的な手法の一つとされており 26) 
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現在，当地においても栽培の基本技術として実施されてい

る．さらに， Itoh et al. は，山形県を含む国内 9地点で調

査を行い，中干し期間を慣行より 3,...,_, 1 4 日延長することで，

メタン発生量がさらに減少する事例が多く，その場合の精

玄米収量が慣行と同等からやや減少するが，登熟歩合が向

上し，玄米粗タンパク質含有率が低下し食味が向上する傾

向にあること，中干し期間中の無降雨日数とメタン発生量

には負の相関があることを報告している 32) • しかし， Itoh

et a 1. は，中干しの延長が水稲の生育及び上壌環境へ及ぼ

す影響について検討していない．山形県の指導指針等によ

れば，中干しは有効茎数の 8,...,_, 9割に到達した時期（出穂前

40,...,_, 35 S 頃， 6月下旬,...,_,7月上旬頃）に約 10 S間落水し，

通常は田面に小ヒビが入る程度に乾かすこととしている

1 4 0 , 1 4 8) そのため，仮に中干しを前に延長する場合，従来

の指針とは異なる生育量（茎数）で中干しを開始すること

が想定され，慣行栽培との生育量の違いを明確にする必要

がある．また，積雪寒冷地に位置する本県では，西南暖地

に比べ初期の茎数が確保しにくいため，仮に中干しの延長

により茎数が減少すれば，穂数不足による収量への影響が

懸念される．さらに，中干し延長がメタン発生量の削減ヘ

繋がる根拠を示すため， 土壌 Ehや二価鉄量の変化等，土

壌環境へ及ぼす影響を明らかにする必要がある．これらの

ことから，当該地域において中干し期間の延長を栽培技術

として普及する場合，メタン発生量の削減効果や収量及び

品質だけではなく，水稲の生育や土壌環境に及ぼす影響を
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明確にしておく必要がある．

そこで，本章では，積雪寒冷地の稲わら春すき込み水田

における中干し期間の延長が水稲の生育，収量，品質，メ

タン発生量，土壌環境へ及ぼす影響について検討した．

2 . 材料および方法

試験は 2008 年， 2009 年に山形県農業総合研究センタ

内の水稲連作水田で実施した．供試水田は日減水深が約 15 

mm の細粒灰色低地上であり，主な上壌化学性は表 17 のと

おりである．上壌理化学性の分析は上壌標準分析・測定法

委員会 6) に準じた．

供試圃場には 20 0 7年及び 2008 年 9月にそれぞれ 6.4, 

7. 0 t ha―1の稲わら現物を表面散布し，翌年 4月の耕起時

にすき込んだ．

水稲 (Oryza sativa.L) 品種「はえぬき」の稚苗を 5月

2 0 日に栽植密度 22. 2 株 m―2で移植した．基肥は高度化成

肥料 (N: P20s: K20=15: 17: 15) を用い， 2008年は窒素成

分で 60 kg ha―1'2 0 0 9年は 50 kg ha―1施用した．追肥は

NK化成 (N: 化〇 s: K20=16: 0: 18) を用い， 2008年 7月 13 

日， 2009年 7月 14 日に窒素成分で 20 kg ha―1施用した．

移植後，中干しまでは水深 3"-'5 cmの湛水管理とし，そ

の後中干し前延長区（以下，前延長区），中干し後ろ延長区

（以下，後ろ延長区）を設置した．対照として慣行区を設

置した（表 18) . 1区の面積は 34 m 2 で， 3反復とした．中

干し以後は間断灌漑とし，落水口を 9 月 4 日 "-'6 日に最終
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解放し， 9月 24 日に収穫した．その他の栽培管理は，原則

として本県の栽培指針 14 0) に従った．

メタンフラックス及び圃場からのメタン発生量は第 II章

と同様の方法で求め，さらに，二酸化炭素等価量 (CO2―eq) 

はメタンの地球温暖化係数である 28 を乗じて求めた 28) • 

なお，本試験ではメタンと同じく農耕地から発生する温室

効果ガスとして重要な一酸化二窒素 (N2 0) も測定したが，

発生量に地球温暖化係数 26 5 を乗じた二酸化炭素等価量

(COz-eq) はメタンの 1%未満だったため，議論しなかった．

また，任意の時期に作上を採取し，含水率及び二価鉄含

量を常法 7) により測定した．中干し期間中の降雨 H数及び

降水量は山形県農業総合研究センターで観測しているデー

タを用いた．さらに，各区の連続する中庸な水稲 10株の生

育（草丈，茎数，策色）を定期的に調査した．

成熟期に 80株を刈取り，脱穀後， 1.9 mmの選別網目を

用いて精玄米収量を調査した．次に，穀粒判別器 (RN-300,

ケット科学研究所製）により整粒歩合を，透過型近赤外分

析機 (Infratec™1241, Foss Japan製）により乾物当たり

の玄米粗タンパク質含有率を測定した．また，各区の平均

穂数に該当する 3株の穂の半数ずつを調査し，玄米全粒数

に対する粒厚 1.9 mm 以上の粒数割合を精玄米粒数歩合と

した．統計解析には JMP7 (SAS Institute Japan製）を用

し、た．

3 . 結果
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(1) 中干し期間の延長による水稲の生育，収量への影

響

各年次の生育及び収量の特徴をみると， 2008年は試験区，

慣行区とも初期生育が悪く，有効茎決定期に相当する 6 月

下旬に生育が回復した後，最高分げつ期から幼穂形成期に

相当する 7月上～中旬は高温多照になり，遅発分げつが多

く，菓色が濃く推移し籾数過剰が懸念された年次であった．

平年より穂数，籾数がやや多く，県の作況指数は 104だっ

た 13 9) • 水稲の生育は，試験区と慣行区との間に統計的な

有意差はなかったが，いずれも平均値の処理間の比較とし

て，試験区（前延長区，後ろ延長区）の秤長は慣行区より

1 C ill程度短かった（表 19) . 試験区の精玄米収量は，前延

長区は慣行比 97 % , 後ろ延長区は慣行比 101%だった．収

量構成要素では，試験区では慣行区に比べ 1穂籾数が 5.1 

粒および 3.4 粒少なかった．面籾数は前延長区が慣行比

9 3 % , 後ろ延長区が慣行比 94%だった．対照的に，試験区

の精玄米粒数歩合は慣行区に比べ 4.2および 5. 2ポイント

高かった．試験区の玄米粗タンパク質含有率は慣行区より

約 0.5ポイント低く，整粒歩合は慣行並だった（表 20) . 

2009年は試験区，慣行区とも初期生育が平年亜みだった

が，葉色は幼穂形成期である 7月中旬まで淡く，幼穂形成

期から 8 月上旬の穂揃期にかけて日照不足のため，乾物生

産が影響を受けた．しかし，穂数，籾数が平年並みであり，

県の作況指数は 10 0だった. 1 4 1) • 前延長区では慣行区に比

ベ稗長が短くなり（表 19) , 1穂籾数が 8.9粒有意に少なく
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なった．前延長区の面当たり籾数は慣行比 87 % , 精玄米収

量は慣行比 90%だった（表 20) . 後ろ延長区では慣行区に

比べ最高分げつ期の葉色が淡く，茎数が少なくなり，成熟

期の穂数は慣行比 94%だった（表 19, 表 20) . 後ろ延長区

の対当たり籾数は慣行比 94% , 収量は慣行比 95 %だった．

2 0 0 8 年と同様，試験区の精玄米粒数歩合は慣行区より若干

高まり，玄米粗タンパク質含有率は 0.3 ,..__, 0. 4 ポイント低

下した（表 20) . 試験区（前延長区，後ろ延長区）では慣行

区に比べ精玄米収量がほぼ同じか僅かに減少する傾向にあ

り，精玄米粒数歩合が向上し，玄米粗タンパク質含有率が

低下する傾向だった．

(2) 中干し期間を延長した場合のメタンフラックス，

上壌 Ehの推移

2008年の湛水 12,..__,112 日後 (5月 24 日,..__,9月 1 日）にお

ける前延長区，後ろ延長区のメタンフラックスはそれぞれ

O.l,..__,43.6 mg CH4 m―2 h―1, 0.2,..__,38.l mg CH4 m―2 h―1で経

過した．両区とも湛水 10 0 日後 (8月 20 日）にメタンフラ

ックスが最大となった. 2009年の湛水 13,..,__,121 日後 (5月

2 6 日,..,__,9月 14 日）における前延長区，後ろ延長区のメタン

フラックスはそれぞれ O.l,..,__,13.7 mg C恥 m―z h―1'0. 0 ,..,__, 

15.4 mg CH4 m―z h―1で経過した．メタンフラックスが最大

値を示したのは前延長区が湛水 34 日後 (7月 17 日），後ろ

延長区が湛水 90 日後 (8 月 13 日）であった．両年とも中

干し開始から 8 月上旬のメタンフラックスは前延長区が最

も小さく，次いで後ろ延長区となり，慣行区が最も大きく
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なる傾向を示した．特に 2008年 7月 2 日,...,_,8 日の前延長区

の値は慣行区より有意に小さく， 2009年は 6月 29 日,...,_,8月

5 日の前延長区と 7月 14 日,...,_,8月 5 日の後ろ延長区の値が

慣行区より有意に小さかった（図 8). 

土壌 Ehを図 9に示した. 2008年中干し開始前の 6月 23

日における試験区の土壌 Ehは約ー 160 m Vであり，慣行区の

-185 mV と同程度であるが，中干し期間中の前延長区が 7

月 2 日に，同じく後ろ延長区が 7月 8 日にプラスの値にな

り，ー 80 m V以下で推移した慣行区と異なった. 2 0 0 9年は中

干し開始前の 6 月 2 5 S における試験区の値はそれぞれ—

120,...,_, -140 mV であったが，中干し期間中に前延長区で約

+420 mV, 後ろ延長区では約ー 60 m Vまで上昇した．一方，

慣行区はこの期間ー 140 mV以下で推移した．

栽培期間中のメタン発生量を表 21 に示した．慣行区に

比べて中干し延長区のメタン発生量は少なかった (20 0 8年

は統計的有意差なし， 2009 は有意差あり）．前延長区では

両年とも慣行区の 6割前後のメタン発生量であり，削減効

果が大きかった．試験区では慣行区に比ベメタンフラック

スが低く推移し，メタン発生量も少なくなった．

(3) 中干し試験圃場における土壌の含水率と二価鉄含

量

土壌含水率を図 10に示した. 2008年は中干し前に 40% 

以上だった土壌含水率が中干し期間中に低下し，試験区で

は 32,..__,34%まで低下し，中干し終了後は 36%前後の値と

なった．同様に，慣行区の土壌含水率は中干し期間中に
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3 7 %まで低下し，中干し後は 38,..,__,39%であった. 2 0 0 9年は

中干し前に 38%であった土壌含水率が，前延長区では中干

し開始後 32%まで低下したが，後ろ延長区は 36%までの

低下で止まり，慣行区と同様な推移であった．中干し期間

中の降水量は，後ろ延長区に比べ前延長区で少なかった．

慣行区の中干し期間，後ろ延長区の中干し後半 (7 日間）

に比べ，前延長区の中干し期間前半 (7 日間）の降水量は

少なく， 2008年は 3 mm, 2009年は 7 mmだった．

二価鉄含量を図 11 に示した．上壌の還元程度を示すニ

価鉄含量は， 2008, 2009年とも，どの区においても湛水後

徐々に増加したが中干し期間に減少し，中干し後もその傾

向が持続した．特に前延長区で低く推移した．

4 . 考察

(1) 中干し期間の前延長が水稲の生育，収量に及ぼす

影響

中干しは水稲の生育量を減少させることで過剰な生育を

抑制し，倒伏防止や品質向上を図ることが目的であり，実

際に中干しをしない場合と比べて稲の茎数増加を抑制し最

高分げつ期を早める効果がある 15 1) . 中干しは有効茎数（目

標とする穂数）の 8,..,__, 9 割を確保した後に開始するのが一

般的であり 1 4 8) , 山形県の主要品種である「はえぬき」で

は，内陸地域における穂数の指標値を 480本 m ―2 としてい

る 14 0) • 前延長区における中干し開始期の茎数は，有効茎

数（目標とする穂数）を 10 0 とした場合， 2008年は 96% , 
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2 0 0 9年は 63%である. 2009年の中干し前延長区では，必

要な有効茎数を確保する前に中干しを開始したが， 2 カ年

とも前延長区の茎数や穂数が慣行区より減少することはな

かった．しかし，精玄米収量が低下し，これは中干しの前

延長によって 1穂籾数及び吋当たり籾数が減少したためだ

った．

(2) 中干し期間の後ろ延長が水稲の生育，収量に及ぼ

す影響

中干しの後ろ延長が収量構成要素に及ぼす影響は年次に

より異なり， 2008年は慣行に比べ 1穂籾数が減少したが，

精玄米粒数歩合は高くなり，その結果精玄米収量は慣行と

同等だった. 2 0 0 9年は穂数の減少により面当たり籾数が減

少し，精玄米収量が低下した．森らによれば，中干しを後

ろに 10 日間延長した場合の穂数減少の有無は年次や上壌

条件等により一定でなく 67) , 本試験においても 2009年の

後ろ延長区で茎数，穂数が減少する傾向が見られたが， 2008

年の同区では慣行区と同様の値となった. 7月 10 日の葉色

値は 2009年の同区のみ生育指標 14 0) で滴正値とする 38 ま

で値が低下しており，稲体窒素濃度が適切な生育であるこ

とが推察される. 2 0 0 9年の同区では中干しの後ろ延長によ

って他区に比べ稲体の窒素濃度が低くなり，このことが茎

数，穂数の減少に影響した可能性があるが，穂数の減少は

水稲の品種，生育状態，土壌水分等により異なると考えら

れ，今後さらに検討が必要である．

中干しがよく効いた場合には稗長，穂長が短くなり， 1穂
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籾数が減少するのが一般的であり 1 0 8) , 本報告においても

同様の傾向であった．特に 1穂籾数に対する影響はより明

確であり， 2009年の後ろ延長区以外では慣行区よりも 5,...,_., 

12 %少なくなった. 2 0 0 9年の後ろ延長区の中干し期間中の

含水率低下度は，慣行区より 1ポイントの低下に過ぎない

が，それ以外では中干しの延長により 2 ,...,_., 4 ポイント低下

しており，土壌乾燥が進み，中干しの効果がより高まった

ことを示唆している．

各試験区の正当たり籾数と精玄米収量は 2008年， 2009

年とも慣行区より減少傾向となった．しかし，試験区では

慣行区に比べ精玄米粒数歩合が上昇し，玄米粗タンパク質

含有率が低下した．正当たり籾数の減少は玄米粒数歩合と

整粒歩合を高め，さらに 1穂籾数の減少が米粒粗タンパク

質含有率を低下させることから 58) , 本 報告においても品質

と食味に好影響があったと考えられた．

(3) 中干し期間の前延長，後ろ延長の違いが土壌環境

とメタン発生量の削減効果に及ぼす影響

常時湛水条件下でのメタンフラックスの年次変動は有効

積算地温の影響を強く受ける 12 9) • しかし，一般に水田圃

場の水管理は，間断灌漑と中干しが組み合わされる．西南

暖地では降水量や水管理の影響によりメタン発生量の年次

変動が大きく，年間の発生パターンに一定の傾向が見られ

ない 29) • しかし，積雪寒冷地の同ー地点で同一管理を行っ

ている本論文の水田では，第 v章で後述するように，年間

のメタン発生量の年次変動に以下のような特徴が認められ
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た．すなわち，同水田における 17年間の 21測定事例では，

6 月の土壌還元が進行し，気温が高い年次はメタンフラッ

クスが高くなり，水稲の生育量が大きくなることから強い

中干しが実施され，その結果， 7 月以降の土壌還元が進行

せず，メタンフラックスが低くなった．

この特徴を踏まえると，栽培期間を 6月， 7月， 8月と区

分した中で，中干しによる制御が可能である 7月以降のメ

タン発生量をいかに低く抑えるかが栽培期間を通したメタ

ン発生量を少なくする上での重要なポイントになる．すな

わち， 6 月のメタンフラックスが気温の上昇により高まっ

たとしても，中干しにより 7月の上壌 Eh を一 100 mV以上，

つまり上壌をより酸化的にすれば， 7 月のメタンフラック

スは高まらない場合が多い. 7 月のメタンフラックスが小

さければ， 8 月のメタンフラックスも小さくなる可能性が

ある．これまでの報告でも中干し後のメタンフラックスは，

一定期間低い状態が続いている 29 , 1 3 5) ことから，中干し，

あるいは中干しの延長は 7月のメタンフラックスを削減す

るための極めて有効な方法である

中干しの前延長と後ろ延長を比べると，メタン削減効果

は中干しの前延長で大きく，図 8 の 2009 年の結果で示す

ように．後ろ延長よりもメタンフラックスが削減している

期間が長かった．前延長区でメタン削減効果が高くなった

理由として，中干しを前延長した 7 日間の降水量が 2ヵ年

とも少なく土壌の乾燥が進み，後ろ延長区よりも土壌の含

水率と二価鉄量が低下する傾向にあり，土壌 Eh が上昇し
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ている期間が長かったためと考えられる．また，中干し終

了から出穂 (8 月上旬）前までは間断灌漑で管理すること

から，中干しの後ろ延長に比べ，湛水期間を短くできる前

延長の方がよりメタン発生の削減効果を発揮しやすい方法

と考えられる．表 22 に示すように各月のメタン発生量を

比較すると，前延長した場合の 7月のメタン発生量は慣行

区の 4割以下であり，かつ後ろ延長区より効果的である．

栽培期間を通したメタン発生量も前延長の方が後ろ延長よ

り慣行中干し対比で 10ポイント以上少なくなった．

以上のことから，積雪寒冷地水田においては，中干し前

の生育が平年以上であった場合は慣行より早め（前延長）

の中干しを行い，一方，平年の生育量に達しない場合には

慣行の中干しに入った上で生育を見ながら中干しを延長

（後ろ延長）すれば，収量，品質，食味を確保しながら，

より実用的・現実的にメタン発生量を削減できると考えら

れた．

5 . まとめ

積雪寒冷地水田における中干し期間の延長が水稲の生育，

収量，メタン発生量に及ぼす影響を検討した．

(I) 中干しを慣行より 7 日間程度前または後ろに延長す

ると， l穂籾数，面当たり籾数，収量が減少傾向となるが，

精玄米粒数歩合が高まり玄米粗タンパク質含有率が低下傾

向を示し，品質や食味に良好な影響を与えると考えられた．

(II) 中干しの延長は 7月のメタン発生量を低く抑える効
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果があり，それにより栽培期間を通したメタン発生量を削

減することができた．

(III) 中干し延長によるメタン発生量の削減効果は，中干

しを後ろに延長するよりも，前に延長する場合で大きかっ

た．
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第 v章 日本海側積雪寒冷地の稲わら施用水田におけるメ

タン発生量の年次変動と気温，土壌 Ehの影響

1 . はじめに

水田からのメタン発生は，土壌の酸化還元電位 (Eh), 施

用される有機物の量と種類，地温等の影響を受ける．稲わ

ら施用水田からのメタン発生量は，無施用水田に比べて数

倍の量であることが知られており 97 , 1 3 5) , これまで述べた

ように，山形県の水田から発生する単位面積当たりのメタ

ンは全国の稲わら施用水田の平均値 (19 g CH4 m―2) に比

べ約 2倍多い 35 , 1 0 0) • さらに， Watanabe et al. 127l や熊谷

ら 52) は，それぞれ 6年， 3年の観測に基づいて，水稲栽培

期間中の積算地温が高いほど同期間のメタン発生量が多い

ことを指摘した． しかし，わが国において水稲栽培期間に

水田圃場から発生するメタンの測定が本格的に始まったの

は 19 8 7年であり 62) , 特定地点における継続的な測定事例

が少なく，数十年にわたり年次変動を調査した報告はみら

れない．

このことから，本章では，積雪寒冷地の同一地点におけ

る稲わら秋散布・春すき込み水田を対象に， 17年間の 21測

定事例を用いてメタン発生量及びメタンフラックスの年次

変動に及ぼす気温，土壌 Ehの影響を検討した．

2 . 材料および方法

メタン発生量の年次変動の解析を行う試験地は，山形県
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農業総合研究センター（山形市みのりが丘， 38°15'N,140° 

1 4'E) 内の山形県稲作指針 14 0) に基づく慣行栽培を実施し

ている水稲連作水田である．供試水田は，それぞれ 15 0 m 

以上離れず位置する日減水深が約 15 mmの細粒灰色低地土

水田の圃場 4枚である．これら近接する圃場管理や土壌条

件が近い水田において，表 23に示す 21事例，メタン発生

量を観測した．いずれの事例でも稲わら現物を前年秋に

6.4,..__,7.0 t ha―1表面散布し，翌年 4月の耕起時にすき込

んだ．水稲 (Oryza sativa L.) の栽培品種は 1992,..__,1994 

年の 3事例がササニシキ， 1995,..__,1996年の 2事例がどまん

なか， 1994年および 2003年以降の 16事例がはえぬきであ

る．稚苗を 5月 16S,..__,22S に栽植密度 22. 2株 m―2で移植

した．基肥として高度化成肥料を窒素成分でそれぞれ 40 ,..__, 

60 kg ha―1施用し， 7月中旬以降に NK化成肥料を窒素成分

で 10,..__,30 kg ha―1 追肥した．移植後中干しまでは 3,..__, 5 Cm  

の湛水管理とし， 18事例では 6月 23 日,..__,7月 20 日の間に

5 ,..__, 2 0 日間の中干しを実施し，中干し以後は間断灌漑とし

た. 1994,..__, 1996年の 3事例では中干しを実施せず，常時湛

水とした．出穂は 8 月上旬であり，最終的な落水口の解放

を 8月 18 日,..__,9月 13 日に実施した．その他の栽培管理は，

原則として本県の栽培指針に従った．水田からのメタンフ

ラックスの測定は，クローズドチャンバー法 62,131)により，

各年，水稲栽培期間である 5月から 9月を中心に測定した．

メタンフラックスの測定期間を通して，深さ 5 Cm の土

壌に白金電極を差し込んだままにし，メタンフラックス測
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定時の土壌の酸化還元電位 (Eh) を測定した．メタンフラ

ックス及び土壌 Eh は年次により測定月日が異なるが，各

年次とも 6月 (6月 1 日,...._,3 0 日）， 7月 (7月 1 日,...._,3 1 日），

8月 (8月 1 日,...._,3 1 日）の 3期間に区分し，以降では期間

毎に 4, 5 回測定した算術平均値を示す．ただし， 6 月は，

中干し前の最も土壌還元が進んだ状態と，中干し開始後に

土壌が酸化的になった状態のメタンフラックス及び土壌

Eh の平均値がその年次の特徴（中干し開始後の土壌 Eh 上

昇程度とメタンフラックスの低下程度）をよく反映してお

り，中干し前と中干し後それぞれの測定回数が年次によっ

て異なることから，最大と最小の算術平均値を用いた．さ

らに，気温は試験地である山形県農業総合研究センター内

で観測した．

3 . 結果

(1) 測定期間中のメタン発生量

各年の測定期間中 (5月下旬,..__,1 1月中旬）におけるメタ

ン発生量を表 24に示した．メタン発生量は 20.2"-'134. 1 g 

CH 4 m―2 の範囲であり，平均は 46.6 g CH4 m―2 だった．この

値は前述したとおり，稲わら施用水田におけるメタン発生

量の全国平均値 35) の 2倍以上，山形県と隣接する新潟県

の稲わら秋鋤き込み水田からのメタン発生量 7.6"-'23.3 g 

CH 4 m―2 に比べ多かった 10 4) • 測定期間中のメタン発生量と

同時期の積算気温との間には正の関係がみられた（図 12) . 

また， 5 月， 6 月， 7 月， 8 月， 9月以降のメタン発生量は

63 



同順で 0.1,..._,2.7, l.2,..._,44.2, 4.9,..._,40.8, 0.4,..._,41.3, 0.0 

,..._,14.7 g CH4 m―2 の範囲であり， 6月,..._,8月の発生量が多

かった．そこで，以降では年次毎，時期別のメタン発生量

の特徴とその要因について明らかにするため，時期別のメ

タンフラックスと土壌 Eh 及び気温の関係について検討し

た．

(2) 6 月（中干し前～中干し開始）のメタンフラック

ス

6 月のメタンフラックスは上壌還元が比較的進行しない

年次（上壌 Ehが一 10 0 m V以上）には低くなる傾向があった．

一方， 6 月の上壌還元が進行した年次，例えば上壌 Eh が一

100 m V 未満の場合でみると，メタンフラックスは 4.2 ,...._, 

33.6 mg CH4 m―2 h―1の範囲にあり，メタンフラックスは上

壌 Ehによらず，年による変動が大きかった（図 13) . 6月

の土壌 Ehが一 100 m V未満の年次についてメタンフラックス

と同期間の平均気温の関係を示すと図 14 のように高い正

の関係があった (R三 0.69, p<O. 001). 月平均気温が高い年

にはメタンフラックスも高い傾向が認められたが，月平均

気温が 19℃ 前後の年次に比べて 21℃ 前後の年のメタンフ

ラックス値の変動幅は大きかった．

(3) 7 月（中干し中～中干し終了後）のメタンフラッ

クス

6 月と異なり，各年次における 7 月のメタンフラックス

と 7 月の平均気温および土壌 Eh の間に一定の関係は認め

られなかった（それぞれ炉=O.00, 0. 01, 図省略） . 6 月と
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7月のメタンフラックスにも相関はみられなかったが， 7月

の土壌 Eh を— 100 m V で区分すると， 7月の土壌 Eh が一 100

m V以上の年，つまり， 7月の土壌還元が比較的進行しなか

った年は 6月のメタンフラックスが高い年が多かった（図

1 5) . 唯一 20 1 3年は 6月のメタンフラックスが 33.6 mg CH4 

m―z h―1であったにもかかわらず， 7月の土壌 Ehは一 184 m V 

と土壌還元が進行し， 7 月のメタンフラックスは 53.1 mg 

CH 4 m―z h―1 と最も高くなったが，この年は中干し期間中の

降雨で十分な中干しができなかった. 6 月のメタンフラッ

クスが 14.7 mg CH4 m―z h―1未満の場合， 7月の上壌還元が

進行し上壌 Ehが一 100 m V以上となることはなかったが， 6

月のメタンフラックスが 14.7 mg CH4 m―z h―l以上の値とな

る場合には， 7月の上壌還元が進行せず，上壌 Ehが一 100 m V 

以上になることが多かった. 7 月の土壌還元が進行した年

次（土壌 Ehが一 100 m V未満の年次）は 6月と 7月のメタン

フラックスに正の相関がみられた (R三 0.70, p<O. 001). 

(4) 8月（間断灌漑～落水）のメタンフラックス

各年次における 8月のメタンフラックスは 8月の月平均

気温および土壌 Ehの間に一定の関係がみられなかった（そ

れぞれ炉=O.03, 0. 00, 図省略）．しかし， 8月のメタンフ

ラックスは 7月のメタンフラックス及び Eh との間に図 16 

に示すような関係がみられた．また， 7 月のメタンフラッ

クスが最も高い 20 1 3年は， 8月のメタンフラックスも 60. 2 

mg CH4 m―z h―1 と最も高い値を示した．
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4 . 考察

(1) 過去の測定事例によるメタン発生量

本報告におけるメタン発生量は既往の知見と同様，積算

気温が高い程多くなった．メタン発生量の年次変動に対し，

気温がどのような過程で影響を与えるかは明確でないが，

温度の上昇はメタン生成に関与する微生物の活性を高め，

2 0 ,..,__, 4 0℃ の間ではより温度の高い方がメタン生成量は多く

なること 1 4 9) , 有効積算温度は稲わら施用に伴って増加す

るメタン発生量に定量的に影響することが報告されている

1 2 7) • また，気温の上昇は稲体のコンダクタンス（メタンの

通りやすさ）を増加させる 21) • 年次毎の気温の違いがこれ

らの要因に複合的に影響し，メタン発生量の年次変動に繋

がったと考えられる．

(2) 6月のメタンフラックスの年次変動

積雪寒冷地に位置する当地での水稲栽培において， 6 月

の水管理は初期生育を確保するための保温的水管理が基本

となる．そのために，移植後から中干しまでの期間は水深

3 ,..,__, 5 C ill の湛水管理を基本とし，田面の“わき”（強還元状

態）が激しいときに水の交換や夜間落水をすることとして

いる．中干し開始の時期は有効茎数の 8,..,__, 9 割に到達した

時点とし， 6 月 25 日頃を目安としているが 14 0) , 年次によ

り異なる．各年次における 6 月の湛水期間のメタンフラッ

クスは，日数の経過とともに増加した．しかし，図 13に示

すように土壌還元が比較的進行しない年次（土壌 Ehが一 100

mV以上）にはメタンフラックスが 20 mg CH4 m―z h―1 を超え
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る事例がなかった．メタン発生量に影響する要因として，

酸化還元電位（土壌 Eh), 土壌中の酸化物質，施用される

有機物の量と種類，温度などが示されている 13 4) が， 6 月

の土壌還元の進み方は年次により異なり，土壌 Ehの値は一

203,...._, 78 mVの範囲であった．土壌中の酸化物質や地温，人

為的な水管理等が影響したと考えられるが，当地で毎年慣

行的な水稲栽培を行っている圃場では， 6 月のメタンフラ

ックスの年次変動をみる上で土壌 Eh が一つの日安になる

と考えられる．

また，前述のとおり，土壌還元が進み 6月の上壌 Eh が一

100 mV未満となった年には， 6月の月平均気温が高いほど

同時期のメタンフラックスが大きかったことから，このよ

うな年は，メタンフラックスの年次変動に対し気温の影響

が明確になると考えられる

(3) 7月のメタンフラックスの年次変動

当地において 7月初旬は中干し期間であり，中干し終了

後は間断灌漑に切り替えて管理する．その年の天候により

田面の乾燥程度は異なり，かつ 6月末の水稲の茎数の多少

が異なることから，中干しの期間や強弱が異なってくる．

6月が好天で月平均気温が高く， 20 ℃ を超えるような年次

は，水稲の初期生育も旺盛であることが多く，図 14に示す

ようにメタン発生量が多い． しかし，その生育の結果，中

干しを強く行い水稲の生育量を調節することになる 14 0) . 

6月のメタンフラックスが約 15 mg CH4 m―2 h―1 を超える年

次は強い中干しが行われ，その結果，図 15に示すように，

67 



7 月には土壌還元が進行せず，土壌 Eh が一 100 mV以上に高

まる年次が多くなったと考えられる．一方， 20 1 3年は中干

し期間中に降雨があり，結果的に十分な中干しが実施でき

なかった 14 3) • この年を含む， 7 月の土壌 Eh が一 100 m V よ

り低い年次では， 6 月のメタン発生量に比例して 7 月のメ

タン発生量が増加したと推察される．

(4) 8月のメタンフラックスの年次変動

当地において 8月上旬は水稲の出穂期であり，稲に十分

な灌漑水を供給するため湛水管理となり，その後再び間断

灌漑で管理する. 8 月の上壌 Eh は 2006 年以外全て— 100 m V 

以下でありメタン発生の年次間差を引き起こす要因ではな

いと考えられる. 8 月の月平均気温が 21.9,--..,27.7 ℃ の変

動幅があったにもかかわらず，月平均気温とメタンフラッ

クスとの関係は認められなかった．一方で， 7 月のメタン

フラックスと 8 月のメタンフラックスの間に緩やかな関係

が認められた．また， 20 1 3年のように， 6月のメタンフラ

ックスが高く，中干しの程度が弱い年は 7 月， 8 月のメタ

ンフラックスが高いままである可能性があるが，他の年次

は中干しが効果的に行われた結果，中干し以降のメタンフ

ラックスの上昇が回避された可能性がある．

5 . まとめ

本章では，積雪寒冷地に位置する山形県の標準的な水稲

連作水田におけるメタンフラックスの年次変動を 17 年間

2 1測定事例から解析した．
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(I) 水稲栽培期間中のメタン発生量は積算気温と正の相

関がみられた．

(II) 6 月のメタンフラックスは，土壌還元が進行しなか

った年次には低く，土壌還元が進行した年次には高くなる

傾向があった.6月の土壌 Eh が一 100 m V未満であった年次

（土壌還元が進行した年次）は，メタンフラックスと平均

気温との間に強い正の関係がみられた．

(III) 6 月の土壌還元が進行した年次は強い中干しが行わ

れ， 7 月の上壌還元が進行せず，同時期のメタンフラック

スが低下したと推察される年次が多かった．

(IV) 十分な中干しができず，中干しの程度が弱い年次は

6 月と 7月のメタンフラックスの間に正の相関関係がみら

れた．

(V) 7月の上壌還元が進行した年次は 6月と 7月のメタ

ンフラックスに正の相関がみられた．

(VI) これらのことから，強めの中干しが 7月以降のメタ

ン発生量を少なくしている可能性が示唆された．
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第 VI章 資材添加による土壌 pH の変化が日本海側積雪寒

冷地の稲わら施用水田における稲わらの腐熟とメタン発生

量に及ぼす影響

1 . はじめに

近年，水田で土づくり資材を施用する農家が減少し，土

壌の理化学性に変化をもたらしている．山形県を含む，複

数の都道府県では以前に比べ水田の土壌 pH が低下してい

ることが報告されている 18,22, 69,109,130). その一方で，

2 0 0 8年頃以降上昇に転じた事例も報告されている 10 5) • こ

のような，水田の上壌 pHの変化は，水稲の生産性のみなら

ず，収穫時に圃場へ散布される稲わらの分解程度や，重要

な温室効果ガスの一つであるメタン (CHけの発生量へ異な

る影響を与えている可能性がある

メタンの基質となる稲わらの分解程度は土壌 pH の影響

を受ける．有機物の分解率は土壌 pH が 5 の場合に比べ，

6 . 5程度の場合で高くなり 14) , 佐藤らによれば，無処理の

土壌 pH が 4.8程度であるのに対し，ケイカルを施用する

と土壌 pH が 5.4 程度に上昇し，無処理に比ベセルロース

分解率が上昇した 94) . このことは，酸性側の土壌に比べ pH

が上昇した水田土壌の表面に秋散布した方が稲わらの腐熟

が促進しやすいことを示唆しており，稲わら腐熟程度の違

いは水稲作付け期間のメタン発生量に影響すると考えられ

る

一方，メタン生成活性は， pH が 6,..,__, 7 の場合に最大とな
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ることが知られており 3, 8 , 1 2 4) , メタン発生量を削減する目

的で含鉄資材を施用する場合，カルシウム含有率が高い含

鉄資材では，カルシウムの溶出により土壌 pH がアルカリ

側に傾き，土壌の酸化還元電位 (Eh) が低下し 85 , 8 7) , 単位

而積あたりのメタン発生量を抑制しない場合がある 10) . ま

た，タイの事例では，測定した 3地点のうち土壌 pHが 4.3 

と低い酸性硫酸塩土壌の水田からのメタン発生量が少なく

1 3 3) , 硫酸還元がメタン生成に先行し，メタン発生量が低減

した 19 , 2 0) と考えられる．

これらのことは，上壌 pH の違いをもたらす資材の成分

自体がメタン発生量に影響していることを示しているが，

主に室内実験やポット試験の結果であり，稲わらが秋に散

布され，春にすき込まれる H本海側積雪寒冷地の水田圃場

で測定した事例はほとんどない．

以上のことから，水田土壌の PH' および資材施用に伴う

pH の変化や資材に含まれる成分の添加が稲わら腐熟と水

田からのメタン発生量に及ぼす影響を圃場試験で明らかに

することが重要であり，環境に配慮しつつ効果的な土づく

りにつながる．本章ではその前段として，秋に稲わらが散

布され，春にすき込まれる積雪寒冷地水田において，代表

的な酸性資材とアルカリ資材を用いた場合の稲わらの分解

やメタン発生量に及ぼす影響を明らかにし，併せて水稲の

生育，収量を調査した．

2 . 材料および方法
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(1) 圃場試験

試験は 20 1 5 年， 20 1 6年に山形県農業総合研究センター

（山形市みのりが丘， 38°15'N, 140°14E) 内の水稲連作

圃場で実施した．供試した水田の土壌型は灰色低地土，減

水深は約 15mm 日― 1であり，土壌理化学性は表 25のとおり

である．土壌理化学性の分析は土壌標準分析・測定法委員

会に準じた 6) • 

水稲 (Oriza sativa L.) の耕種概要を表 26に示す．品

種は「つや姫」を供試した．基肥は有機質入り化成肥料 (N-

P20s―い 0=10-10-10, 窒素成分のうち 51%が有機質由来）を

用い，代かき前の 5月上旬に窒素成分で 40 kg ha―1施用し

た．移植は稚苗を用い 5月中旬～下旬に 1株当たり 4本，

栽植密度 22. 2 株 m ―2で行った．移植後は 6 月下旬まで水

深 3,...._, 5 C ill程度に保ち，中干しを 6月下旬,...._,7月中旬まで行

った．中干し後は出穂 1週間前頃の 8月上旬まで間断灌漑

を行った．出穂期～穂揃期は湛水状態とし，その後は最終

落水時まで再び間断灌漑を行った．追肥は 7月中旬に有機

質入り化成肥料 (N-P20s-K20=10-0-10,窒素成分のうち有機

質由来 51 %)を用い，窒素成分で 15 kg ha―1 を表而施用し

た．

試験区は低 pH区及び高 pH区の 2 区とし，無処理区と比

較した．無処理の土壌 pHが 5. 5であるのに対し，試験区は

それぞれ 5.0, 7. 0程度となるように以下の処理を行った．

試験前年の 2014年 10月 2 日の水稲収穫時に稲わらを結束

し，一旦圃場外へ持ち出した後，低 pH区は硫黄資材（商品
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名サンドセット，サンアグロ製） 7.5tha―1 を，高 pH区は

炭酸カルシウム（アルカリ分 53%) 10 t ha―1 を施用し，

耕起深 5cmの浅耕を行った．浅耕後，コンバインを走行し

て土壌を鎮圧し，圃場外へ持ち出した稲わら 6 t ha―1 を

7cm程度に裁断し，圃場内へ散布した．さらに，低 pH区は

2 0 1 5年 4月に常法により作土（風乾土）の pH を測定後，

試験目標とする pH まで低下していなかったため，硫黄資

材を 4.5 t ha―1追加散布した．なお，使用した硫黄資材は，

通常は育苗培上の上壌酸度を調整するために用いる資材で

あり，成分として三酸化硫黄 (S0リ 15%を含む．各区の面

積は 3.9Xl0m(39正）とし， 3連で設置した. 2 0 1 5年 10月

は資材を散布せず，収穫時にコンバインで稲わらを裁断，

散布した. 2 0 1 6 年 4 月の耕起時に稲わらをすき込んだ後，

前年同様に水稲を栽培した．

各区から栽培期間中に数回湿潤土を採取し，速やかに

4mmの節を通し，湿潤土 10 g に 25ml の蒸留水を加え，時々

攪拌し 30分後の pHをガラス電極法で測定した.2 0 1 5年 10 

月， 20 1 6年 4月， 20 1 6年 10月は，作土（風乾土）の pH を

常法により測定した．

水稲の生育は，各区内の生育中庸な連続する 1 0 株の草

丈，茎数または穂数，葉色（葉緑素計 SPAD-501, コニカ、

ノルタ製）を中干し前の 6 月 20 日，最高分げつ期の 7 月

1 0 日，成熟期 (20 1 5年は 9月 16 日， 20 1 6 日は 9月 12 日）

に調査した．収量は，成熟期に各区内の 64株を刈取り，脱

穀調製し，粒厚 1.9 mm以上の玄米を精玄米収量（水分 15.5 % 
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換算値）とした．

(2) メタン及び土壌 Eh の測定

メタンフラックスの測定は，陽・八木の方法 62) に従っ

た．水稲の作付け期間は 7,...._, 1 0 日間隔で，非作付け期間は

2 1 ,...._, 2 8 日間隔でガスを採取し，メタン濃度を FID付ガスク

ロマトグラフ (GC-8A, 島津製作所製）で測定した．測定期

間中における単位而積当たりのメタン発生量は，測定日間

の平均値と測定間隔の日数より積算して求めた．また，田

面から 5cmの深さに区当たり 5連で設置した白金電極とポ

ータブル Eh計 (PRN-41, 藤原製作所製）を接続し，メタン

測定時の上壌 Eh を測定した．

(3) 稲わらの分解率

処理区毎の稲わらの分解率を調査するため，秋から翌年

までの稲わらの分解率をメッシュ法 48 , 9 5) で 2ヵ年調査し

た．すなわち，試験前年に地際から 5cm上の位置で刈り取

った稲株を風乾し，刈取り位置から高さ 30cm までの部位

の茎及び葉鞘を 5cmの長さに裁断し，不織布で作成した袋

(15cm X 20cm) に 10 g ずつ入れた．前述のとおり圃場に硫

黄資材または炭酸カルシウムを施用した後， 2014 年 10 月

23 日に不織布の袋へ入れた稲わらを圃場表面に設置した．

翌年，耕起 2 日前の 20 1 5 年 4 月 20 日に一旦回収し，半数

で 4月時点の分解率を測定し，全炭素及び全窒素含有率を

全窒素・全炭素測定装置 (SUMIGRAPHNC-22, 住化分析セン

ター製）で分析した．残りの半数は耕起後，田面から 5cm

の深さに埋設した．代かき時には取り出し，代かき後に再
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度同じ深さに埋設した．同年 8月 14 日に回収し，分解率，

全炭素及び全窒素含有率を調査した. 2 0 1 5年 10月 27 日に

も同様に調製した稲わらを各区に設置し， 20 1 6 年 4 月 18 

日に回収した後，分解率，全炭素及び全窒素含有率を調査

した．区当たりの設置数は， 20 1 4年は 10個， 20 1 5年は 6

個とした．

(4) 統計解析

統計解析は JMP7 (SAS Institute Japan製）または表計

算ソフト Excel(Microsoft社製）のアドインソフトで行っ

た．

3 . 結果

(1) 圃場における上壌 pHの経時的変化

土壌 pHの推移を表 27に示す. 2 0 1 5年 4月の風乾土 pH

は，無処理に比べ低 pH区では 0.5低下し，高 pH区では 1.5 

上昇した．

2 0 1 5年作付け期間中の低 pH区の土壌 pHは，作付け前の

風乾土の土壌 pHより高い値で推移した．低 pH区では 6 月

7 日に無処理区より 0.9低く， 6月 24 日以降は無処理区と

同等だった．高 pH区はいずれも 7. 2前後であり，無処理区

より常に約 0.4高かった．作付け後，風乾土の土壌 pHは各

区に差があり， 4 月と同様な傾向を示した．

2 0 1 6年の作付け期間中の土壌 pHは，低 pH区が無処理区

に比べ同等から 0.2低く， 20 1 5年のように 6月上旬の値が

他の測定日と比べ極端に低くなることはなかった．一方，
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高 pH区は無処理区より 0.1 ,..,__, 0. 4高かった. 2作後の 2016

年 10 月 14 日における風乾土の土壌 pH は，無処理区に比

べて低 pH 区が 0.3低く，高 pH 区は 0.8高かった. 2 0 1 5年

4 月に 2.0 あった低 pH 区と高 pH 区の差は同年 10 月には

1. 6, 2016 年 10月には 1.1 となり，次第に小さくなった．

(2) 稲わらの分解率

2014 年 10 月に圃場へ設置した稲わらの炭素分解率は，

2 0 1 5年 4月時点で 28.l,..,__,35.2%,8月時点で 65.g,-,._, 73. 1%  

であり，いずれの時点でも高 pH 区，無処理区，低 pH 区の

順で高かった（表 28) . 1作後の 20 1 5 年 10 月に圃場へ設

置し， 20 1 6年 4月に回収した稲わらの炭素分解率は，裔 pH

区でやや高かったものの，処理区間で有意差はみられなか

った（表 29) . 

(3) メタンフラックス，メタン発生量と土壌 Ehの推移

メタンフラックスは，両年，各区とも中干し前の 6月中

旬,..,__,7 月上旬と，出穂期頃である 8 月上旬にピークがみら

れ， 20 1 6年 8月 16 日， 8月 23 日などの一部を除き，高 pH

区＞無処理区＞低 pH区の順で高く推移した（図 17) . 両年

とも 6月下旬,..,__,7月上旬のピークにおいて，高 pH区は無処

理区と低 pH 区に比ベピークの出現が早かった. 2 0 1 5 年の

メタンフラックスは，高 pH 区は 6月 15 日に，無処理区及

び低 pH区は 7月 2日に最大値を示し，それぞれ 36.7, 46. 0, 

17.7 mg CH4 m―2 h―1だった. 2 0 1 6年は， 6月下旬,..,__,7月上

旬に比べ 8 月上旬のメタンフラックスが高い値となり，各

区のばらつきが大きいものの，高 pH区が最も高くなった．
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いずれの試験区もメタンフラックスは 8月 9 日に最大値を

示し，高 pH区，低 pH区，無処理区それぞれ 42.5, 39. 1, 

27. 9 mg CH4 m―z h―1 だった．

測定期間中のメタン発生量は，高 pH 区＞無処理区＞低

pH 区の順で多くなり，特に 20 1 5年の低 pH区では他区より

有意に低くなった. 2 0 1 5年は高 pH区，無処理区，低 pH 区

の順で 37.8, 31. 4, 11. 7 g CH4 m―2'同様に 20 1 6年は 50. 9, 

33.5, 29.6 g CH4 m―2 となった（表 30) . 無処理区では，

2 0 1 5 年， 20 1 6 年ともメタン発生量はほぼ同等の値となっ

た．低 pH区，裔 pH区では 20 1 5年に比べ 20 1 6年のメタン

発生量が多くなった．

上壌 Ehは，各年次，各区とも湛水後に低下し，中干し開

始直前には一 150 mV"-'-200 mV程度となった（図 18) . 中干

し中である 7月上旬に一時的に上昇したが，中干し終了後

は再び低下し，最終落水前の 8 月下旬頃に一 100 mV,..__, -200 

mV程度まで低下した.2 0 1 5年の中干し時の土壌 Eh は， 2016

年に比べ高い値を示した. 2 0 1 5年は，ほとんどの場合で低

pH 区の土壌 Ehが他区に比べ高く，高 pH区では最も低く推

移した. 2 0 1 6年は，低 pH区の土壌 Ehは最終落水まで無処

理区とほぼ同様に推移した．一方，高 pH区の土壌 Ehの低

下は 6 月 14 日まで他区に比べ早かったが，それ以降は同

等だった．

(4) 水稲の生育

水稲の生育及び収量は，すべての項目で有意差はみられ

なかったが，処理区間の平均値の差でみると， 2 ヵ年とも
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高 pHでは他区に比べ中干し前 (6月 20 日）の茎数が 12 ,...,__, 

46本 m―2 少なく，葉色が 0.9,...,__,l.8高かった．同区における

最高分げつ期 (7 月 10 日）の菓色は他区に比べ 1.1,...,__,2.3

高かったが，茎数は中干し前とは逆に 18 ,...,__, 8 0本 m―2 多くな

った．穂数，精玄米収量は，処理の違いによる一定の傾向

はみられなかった（表 31) . 

4 . 考察

(1) 上壌 pHの変化が稲わらの分解に及ぼす影響

本試験において，資材施用初年目の 10 月から翌年 4 月

及び 8 月までの稲わらの分解率は，上壌 pH が 5. 2 の場合

に比べ 7. 2の場合に裔くなった． しかし，資材施用 2年目

における稲わらの分解率は，上壌 pH による違いはみられ

なかった．上壌微生物数は pH が 5 の場合に比べ 7 程度の

場合に多くなることから 16) , わらの分解に関与する土壌微

生物が増加し，資材施用初年目の稲わらの分解率が高くな

ったと考えられる．積雪寒冷地水田では，前年秋に田面に

散布した稲わらを春にすき込む場合が多い．長沢ら 69) に

よれば，山形県の水田における 19 9 8年までの土壌 pHは約

5 . 6であるが，多くの報告 18,22,109,130) があるように，最近

の土壌 pH が低下傾向であるとすれば，以前に比べ水田に

おける稲わらの分解が低下している可能性があり，稲わら

の分解を促進させるうえで土壌 pH も重要な要素になるこ

とが本試験により確認できた．稲わら施用水田では水田か

らのメタン発生量が増加し，排水不良田等では異常還元が
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生じ水稲の初期生育が抑制されやすい 11 7) . 塩野ら 10 0)は，

水稲作付けまでに稲わらをできるだけ分解させるための一

方法として秋浅耕を提案し，メタン発生の抑制と水稲の初

期生育確保の同時達成を目指している．本報告では秋浅耕

を実施しなかったが，土壌 pH が低い場合は秋浅耕を行っ

たとしても稲わらの分解が劣り，その効果が低減する可能

性がある．秋浅耕の効果を十分に発揮させるには，土壌 pH

を稲わら分解がより進みやすい適域にすることが重要であ

る

(2) 上壌 pH の変化が水田からのメタン発生量に及ぼ

す影響

本試験における水田からのメタン発生量は，上壌 pHが 5

程度に低下した低 pH区で減少し，上壌 pHが 7程度に上昇

した高 pH区で増加した. Wang et al. 123l は，水田土壌を

用いた培養試験において，メタン発生量が最大となる至適

pH は 7付近であり，培養時の pH が 5. 5の時はほとんどメ

タンが発生しないことを報告している．また， Wassmann et 

a 1. 1 2 4 l は，湛水培養を開始すると土壌 pH は 7程度まで上

昇するため，培養開始前の土壌 pH は培養初期のメタン発

生量と相関が低いことを報告している．本試験でも，低 pH

区の作付け前の土壌 pH は無処理区に比べ低かったが，湛

水後の作付け期間中は無処理区と概ね同等で推移しており，

作付け前の土壌 pH がメタン発生量に大きな影響を及ぼし

たことは考えられない．

作付け前までの稲わらの分解程度は作付け期間中のメタ
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ン発生量に影響し，分解の進んだ稲わらほどメタン発生量

は少なくなる 12 5) • 低 pH区の稲わらは，他区より分解率が

低かったことからメタン発生量を増加させる要因となり得

るが，本試験では 20 1 5年及び 20 1 6年 7月上旬までの低 pH

区におけるメタンフラックスが他区より少なく，メタン発

生量も同区で最も少なかった．本試験では， pHを低下させ

る資材として三酸化硫黄を主成分とする資材を用いた．水

田土壌においては基質をめぐり硫酸還元とメタン生成が競

合関係にあることが知られている 19, 20, 39). メタン発生量

が低下した要因として，三酸化硫黄の施用による硫酸還元

反応の増大によってメタン生成が阻害されたことが大きい

と推察される．すなわち，低 pH区では稲わらの腐熟が少な

いことによるメタン生成量の増加効果よりも，硫酸還元に

よるメタン生成量の低減効果の方が上回り，結果として

2 0 1 5年及び 20 1 6年 7月までのメタン発生量が少なくなっ

たと考えられる．その後 8 月に発生したメタンは主に稲の

根から浸出される有機物や根の枯死体に由来するが 12 8) , 

後述のように，硫酸還元によるメタン低減が弱まり，同時

期の低 pH 区でメタン発生量が減少しなかったものと考え

られる．硫酸根 (S042-) を含む肥料の施用によるメタン発

生量の削減効果はこれまでにも報告され，硫酸アンモニウ

ムや硫酸根の施用量が増加すると土壌 Eh の低下が遅れ，

メタン発生量が減少した 64, 9 1) • また，硫黄を含む資材を施

用する際は硫化水素の発生による水稲生育への影響が出な

いようにすることが求められている 15 2) . 最近は，水田で

80 



の硫黄欠乏も報告されている 88 , 1 2 1) . これらのことから，

硫黄を含む資材を用いる場合，土壌の硫黄含有量が少ない

水田だけではなく，稲わらが秋に散布され，春にすき込ま

れる水田においても，土壌 Ehの低下や異常還元を抑制し，

水稲の生育を適正に保ちながらメタン発生量を削減できる

可能性がある．そのためには，今後，稲わら施用水田にお

ける硫黄添加量がメタン生成量や水稲の生育に及ぼす影響

について圃場規模での定量的な関係を把握する必要がある．

一方，裔 pH 区で稲わらの分解が促進したことはメタン

発生量を低下させる要因になる． しかし，作付け期間中の

メタンフラックスはほとんどの測定 H において，無処理区，

低 pH区より裔かった．メタン発生量も裔 pH区が最も多く，

特に 20 1 5年の低 pH区とは明確な有意差があった．本試験

の高 pH区では炭酸カルシウムを用いて pHを上昇させた．

カルシウム含有率が高い含鉄資材を水田に施用した場合，

カルシウムを主体としたアルカリ成分の溶出による土壌

pH の上昇とそれに伴う Eh の低下がおこることが指摘され

ている 87) • 本試験においても，作付け期間の高 pH 区の土

壌 pH は他区より常に高く， 7. 0を超えている．土壌 Eh も

他区より低い場合が測定日の大半を占めており，野副ら 87) 

が指摘したことと同様の現象が生じたと考えられる． した

がって，土壌 Ehの低下により高 pH区のメタンフラックス

が大きくなり，メタン発生量も他区より多くなったと考え

られる．今後，稲わら施用水田におけるカルシウム施用量

がメタン生成量に与える影響についても，圃場規模で定量
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的に把握しておく必要がある．

(3) 使用した資材の施用効果の持続性

本試験で使用した資材が稲わらの分解とメタン発生量に

及ぼす影響の持続性をみると，試験初年目の稲わらの分解

率とメタン発生量への影響は明確であったものの，試験 2

年目の稲わら分解率には処理区間に有意差がみられなかっ

た．試験 2年目では，中干し前のメタンフラックスには資

材施用による影響がみられたが，それ以降のメタンフラッ

クスは処理による違いはみられなかった．また，作付け期

間中の湿潤上の上壌 pHは，低 pH 区の一部を除き各区とも

7付近の値となったが，風乾上の上壌 pHは試験 2年目の作

付け後においても差がみられた．本試験では，資材の施用

によって稲わらの分解とメタン発生に明らかな影響がみら

れたのは 1年 "-'1 年半程度であった． しかし，風乾土の土

壌 pH をみると， 2作後も有意差があったことから，資材処

理による影響は少なくとも 2年程度はみられ，その後は成

分の溶脱等により徐々に効果が低下していくと考えられる

田中らによれば，ジャガイモそうか病の対策として施用さ

れた硫酸第一鉄資材及び硫酸アルミニウム資材の残効は，

土壌のかく乱がなければ 2年目にも認められた 11 6) . 菅原

は，黒ボク土の畑において炭酸カルシウムを 5,..__,20 t ha―1 

施用した場合， 4年後も pH上昇の持続効果が認められたが，

土壌 pHは年々低下したことを報告している 10 6) . 資材の施

用による土壌環境への影響やその効果の持続性は，施用量，

土壌条件，作物の栽培条件等によって異なるため，使用の
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際はこれらに留意する必要がある．

(4) 土壌 pHを改良する際の留意点

東北地域における水田土壌 pHの維持すべき目標値は 5. 5 

,..._, 6. 0 とされている 12 0) • 本試験の低 pH区では，水稲の生

育と収量への影響はみられなかった．しかし，低 pHの状態

が長く続けば稲わら腐熟の遅延が重なり栽培環境が著しく

悪化することから，水田の土壌 pH を適正な範囲で維持す

る肥培管理が必要である

裔 pH 区では生育初期に土壌還元の影響を受け，最高分

げつ期の茎数が少なくなった．その後中干しにより還元状

態が緩和され，上壌中の無機態窒素が遅れて吸収され，葉

色が濃くなり茎数が増加したと考えられる．カルシウム資

材の施用は，年次や上壌条件によって生育に大きな影響が

出る可能性がある．

したがって，低 pH土壌の改良にあたっては，カルシウム

施用による作付け期間のメタン発生量の増加を効果的な中

干し等で極力抑え 32, 92,101), 稲わら腐熟の促進によるメタ

ン発生量の減少と水稲生育の改善効果を十分に発揮させる

ことが重要である．

本章では，稲わら秋散布春すき込み水田において，土壌

pH が稲わらの分解率に及ぼす影響と，土壌 pH を変えるた

めに施用した硫黄及びカルシウムが本田でメタン発生量に

及ぼす影響について圃場試験により明らかにした．土づく

りにあたっては多様な資材があるが，その成分や施用量に

よって土壌 pHへの影響や土壌中の成分量も異なってくる．
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したがって，個々の資材の施用について水稲の生育，メタ

ン発生量への影響を総合的に判断し，検証することが今後

必要である．

5 . まとめ

資材添加による土壌 pH の変化が積雪寒冷地水田から発

生するメタンと非作付け期間における稲わら分解に及ぼす

影響を調査した．

(I) 稲わら分解率は，裔 pH区＞無処理区＞低 pH区の順

で高くなった．

II) メタン発生量は裔 pH区＞無処理区＞低 pH区の順で

多くなった．低 pH区におけるメタン発生量の減少は，硫酸

還元の影響が大きいと推察された．高 pH 区では他区に比

べ上壌 Ehの低下が早くメタン発生量が増加した．

(III) 水田からのメタン発生量は稲わら腐熟の程度より，

供試した資材に含まれる成分の影響をより強く受けていた．
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第 VII章 総合考察

1 . 山形県の水田におけるメタン発生量の推定

本研究では，積雪寒冷地の稲わらすき込み水田から発生

するメタンの削減技術として，田畑輪換，秋浅耕，中干し

延長を検討し，その効果を明らかにした．また，近年の水

田土壌の pH の変化がメタン発生量に及ぼす影響を明らか

にするため，資材を添加して土壌 pH を上昇または低下さ

せ，その効果を検討した．さらに，これまで観測されたメ

タンフラックスの値と上壌 Eh, 平均気温を解析し，その特

徴を明らかにした．そこで，総合考察では，これらのメタ

ン削減技術を広範囲に適用した場合のメタン削減効果を評

価するため，山形県の水田におけるメタン発生量を推定し，

メタン削減技術を適用した場合の削減量を試算した．

本論文で測定したメタン発生量の他に文献値も加え，山

形県の水田におけるメタン発生量を表 32, 表 33, 表 34, 

表 35にまとめた．表 32は灰色低地土の稲わら施用水田，

表 33はグライ低地土の稲わら施用水田，表 34は灰色低地

土の有機物無施用水田，表 35 は多湿黒ボク土の有機物無

施用水田で観測されたメタン発生量である．それぞれのメ

タン発生量の平均値は 41.3, 34. 8, 11. 8, 4. 3 g CH4 m―2 で

あった．灰色低地土の稲わら施用水田におけるメタン発生

量の平均値は，第 v章 表 24の 21事例と合わせた平均で

43.7 g CH4 m―2であった．また，灰色低地土水田における

稲わら施用水田に対する有機物無施用水田のメタン発生量
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の割合は 11.8 g CH4 m―2/43.7 g CH4 m―2=0. 27だった．土

壌型の違いとメタン発生量について， Yagi and Minami の

測定事例では，泥炭土＞グライ土＞黒ボク土の順で多く

1 3 1) , 犬伏らのポット試験では，グライ土＞灰色低地土＞褐

色低地土の順で多かった 23) • 山形県における測定事例でも，

Yagi and Minami と同様，黒ボク土水田からのメタン発生

量が少なかった．また，犬伏らの報告とは異なり，山形県

の測定事例では，グライ低地土に比べ灰色低地土のメタン

発生量がやや高い値となった．次に，山形県内の水稲が作

付けされている水田面積を農林水産省 平成 30 年産作物

統計 80)から，上壌型毎のメタン発生量を本論文と文献値

32, 33, 34, 50, 52)及び H本国温室効果ガスインベントリ報告書

4 7)から，上壌群の割合を「地力保全基本調査総合成績書（昭

和 53年）」 13 6) , 稲わら無施用水田（有機物無施用水田）の

割合(=2 %)を「気象経過と農作物の生育概況 生育診断

圃等調査成績報告書 平成 28年版」 14 5)の値を用い，山形

県の水田から発生するメタン量を試算した．表 36 に示し

たように，稲わら施用水田からの単位面積当たりのメタン

発生量は 32.0 g CH4 m―2' 県内水田から発生するメタン総

量は 21,775 t yr―1 と試算された．本論文で試算したメタ

ン発生量は，単位面積当たり，総量共に，熊谷が山形県の

水田から発生するメタン発生量を同様に試算した値 53) で

ある 20.8 g CH4 m 2 9 16,553 t' 及び全国調査の平均値

3 5)である 19 g CH4 m―2 を上回った．近年の測定事例では，

第 1II章で示した 20 1 3年の対照（春耕）区 (134.1 g CH4 m― 
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2)のように年間のメタン発生量が多い場合がたびたびみら

れ，それらの平均値を試算に用いたことから，単位而積当

たりのメタン発生量の値が大きくなっている．また，熊谷

が試算に用いた稲わら施用水田（黒ボク土以外）のメタン

発生量の原単位 53) は 23.1 g CH4 m―2 と本論文に比べ小さ

いことから，メタン総発生量も本論文に比べ少なくなって

いる．本論文で試算した山形県内の水田から発生するメタ

ン総発生量(=21,775 t yr―1) は， 日本国温室効果ガスイ

ンベントリ報告書 (20 2 0年） 4 7)で示している 20 1 8年にお

ける全国の水田からのメタン発生量 (542,426 t)の 4.0 % 

であり，この割合は全国に占める山形県の水稲作付面積の

割合である 4.3 % (山形県 69,100 ha, 全国 1,592,000 ha) 

と同様の水準である．しかし，同報告書 (20 2 0年）による

と，稲わらが施用され，排水性が比較的良好 (15 mm day―1) 

な東北地域の間断灌漑水田におけるメタン発生量の原単位

は 20 1 8年の値で 53.9 g CH4 m―2 (404 kg-CH4-C ha―1 X 1 6 (メ

タンの分子量） / 1 2 (炭素の分子量） XlOOO(kg→ g) /10000 

(ha―1→ m―2))であり，本報告で示した単位面積当たりのメ

タン発生量 (32.0 g CH4 m―2) を上回る．このことから，山

形県の水田におけるメタン発生量の原単位はさらに高くな

る可能性があり，今後，水田からのメタン発生量の推定精

度を高めるためには，測定事例を増やす等，さらに検討す

る必要がある．

2 . 水田からのメタン発生量削減技術の評価
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第 1I章から第 IV章までで明らかにした水田からのメタン

発生量削減技術について，面積当たりと生産物（玄米）重

量当たりの温室効果ガス（メタン及び一酸化二窒素）発生量

の削減効果を表 37 に，山形県の水田でメタン削減技術を

導入した場合のメタン削減量（試算値）を表 38 に示した．

而積当たりの温室効果ガス削減量（表 37) をみると，畑転

換では 86,...,_,88%, 畑から水田への復元は， 1年日で 84% , 

復元 2年目で 38%の温室効果ガス削減効果があった．同様

に，秋浅耕は 20,...,_,55%, 秋通常耕は 8,...,_, 4 5 % , 中干し前延

長は 35,...,_,48%, 中干し後ろ延長は 24,...,_,37%の温室効果ガ

ス削減効果があった．また，山形県の水田面積のうち 5%

で実際に秋耕が行われており 1 4 3) , そのすべてが稲わら施

用水田で実施されているとすると，メタン削減技術を導入

しない場合に比べ，年間のメタン削減量は秋浅耕で 390t,

秋通常耕で 22 3 tと試算された．さらに，同面積で中干し延

長が導入されると仮定すると，中干し前延長で 454t, 中干

し後ろ延長で 33 1 tのメタンが削減されると試算された．

滋賀県では，平成 29 年に県内水田の 37. 3 %で中干し延

長が導入されている 80, 9 6) . 同様の水準で，仮に山形県の稲

わら施用水田の 40%で秋耕，中干し延長が導入されると仮

定すると，秋浅耕で 3,117t, 秋通常耕で 1,785t, 中干し前

延長で 3,634t, 中干し後ろ延長で 2,648t のメタンが削減

されると試算された．

第 1I章で述べたように，畑から水田へ復元すると，連作

水田に比べ土壌が酸化的に推移し，メタンの発生が少なく
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なる．また，本論文では復元 1年目で減肥したこと等によ

り，収量は連作水田に比べやや低下した．しかし，多くの

場合，畑から水田へ復元すると根域が広くなり，稲体の窒

素吸収量が増加することから増収傾向となる 43 , 6 0) • 実際

には，田畑輪換はブロックローテーション等地域や経営体

の作付け計画に基づいて実施される．そのため，増収効果，

病害虫や雑草害の回避等のこれまで指摘されてきた田畑輪

換が持つ栽培上のメリットだけでなく，温室効果ガスを削

減できるという環境保全上のメリットがあることを把握し，

消費者に示しながら，田畑輪換を進めていくことが重要で

ある．

次に，第 1II章で議論した秋耕であるが，これは水稲の作

付け期間中ではなく，非作付け期間中に，翌年のメタン削

減と水稲の生育改善効果を狙って行う管理技術である．秋

通常耕と秋浅耕を比べると，秋浅耕でメタン削減効果が安

定して高いこと，秋浅耕の方が融雪後の地耐力が高く翌年

春の耕起時にトラクターの作業性が高いことから，積雪寒

冷地に位置する山形県では，秋浅耕を採用した方が良い．

また，秋浅耕，秋通常耕とも，慣行の稲わら秋散布春すき

込み水田と比べ収量は同等から僅かに高くなった．このこ

とから，秋浅耕は，初期生育の改善とメタン発生量の削減

を狙いとして，労力や圃場条件が滴用可能ならば積極的に

導入するべき技術である．実際に，山形県の地域別秋耕実

施割合をみると，西村山地域では 25 %と高いが，水田の面

積が広い庄内地域では 3,..,__, 4 %と低く，山形県全体では 5%
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程度である 14 3) • 一方，農林水産省では，平成 26年から中

山間地域等直接支払，多面的機能支払とともに環境保全型

直接支払を日本型直接支払として定め，環境に配慮した農

業技術を実践している農業者に対し交付金を支払っている

8 1) • 山形県では，総合的病害虫・雑草管理 (1PM), 除草剤

を使わない畦畔除草，秋浅耕の 3つを組み合わせて実施す

ることが県内水田の 643,...,_.,1, 622ha (2014,...,_., 2018年）で実施

されており 14 6) , 平成 27年から環境保全型直接支払の地域

特認技術として採用されている．さらに，秋耕は，令和 2

年度 (20 2 0年度）から地域特認技術だけでなく，全国型の

取組みに採用されており 81) , 取組みの拡大が期待される．

秋浅耕については，温室効果ガス排出削減と水稲生育改善

という 2 つのメリットを生産現場と消費者へ示しつつ，圃

場条件等により秋浅耕が実施しにくい場合は，石灰窒素の

秋散布 98) や，耕畜連携が盛んな地域では稲わらに代えて

の堆肥施用等 54) , を検討することも必要である．

次に，中干しの延長は，水稲を移植した後，当該年の気

象経過と生育状況を勘案した上で適用可能な技術である．

第 IV章で述べたとおり，中干しの前延長と後ろ延長を比べ

ると，前延長の方がメタン削減効果と籾数を抑制する効果

が高い．しかし，収量は前延長，後ろ延長とも慣行に比べ

低下する傾向を示し，前延長の方で低下割合が大きい．そ

のため，中干の前延長は，乾土効果が高い等，中干し前に

平年以上の生育があり，籾数過剰が懸念される場合に実施

し，中干しの後ろ延長は，中干し前の生育量が平年に達し
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ない場合に通常の中干しを行った上で，生育と気象をみな

がら実施すれば，収量，品質，食味を確保しながら，より

実用的・現実的にメタン発生量を削減できる．

中干し延長は，秋耕と同じく 2020 年度（令和 2 年度）の

環境直接支払の全国取組みの技術にも採用されている 81) . 

さらに，滋賀県は，総合的病害虫・雑草管理 (IPM) と組み

合わせた畦畔の人手除草及び長期中干しと，緩効性肥料の

利用及び長期中干しを地域特認技術として採用している

8 2) • 中干しの延長は，資材，設備等の追加コストが掛から

ないため，実施すること自体は容易であるが，今後さらに

本技術を普及するためには，生産者に対し，食味，品質，

収量への影響を T寧に説明し，周知していく必要がある．

本論文では，積雪寒冷地に位置する山形県の水田におい

て発生するメタンを削減するため，「田畑輪換」「秋浅耕」

「中干し延長」を検討し，その削減効果を明らかにした．水

田からの温室効果ガス発生量を削減した上で，安定生産と

生産者の所得向上を目指すためには，削減技術の導入に対

する支援の拡充や，これらの栽培技術によって生産された

農産物の付加価値を向上させるため，農産物の栽培から流

通段階で排出される CO2を表示するカーボンフットプリン

ト表示等 37) の充実等，温室効果ガス削減の「見える化」を

進めていく必要がある．
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摘要

本論文では， 日本海側積雪寒冷地水田におけるメタン発

生の特徴を明らかにするとともに，実用的なメタン削減技

術として，「田畑輪換」「秋耕」「中干し延長」を検討した．

田畑輪換試験では，田畑輪換（ダイズ 2年ー水田 2年）区

と水稲連作区を設置し，温室効果ガスである一酸化二窒素

とメタンの発生量を 4 ヵ年調査した．メタン及び一酸化二

窒素による二酸化炭素等価量の 4 ヵ年合計値は，稲わら施

用圃場の場合，連作水田に比べ約 75 %削減された．

秋耕試験では，秋耕の耕起深を 2段階設定し，秋浅耕（水

稲収穫時に稲わらを散布した後 10月下旬から 11月上旬の

間に 5,...,_, 8 Cmの深さで耕起し，翌春にも耕起）または秋通

常耕（同様に 18,...,_,20 cm の深さで耕起し，翌春にも耕起）

とした．メタン発生量は秋浅耕く秋通常耕く対照（春耕）

となり，両秋耕によるメタン削減効果が見られ，その効果

は秋浅耕で安定して高かった．

中干し延長試験では，慣行に比べ 1週間程度中干しを前

または後ろに延長することで，メタン発生量が削減され，

正当たり籾数が減少した．その効果は中干しを後ろに延長

するよりも前延長の場合に高かった．

次に， 19 9 2年から 20 1 3年までの 17年間の栽培期間中に

山形県内の水田で測定された 21 事例のメタン発生量とメ

タンフラックスと土壌 Eh 及び気温との関係を解析した．

その結果， 6 月のメタンフラックスは，土壌還元が進行し

なかった年次には低く，土壌還元が進行した年次には高く
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なる傾向があった.6 月の土壌 Eh が一 100 m V 未満であった

年次（土壌還元が進行した年次）は，メタンフラックスと

平均気温との間に強い正の関係がみられた．また，強めの

中干しが 7月以降のメタン発生量を少なくしている可能性

が示唆された．

さらに，近年，全国的に水田土壌の pHが低下している状

況を踏まえ，水田の土壌 pH の変化が稲わらの分解と翌年

のメタン発生に及ぼす影響を調査するため，三酸化硫黄ま

たは炭酸カルシウムを圃場へ施用して上壌 pH を上昇また

は低下させ，稲わらの分解とメタン発生に及ぼす影響を調

査した．上壌 pH を上昇または低下させた場合のメタン発

生量は，高 pH区＞無処理区＞低 pH区の順で多くなった．

低 pH 区におけるメタン発生量の減少は，硫酸還元の影響

が大きいと推察された．高 pH区では他区に比べ上壌 Ehの

低下が早くメタン発生量が増加した．稲わら分解率は，高

pH区＞無処理区＞低 pH区の順で高くなった．

本論文及び他文献から，山形県の稲わら施用水田におけ

る単位面積当たりのメタン発生量は 32.0 g CH4 m―2' 県内

水田から発生するメタン総量は 21,775 t yr-1 と試算され

た．また，本論文で検討した水田からのメタン削減技術に

よって，メタン発生量は削減技術を導入しない水田に比べ，

田畑輪換の畑転換では 86,..__,88%, 水田復元 (1年目）では

84 % , 秋浅耕は 20,..__,56%, 秋通常耕は 8,..__, 46 % , 中干し前

延長は 35,-.._,48%, 中干し後ろ延長は 24,..__,37%削減された．
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表 l 供試圃場 の土壌理 化学性（田畑輪換試験）
2006年4月（作付け前） 2008年4月（作付け前）

稲わら

の有無
区 士性 pH(H20) 全炭素 全窒素遊離酸化鉄 pH(H20) 全炭素 全窒素遊離酸化鉄

(k―I) (k―I) ( k―I) (k―I) (k―I) ( k―I) 

田畑輪換 (R) 有注I) 5.9 24.4 ).9 )5.8 
CL 5. 6 25. 2 1. 7 14. 5 

連水田 (R) 5. 9 25. 0 1. 9 14. I 
田畑輸換 (N) 血 5.9 22.4 1.7 16.4 

CL 5.6 22.9 1.7 14.6 
連作水田 (N) 5. 7 21. 9 1. 7 16. 4 

pH (H20) はガラス屯極法，全炭素及び全窒素はC/Nコーダー，遊離酸化鉄はジチオナイト ークエン酸塩還元溶解法で分析した

注1)2007年と2008年の作付け前は稲わ ら無施用．
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表 2 土壌の物理性（田畑輪換試験）

区

田畑輪換 (R)
連作水田 (R)
田畑輪換 (N)

連作水田 (N)

2006年4月（作付け前）

固相率 （％） 液相率 （％） 気相率 （％） 容積重 ( /100cmり

37. 1 56. 2 6. 7 107 

41. 9 51. 6 6. 4 97 

固相率 （％）
40.4 

止斗
42. 8 

45.5 
区あたり 5つの採土管 (100ml容） で作土層の土壌を採取し，土壌三相計（大起理化DIK-1121) で測定 した．
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2008年4月（作付け前）

液相率 （％） 気相率 (%)
45. 5 
55 3 ． 
43. 5 

50. 5 

14. 1 

羞
13.6 

4. 0 

容積重 (g/100cmり

冒



表 3 各年の土地利用及び圃場に投入された前作物の残演炭 素量 （田畑輪換試験）

区
各年における土地利用 前作残清による投入炭素量 (MgCha―I) 

2006 2007 2008 2009 2006 2007 2008 2009 

田畑輪換 (R) 転換畑 転換畑 水田（復元1年目） 水田（復元2年目） 1. 8 1. 7 

連作水田 (R) 水田 水田 水田 水田 1. 8 1. 8 1. 8 1. 8 

田畑輪換 (N) 転換畑 転換畑 水田 （復元1年目） 水田（復元2年目）
連作水田 (N) 水田 水田 水田 水田

ーは圃場外へ搬出されたことを示す．
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表 4 転換畑の耕種概要 （田畑輪換試験）

稲わら 士地
施肥量(kgha―I) 栽焙管理（月1日）

子実収量
区

の有無
年次

利用 N P205 恥0 苦士石灰
耕起、施肥 培上 培土 収穫 Mg ha―l 
播種 (1回目） (2回目）

田畑輪換 (R) 有注!)
2006 

転換畑
25 75 100 800 6/5 6/28 10/31 2.01 

2007 25 75 100 800 6/4 7/9 7/31 10/26 2. 78 

田畑輪換 (N) 無
2006 

転換畑
25 75 100 800 6/5 6/28 10/31 2.40 

2007 25 75 100 800 6/4 7/9 7/31 10/26 2.41 

施肥は高度化成を用いた．

苦土石灰：アルカリ分55%, 苦土15%.
注1)2005年9月に施用．

ーは培土を行わなかった．
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表 5 水田の耕種概要 （田畑輪換試験）

区
稲わら

年次 士地利用
施肥凪(kgha―') 栽培管理（月 ／日） 精玄米収凪

の有無 N P205 恥0 耕起 基肥施用 代かき 移植 中干期間 追肥 出穂 最終落水 収穫 Mg ha -1 

連作水田 (R) 有 2006 水田 60+20 70 60+20 4/20 5/8 5/8 5/16 6/26~7 /12 7/12 8/7 9/4 9/22 5.86 
連作水田 (R) 有 2007 水田 60+20 70 60+20 4/20 5/7 5/11 5/18 6/29~7/12 7/12 8/6 9/5 9/26 6.50 
連作水田 (R) 有 2008 水田 60+20 70 60+20 4/22 4/30 5/13 5/20 6/26~7 /8 6/6、7/8 8/5 9/8 10/2 6. 70 
連作水田 (R) 有 2009 水田 60+20 70 60+20 4/17 5/8 5/13 5/20 6/27~7/14 7/14 8/5 9/4 9/24 7 08 

田畑輪換 (R) 有注l) 2008 水田（復元1年 目） 0+20+20 

゜
60+20+20 4/22 4/30 5/13 5/20 6/26~7 /8 6/6、7/8 8/5 9/8 10/2 6.44 

田畑壁墜 (R) 直 2009 水田 (i!l;zj:;2缶目） 60+20 70 60+20 4/17 5/8 5/13 5/20 6/27~7/14 7/14 8/5 9/4 9/24 6 26 
連作水田 (N) 無 2006 水田 60+20 70 60+20 4/20 5/8 5/8 5/16 6/26~7/12 7/12 8/7 9/4 9/22 6.08 
連作水田 (N) 無 2007 水田 60+20 70 60+20 4/20 5/7 5/11 5/18 6/29~7 /12 7/12 8/6 9/5 9/26 6.54 
連作水田 (N) 無 2008 水田 60+20 70 60+20 4/22 4/30 5/13 5/20 6/26~7 /8 6/6、7/8 8/5 9/8 10/2 6. 78 
連作水田 (N) 無 2009 水田 60+20 70 60+20 4/17 5/8 5/13 5/20 6/27~7/14 7/14 8/5 9/4 9/24 6.24 
田畑輪換 (N) 血ヽ• ヽヽ 2008 水田（復元1年目） 0+20+20 

゜
60+20+20 4/22 4/30 5/13 5/20 6/26~ 7 /8 6/6、7/8 8/5 9/8 10/2 6 85 

田畑撻換 (N) 無 2009 水田（饂元2年目） 60+20 70 60+20 4/17 5/8 5/13 5/20 6/27~7 /14 7/14 8/5 9/4 9/24 6.41 
施肥凪の値は基肥凪＋追肥足で示した

基肥は尿素系化成、追肥は塩安系NK化成を用いた．

注1)2008年の作付け前は稲わら無施用．
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表 6 土壌中の二価鉄 （田畑輪換試験）

(g kg―1) 

2006年 2007年 2008年 2009年

区
6月27日 7月11日 6月19日 7月8日 6月4日 6月18日 6月25日 7月4日 7月24日 6月25日 7月7日 8月12日
中干 し 中干 し 中干 し 中干 し 中干 し 中干 し

再湛水後
中干 し 中干 し

再湛水後
開始直前 終了時 開始直前 終了時 開始直前 期間中 開始直前 期間中

田畑輪換 (R) 0. 6 1.8 1.0 2. 5 6. 7 4. 3 4. 2 7. 9 
連作水田 (R) 2. 3 1. 9 3.9 3. 7 2. 9 4.4 5. 2 4. 8 6. I 4. 0 4.6 6. 2 
田畑輪換 (N) 1. 2 1 7 2.4 4. 0 5. 5 1. 2 2. 0 6. 3 
連作水田 (N) 1. 1 2. 4 1. 6 2. 8 0. 7 1. 5 2. 3 2. 4 4. 3 2. 2 2. 1 5. 0 
ーは転換畑のため末調査．
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表 7 水田復元 1, 2年日の風乾土メタン 生 成能（田畑輪換

試験）

区

田畑輪換 (R)
連作水田 (R)

分散分析

p値

区間

メタン生成能 (μgCg―i d―1) 

2008年作付け前 2009年作付け前
0.091 土 0.009 0. 054 土 0.004 
0. 151 土 0.026 

0. 064 

n. s 

0. 310 土 0.015 

8. 05X 10―5 

＊＊ 

表中の数値は平均値土標準誤差で示した (n=5) . 

n. s : 有意差なし，**:P<O. 01. 
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表 8 各 測 定年 の メ 夕 ン 一 酸 化 窒 素 の発 生 量 田 畑輪換 試験 ）

区 年次 土地利用

田畑輪換
(R) 

連作水田
(R) 

田畑輪換
(N) 

連作水田
(N) 

2006 
2007 

2008 

已2008 
2009 

2006 

2007 

2008 

2009 

2006 

2007 

2008 

2009 

水田

水田

水田

水田

転換畑

転換畑

（復元1年 目）

（復元2年目）
水田

水田

水田

水田

転換畑

転換畑
（復元1年 目）

（復元2年 目）
水田

水田

水田

水田

叫 (gm-2) 

0. 24 
0. 07 

7. 18 

19 0 ． 

40.4 

46. 8 

45. 5 

辿
0. 04 

0. 05 

9.49 

1 72 ． 
4. 89 

6. 32 

4. 83 

2. 34 

メタン

[CO2―eq g m-2]注I)

7 土 3 J 
2 土 1 J 
201 士 43 ] 

531 土 24 ] 

1130 土 19 ] 

1311 士 224 ] 

1273 士 15 ] 

846 土 41 ] 

l 士 0 J 
l 士 0 J 
266 士 109] 

48 土 8J 
137 士 43] 

177 士 57] 

135 士 32] 

65 土 11] 

一酸化二窒素
-2 

N20 (g m ) [co, ―eq g m-2] 注l)

0. 57 土 0.40 [ 151 土 120 ] 

0. 59 土 0.07 [ 156 土 20 ] 

0. 03 士 0.01 [ 7 士 2 J 
0. 01 土 0.02 [ 2 土 6 J 
-0. 05 土 0.05 [ -14 土 14 ] 

0. 02 士 0.01 [ 5 士 3 J 
-o. 05 士 0.01 [ -12 士 3 J 
0.04 士 0.00 [ 9 士 1 ] 

0. 69 士 0.16 [ 183 士 49]

0. 52 士 0.01 [ 139 士 3J 
-o. 03 士 0.00 [ -7 士 0J 
0.05 士 0.00 [ 15 士 1J 
-o. 04 士 0.03 [ -10 士 9J 
0. 03 士 0.02 [ 7 士 6J 
0. 01 士 0.04 [ 3 士 12] 

0.02 士 0.04 [ 6 士 13] 

二酸化炭素等価量

年間合計値 4ヵ年合計値

[C02-eq g m-2]注I)

158 ] [ 

158 ] 

208 ] 

533 ] 

1116 ] 

1316 ] 

1261 ] 

並
184 ] 

140 ] 

259 ] 

坐＿」
127 ] 

184 ] 

138 ] 

71 ] 

1057 ] 

4548 ] 

646 ] 

520 ] 

分散分析注2)

稲わらの有無 (R)
土地利用 (L)

交互作用 (RXL) 

>RXL 
一表中の数値は2反復の平均値でホ した

注1)地球温暖化係数をメタン28,一酸化二窒素265とし，二酸化炭素等価世とした．

注2)n. s : 有意差なし， *: P<O. 05, ** : P<O. 01, *** : P<O. 001. 

2006年

2007年

2008年

2009年

て酸化炭素等価量
＊＊ 

＊＊ 

=;-
＊ 

＊ 

＊＊ 

＊＊ 

*** 
*** 
＊＊ 

＊＊ 

4ヵ年

メタン

*** 
＊＊＊ 

*** 
＊ 

＊＊ 

＊ 

＊＊ 

＊＊ 

*** 
＊＊＊ 

＊＊ 

＊＊ 

*** 
＊＊＊ 

*** 

一酸化二窒素
n. s 

＊ 

!!.:...§_ 

n. s 

*** 
戸

n. s 
n. s 

!!.:...§_ 

n. s 

n. s 
!!.:...§_ 

n. s 

＊＊ 

n. s 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 
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表 9 田畑輪換によるメタン，一酸化 二 窒素のトレードオフ（田畑輪換試験）

水田の条件 年次 メタン減少量i:±1) 一酸化二窒素増加量注2l B/A X 100 差 引量

(A) (B) B-A 

稲わら施用水田

稲わら無施用水田

2006 
2007 
2008 

2009 
2006 
2007 
2008 

2009 

ヽ`＇l,
2
 m
2
4
0
9
7
2
1
5
-
3
6
7
6
3
0
1
7
 

1

3

0

3

1

1

1

 

g
 
9

,

'

-

ー

1

1

q
 
e
 
？
 ゜
c
 

（
 

(co?.-eq g ill -Z) 

166 
151 
19 
-7 

193 
132 
-10 ， 

ニ
―15
1
2
2
:

-958 
-1, 158 
-1,053 

-322 

143 
75 
8 

52 

57 
-44 

120 
-8 

注1)メタン減少量＝連作水田 (RまたはN) 区のメタン発生贔ー 田畑輪換 (RまたはN)区のメタン発生量．

注2)一酸化二窒素増加量＝ 田畑輪換 (RまたはN) 区の一酸化二窒素発生量一連作水田 (RまたはN)区の一酸化二窒素発生量．

値が一の場合は田畑輪換により二酸化炭素等価量が減少 し， ＋の場合は増加したこと を示す．
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表 10 土壌の理化 学 性（秋耕試験）

粒径組成

砂（％） シルト（％） 粘土 (%)

pH 

（比0)

可給態窒素

(mg kg―1) 

全炭素
1 (g kg―) 

全窒素
-1 (g kg) 

遊離酸化鉄

(g kg―1) 

55 19 26 5. 7 118 18. 6 2. 1 9. 60 

土壌は2009年10月に採取し，風乾し粉砕した後に遊離酸化鉄は0.5mm, その他の項目は2mmの師を通したものを供試した．

pH (H20)はガラス電極法，全炭素及び全窒素は全窒素・全炭素測定装置を用いた乾式燃焼法，可給態窒素は30℃ 4週間湛水

培養法，遊離酸化鉄はジチオナイトークエン酸塩還元溶解法で分析した．

各分析は士壌標準分析・測定法 (1997) 5lに従い行った．
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表 11 耕種概要 （秋耕試験）

試験年度 秋耕 春耕 基肥 代かき 移植 中千し開始 中千し終了 追肥 出穂 最終落水 収穫

2010 2009年10月30日 4月28日 5月9日 5月10日 5月18日 6月30日 7月12日 7月13日 8月2日 9月3日 9月14日

2011 2010年10月22日 4月28日 4月28日 5月10日 5月19日 6月30日 7月13日 7月13日 8月5日 9月6日 9月28日

2012 2011年10月28日 4月23日 5月8日 5月15日 5月22B 6月29B 7月17日 7月17B 8月5日 9月7B 10月5B

2013 2012年11月5日 4月23日 5月10日 5月14日 5月22日 6月28日 7月16日 7月16日 8月5日 8月20日 10月5日
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表 12 メタン，一酸化 二 窒素の発生量（秋耕試験）

試験年度 試験区
メタン (A) 一酸化二窒素 (B) 二酸化炭素等価量 (A+B)

(g CH4 m-2) (g CO2―eq m-2) 対照比注1) (g晃0m-2) (g CO2―eq m -2) (g CO2―eq m芍

秋浅耕 40.9 1145 69 a -0. 93X 10―2 a -2.45 1143 

2010年 秋通常耕 54. 0 1512 91 a -l.03Xl0―2 a -2. 73 1509 

対照（春耕） 59.4 1663 100 a -1.lOXlO―2 a -2.91 1660 

秋浅耕 49. 9 1397 80 a 9. 35X 10―2 a 24. 77 1422 

2011年 秋通常耕 57.6 1613 92 a 3.81Xl0―2 a 10. 10 1623 

対照（春耕） 62.6 1753 100 a 5. 59 X 10―2 a 14.80 1768 

秋浅耕 19. 9 557 44 b 5.70Xl0―2 a 15. 11 572 

2012年 秋通常耕 24.8 694 54 ab 4. 20 X 10―2 a 11. 14 706 

対照（春耕） 45. 6 1277 100 a -l.27Xl0―2 a -3. 37 1273 

秋浅耕 85.6 2397 64 ab 3.74Xl0―2 a 9.91 2407 

2013年 秋通常耕 107.6 3013 80 ab 1. 66X 10―2 a 4.40 3017 

稲わら無施用 51.6 1445 38 b 5. 11 X 10―2 a 

対照（春耕） 134. 1 3755 100 a 4. 12 X 10―2 a 10. 92 3766 

分散分析（繰り返しのある二元配置．メ タンは (gCH4 m-2) , 一酸化二窒素は (gN20 m-2)の結果. 2013年の稲わら無施用区を除く．） 注2)

区間

年次 ** n. s ** 
交互用 n. s n. s n. s 

注1) 対照比を角変換した値について， 同じ年度内の同一符号間にはTukeyの多重比較で有意差なし (p>O.05) 
注2) *: p<O. 05, **: p<O. 01, n. s: 有意差なし．
2010年は秋浅耕区と対照（春耕）区のメタン発生量にt検定による有意差あり (p<O.05) , 秋通常耕区と対照（春耕）区には有意差なし．

対照比注!)

69 a 

91 a 

100 a 

80 a 

92 a 

100 a 

45 b 

55 ab 

100 a 

64 ab 

80 ab 

39 b 

100 a 

各年のメタン発生量を反復としたTukeyの多重比較で秋浅耕区と対照（春耕）区に有意差あり (p<O.05) , 秋通常耕区と対照（春耕）区には有意差なし．
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表 13 水稲の生育， 収量及び品質 （秋耕試験）
草丈または秤長 (cm) 茎塾または穂塾（王 m-2) 精玄米 玄米粗タンパク質

アミロース含有率
試験年度 試験区 6月20日 7月10日 9月10日 6月20日 7月10日 9月10日 収品 含有率

（乾物％）
（分げつ盛期） （抵麻分げつ凹） （成熟期） （分げつ盛凹） （並麻分げつ期） （成熟期） (Mg ha―') （乾物％）

秋浅耕 38 4 a 71 7 a 81 l a 558 a 537 a 455 a 6. 64 a 7 4 a 19 2 a 

2010年 秋通常耕 37. 7 a 67. 6 a 79. I a 440 a 489 a 441 a 6. 50 a 7. 5 a 19. 0 a 

対照（春i恥 35 0 a 69. I a 81. 7 a 422 a 490 a 444 a 6. 42 a 7 6 a 19 I a 

秋浅耕 39 2 a 72. 9 a 82. 5 a 578 a 549 a 467 a 6. 78 - 7 3 a 20 0 a 

2011年 秋通常耕 38. 9 a 68. 9 a 81. 0 a 455 a 502 a 452 a 6. 60 - 7. 6 a 20. 2 a 
対照（春耕） 36 4 a 69 0 a 82. 1 a 440 a 499 a 451 a 6 51 - 7 6 a 20 2 a 

秋浅耕 31. 7 a 53. I a 79. 9 a 480 a 724 a 545 a 6. 25 a 7. 2 a 19. 2 a 
2012年 秋通常耕 33 5 a 53. 3 a 80 5 a 427 a 615 b 543 a 6. 14 a 7 4 a 19 3 a 

対照（春耕） 32. 0 a 51. 9 a 80. I a 414 a 684 ab 549 a 6. 31 a 7. 2 a 19. 3 a 

秋浅耕 36 2 a 58. 5 a 78. 2 a 437 a 529 a 434 a 6. 78 a 7 6 a 22 7 a 
2013年 秋通常耕 35 9 a 57 0 a 79 0 a 403 a 503 a 452 a 6. 76 a 7 2 a 22 9 a 

稲わら無施用 38. 5 a 61. 4 b 81. 1 b 485 a 588 b 472 b 6. 95 a 7. 3 a 22. 7 a 

対照（春耕） 35 5 a 54. 9 a 75. 3 a 357 a 447 a 385 a 6. 26 a 7 3 a 22 9 a 

分散分析（繰り返しのある二元配固.2013年の稲わら無施用区を除く．）注II

区間 n s n. s n. s ＊＊ ＊＊ n s n.s n.s n. s 

年次 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊ ＊＊ ＊＊ n. s n. s n s 

交互作用 n. s n. s n. s n. s n. s n. s n. s n. s n. s 

同じ年度内の同一符号間にはTukeyの多重比較で有意差なし (p>O.05) 

注l)* p(O 05, **: p(O 01, n s有意差なし
—は3連のデータがないため，多重比較を行っていない ．
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表 14 稲わらの分解 率及び組成 （秋耕試験）

試験区
分解率（％） 全炭素 全窒素

C/N 
熱水可溶性

乾物 全炭素 (%) (%) 有機物（％）

（設置前） 39.6 0. 64 61. 5 22.42 
秋浅耕 31. 3 a 35. 2 a 37.4 0. 77 48.6 4. 09 ab 
秋通常耕 29. 9 ab * 33. 1 ab * 37.8 0. 76 49. 5 3. 52 a ＊＊ 

対照（春耕） 27. 0 b 30. 2 b 37.8 0. 78 48. 7 4.96 b 
同じ年度内の同一符号間にはTukeyの多重比較で有意差なし. *: p<O. 05, **: p<O. 01, ns: 有意差なし．
設置 ：2012年11月13日，回収： 2013年4月20日．
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表 15 非栽培期間における深さ別積算地温 （秋耕試験）

区
測定深 秋耕～初雪まで 積雪期間 消雪～春耕まで

合計
(Cm) (11月8日"--12月8日） (12月9日"--3月13日） (3月14日"--4月23日）

秋浅耕 4 185 ＊ 82 273 541 ＊ 
秋通常耕 10 218 129 n. s 266 n. s 614 

対照（春耕）

゜
179 - 83 - 274 - 537 -

* : p<O. 05, ** : p〈0.01, n. s: 有意差なし (t検定による）． — : 未検定．
測定開始： 2012年11月8日，測定終了 ：2013年4月23日．
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表 16 春耕起前の土壌活性 二 価鉄（秋耕試験）

(g kg―1) 

2012年 2013年

4月23日 4月1S 4月15日 4月23日
秋浅耕 0.07 0.04 0.52 0. 04 
秋通常耕 0. 24 0.95 1. 14 1. 10 
対照（春耕） 0.06 0. 73 0. 79 

稲わら無施用 0.00 0. 01 0. 16 
ー：未測定．
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表 17 土壌の理化 学 性 （中干し延長試験）

粒径組成（％）
酸性

pH 全炭素 全窒素 遊離酸化鉄シュウ酸鉄

砂 シルト 粘士 （比0) g kg -1 g kg -1 Fe203 g kg―1 Fe203 g kg―l 

52. 3 20. 7 27.0 5.8 21. 8 1. 6 24. 1 15. 7 
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表 18 試験区の構成 （中干し延 長試験 ）

年次 区名
中干し期間

月日 日数 降雨日数 降水量 (mm)

前延長区 6/20~7/4 14日 5 36 

2008 後ろ延長区 6/27~7 /11 14日 7 58 

慣行区 6/27~7 /4 7日 3 33 

前延長区 6/22"-'7 /6 14日 7 50 

2009 後ろ延長区 6/29~7 /13 14日 8 109 

慣行区 6/29"-'7 /6 7日 4 43 
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表 19 水稲の 生育 （中干し延長試験）

中干し前 (6月20日） 最高分げつ期 (7月10日） 成熟期 (9月10日）

年次 区名 草丈 茎数 草丈 茎数 葉色 穂数 程長

Clll 本戸 cm 本 m-2 SP AD値 本 m-2 cm 

前延長 30. 0 a 464 a 57. 7 a 656 a 43 a 518 a 78. 8 a 
2008 後ろ延長 29. 6 a 440 a 56. 5 a 643 a 41 a 516 a 78. 7 a 

慣行 30. 0 a 432 a 57. 6 a 658 a 42 a 520 a 79. 7 a 
前延長 29. 9 a 300 a 52. 8 a 555 a 40 a 492 a 75. 0 a 

2009 後ろ延長 30. 6 a 332 a 53. 5 a 538 a 38 a 464 a 77. 1 a 

慣行 31. 4 a 337 a 55. 0 a 571 a 40 a 494 a 77. 7 a 
同一年次の同一列において異なるアルファベット間にはTukeyの多重比較で有意差有り (p<O.05) . 
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表 20 水稲の収量・収量構成要素 ・品質 （中干し延長試験）

年次 区名
精玄米収量 籾数 千粒重 精玄米粒数 整粒歩合玄米粗タンパク

t ha -1 比注2) 1穂 X 100粒ご比注2) (g) 
歩合注I)(%) （％） 質含有率（％）

前延長 6. 48 a 97 67. 9 a 352 a 93 22. 3 a 82. 4 a 84. 2 a 7. 1 a 
2008 後ろ延長 6. 73 a 101 69. 6 a 358 a 94 22. 5 a 83. 4 a 85. 2 a 7. 0 a 

慣行 6. 67 a 100 73. 0 a 380 a 100 22. 4 a 78. 2 a 85. 3 a 7. 5 a 

前延長 5. 92 a 90 62. 7 a 308 a 87 22. 7 a 84. 1 a 82. 3 a 6. 7 a 
2009 後ろ延長 6. 30 a 95 71. 5 b 331 a 94 22. 7 a 83. 1 a 81. 7 a 6. 8 a 

慣行 6. 60 a 100 71. 6 b 354 a 100 22. 6 a 82. 4 a 79. 7 a 7. 1 a 

注1) 1. 9mmの飾で選別される玄米粒数の割合．

注2)慣行を100としたときの値．

同一年次，同一列において異なるアルファベット間にはTukeyの多直比較で有意差有り (p〈0.05) . 
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図中の横棒は上から前延長区，慣行，後ろ

延長区の中干し期間を示す．

（同一測定日において異なるアルファベッ

ト間には Tukeyの多重比較で有意差有り

p<O. 05) 
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表 21 栽培期間中のメタン発生量（中干し延長試験）

年次 区名

前延長
2008 後ろ延長

慣行

前延長
2009 後ろ延長

慣行

中干し
期間

6/20~7 /4 
6/27~7 /11 
6/27~7 /4 
6/22~7 /6 
6/29~7 /13 
6/29~7/6 

注1)慣行を100としたときの値．

中干し
日数

14 
14 
7 
14 
14 
7 

g CH4 m―2 

35.5 a 
41.9 a 
55.0 a 
14.5 a 
17.5 a 
28.0 b 

メタン発生量

栽培期間

g C02-eq m -2 

993 
1175 
1540 
405 
491 
785 

慣行比注1)

64 
76 
100 
52 
63 
100 

同一年次，同一列において異なるアルファベット間にはTukeyの多重比較で有意差有り (p<0.05).
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表 22 月別のメタン発生量 （中干し延長試験）

年次 区名
5月 6月 7月 8月

g CH4 m-2 慣行比 g CH4 m-2 慣行比 g CH4 m-2 慣行比 g CH4 m-2 慣行比

前延長 0. 2 91 9. 5 81 6. 8 38 18. 4 81 
2008 後ろ延長 0. 2 116 12. 7 108 10. 4 58 18. 0 79 

慣行 0. 2 100 11. 7 100 17. 9 100 22. 8 100 

前延長 0. 1 137 5. 3 96 3. 1 30 5. 5 48 
2009 後ろ延長 0. 0 82 3. 8 69 5. 3 52 7. 6 67 

慣行 0. 1 100 5. 5 100 10. 2 100 11. 4 100 
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表 23 供試圃場の主な管理 （メタン発 生量の 年次変動と 気 温， 土壌 Ehの影響）

年次
栽培期間

耕起 灌水 移植 中干し
落水口

収穫 品種
（日） 開放

1992 129 4/25 5/11 5/17 7 /3,...,,_,10 9/3 9/22 ササニシキ

1993 125 4/23 5/12 5/18 7 /1,......,7 9/13 9/19 ササニシキ

1994(a) 119 4/26 5/8 5/17 7/4,..__.,12 9/1 9/12 ササニシキ

1994(b) 121 4/24,...,,_,28 5/7,,...,__,8 5/17 なし 9/1,,...,__,5 9/12"--15 はえぬき
1995 121 4/24,--....,28 5/7,,..__,8 5/17 なし 9/1,,..__,5 9/12,..___,15 どまんなか
1996 121 4/24,......,28 5/7,,...__,8 5/17 なし 9/1,,...__,5 9/12,---..,15 どまんなか
2003 122 4/末頃 5/16 5/20 6/26,..___,7 /1 8/25 9/18 はえぬき

2004(a) 125 4/末頃 5/15 5/21 7 ;2,--....,7 /12 8/29 9/下 はえぬき

2004(b) 125 4/末頃 5/15 5/21 7 ;2---....,7 /12 8/29 9/下 はえぬき

2005 127 4/末頃 5/10 5/19 6/27,.......,7 /10 8/18 9/下 はえぬき

2006 130 4/20 5/7 5/16 6/26'"'--7 /12 9/4 9/22 はえぬき

2007 132 4/20 5/7 5/18 6/29,......,7 /12 9/5 9/26 はえぬき

2008(a) 136 4/22 5/12 5/20 6/26,-...,7 /8 9/8 10/2 はえぬき

2008(b) 136 4/23 5/12 5/20 6/27,..___,7 /4 9/6 9/24 はえぬき

2009(a) 128 4/17 5/12 5/20 6/27,-.__,7 /14 9/4 9/24 はえぬき

2009(b) 128 4/17 5/12 5/20 6/29---....,7 /6 9/4 9/24 はえぬき

2010 120 4/28 5/9 5/18 6/30,.......,7 /12 9/3 9/14 はえぬき

2011 133 4/28 5/9 5/19 6/30'"'--7 /20 9/6 9/28 はえぬき

2012 137 4/23 5/14 5/22 6/29,......,7 /17 9/7 10/5 はえぬき

2013 137 4/23 5/13 5/22 6/28---....,7 /16 8/20 10/5 はえぬき

2014 134 4/24 5/12 5/20 6/23,.......,7 /3 9/3 9/30 はえぬき

1994, 2004, 2008, 2009年は同じ年に異なる栽培管理の測定事例が2件あったことから， (a)と(b)で区別して示した．
1994年(b),1995年， 1996年の栽培期間は9/14まで， 2004年と2005年の栽培期間は9/22(収穫日の平年値）までとした．
稲わらは秋に散布し，春に鋤き込んだ．
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表 24 期間別のメタン発生量 （メタン発生量の年次変動と気温， 土壌 Ehの影響）

測定期間中の 期間別のメタン発生呈(gCH4m―2) 期間別のメタン発生割合（％）
年次 メタン発生星

(gCH m―2土標準偏差） 5月 6月 7月 8月 9月以降 5月 6月 7月 8月 9月以降

1992 24.4 0 4 2.5 6.1 14.8 0.6 l 6 10 2 24.9 60.7 2.6 
1993 21.5 0.6 3.6 6.3 6.3 4.7 2.7 17.0 29.3 29.2 21.8 
1994(a) 20.2 l 4 6.1 5.5 6 9 0.3 6.9 30. l 27.4 34.3 l 3 
1994(b) 37.6 0.6 2.6 9.2 22.8 2.4 1.5 7.0 24.4 60.6 6.5 
1995 43.2 0 l 5.0 18.3 18.9 0.9 0 2 11.6 42.3 43.7 2.2 
1996 33.9 1.0 15.1 17.3 0.5 0.0 2.9 44.6 50.9 1.6 0.0 
2003 52.2 1.4 10.5 12.2 20.8 7.3 2 7 20.1 23.3 39.9 14.0 
2004(a) 29.0 0.1 1.2 4.9 8.1 14. 7 0.4 4.0 16.8 27.9 50.9 
2004(b) 48.8 0 9 9.6 9.9 14 3 14 I I 8 19 6 20.3 29.4 28 9 
2005 54.6 0.5 19.5 11.9 22.4 0.3 0.9 35.7 21.7 41.0 0.7 
2006 40.4 0 2 6.2 5.8 28 1 0.1 0 4 15.4 14.4 69.5 0 3 
2007 46.8 0.2 8.5 9.2 22.0 6.9 0.4 18.2 19.7 47.1 14.6 
2008(a) 45.5 0.2 5.8 11.9 19.4 8.2 0.3 12.9 26.2 42.6 18.0 
2008(b) 55.0 0 2 11. 7 17.9 22.8 2.4 0 3 21.4 32.5 41.5 4.3 
2009(a) 30.2 0.5 10.2 19.0 0.4 0.1 1.8 33.9 62.9 1.2 0.2 
2009(b) 27.4 0 l 6.5 11.4 9 3 0.1 0.3 23.8 41.5 34.0 0 4 
2010 59.4 0.4 10.4 21.7 19.4 7.5 0.7 17.5 36.5 32.7 12.6 
2011 62.6 2.0 36.1 13.8 8.6 2.1 3 2 57.6 22.1 13. 7 3.4 
2012 45.6 1.0 13.0 8.6 20.1 2.9 2.1 28.6 18.8 44.0 6.5 
2013 134.1 2.7 44.2 40.8 41.3 5.1 2 0 33.0 30.4 30.8 3.8 
2014 67.1 1.2 30.1 10.5 22.9 2.4 1.9 44.8 15.6 34.2 3.5 
平均 46.6土24.2 0.7土0.7 12.3土11.4 12.9土8.0 16. 7土9.7 4.0土4.4 1.6 26.4 27.8 35. 7 8.4 
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表 25 供試圃場の土壌理 化 学性 （土壌 pH試験）

pH 
Truog 交換態 遊離酸化鉄

全炭素 全窒素 凡05 恥0 CaO MgO Fe203 
閲0)

(%) (%) (mg kg―I) (mg kg―l) (mg kg―l) (mg kg―l) （％） 

5. 5 2. 16 0. 16 70 522 2640 398 2.41 
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表 26 耕種概要（土壌 pH試験）

年次

2015 
2016 

耕起

▽召
4L21 

基肥 灌漑，

施用 代かき

5/7 5/15 
5/2 5/13 

移植 中干し 追肥

5/21 6/30~7 /14 7 /15 
5/19 6/27~7 /13 7 /13 

穂

8
1
1

出

＿Slsl-

終
水
＿1131

最

落

9
8
1＿

収穫

可
9L26 
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表 27 土壌 pHの推移（土壌 pH試験）

風乾土 湿潤上 風乾上

区名 作付け前 作付け期間中 作付け後 作付け前

2015年

氏pH
イ彗

5. 2 5. 8 a 6. 8 a 6. 7 a 5. 1 a 

6月7日 6月24日 8月9日 10月28日

面pH 7. 2 7. 1 b 7. 3 b 7. 2 b 6. 7 c 

無処理 5. 7 6. 7 ab 6. 9 a 6. 7 a 5. 5 b 

同一測定日の異なる文字間には有意差あり (Tukeyの多璽比較， p<O.05) . 

2015年4月作付前の値は反復無し．

2016年

4月18日

157 

aba 

144 
．．． 
565 

湿潤土 風乾土

作付け期間中 作付け後

6月8日 6月24日 8月5日 10月14日

6. 6 a 6. 8 a 6 8 a 5. 8 a 5. 1 a 
7. 1 b 7. 0 b 7. 1 C 6. 8 b 6. 2 C 
6. 7 a 6. 8 a 7.0 b 6. 5 ab 5. 4 b 



表 28 における稲わら

設懺 全炭素 全窒素

位懺 （％） （％） 

（設懺前） 37. 9 0. 30 126. 4 
低pH

2015年
37.8 0.47 80.2 

高pH
4月23日

地表 37.5 0.48 78.3 

無処理 38. 0 0. 49 78. 1 
低pH

2015年 地表後，
38.7 0.81 47.8 

高pH
8月6日 5crn深注I) 42. 4 1. 10 38. 5 

無処理 41. 6 0. 89 46. 8 

注1)春耕直前に一且回収し，春耕後に地表下5crnの位置に設置した．
同一回収日における異なる文字間には有意差あり (Tukeyの多重比較， p(O.05) 

試験 l年 目 の

試験区 回収 日

分解率

C/N 

（土壌 pH試験）

分解率 （％）

炭素土標準誤差乾物

8

5

8

4

9

5

 

1

4

L
一6

5

3

2

3

3

6

7

7

 

28. 1 

35.2 

31 7 . 
65.8 

73. 1 

70.9 

土

土

士

＿士

士

士

9

4

1

2

0

5

 

O

O

L
-L

L

L

 

a

c

b
-
a
b

b

 

158 



表 29 試験 2年 目

試験区 回収日

ぉ
置
二

こ

設

立

.
、 分解率

C/N 

乾物

（設置前）
低pH

高pH

無処理
異なる文字間には有意差あり

2016年

4月18日
地表

ける稲わらの

全炭素 全窒素
(%) (%) 

39.6 0.28 

39.4 0.54 

39.8 0.53 

40.3 0.47 
(Tukeyの多重比較，p<O.05) . 

143. 5 

72. 3 

74. 5 

85.6 

（土壌 pH試験）

分解率（％）
炭素土 標準誤差

32. 3 

34. 3 

31. 3 

32. 7 

34.0 

30.2 

土

土

土

4

4

9

 

Loo~ 
a

a

a
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表 30 栽培期間中のメタン発生量（土壌 pH試験）

C比発生量 CO2等価量

(g CH4 m―2)土標準誤差 (g CO2―eq m―2) 
年次 区名

低pH 11. 7 士 4.6 a 328 

2015 高pH 37.8 士 2.0 b 1059 

無処理 31. 4 土 4. 2 b 880 

低pH 29.6 土 6.0 a 830 

2016 高pH 50.9 土 13.3 a 1426 

無処理 33.5 土 10. 3 a 938 

同一年の異なる文字間には有意差あり (Tukeyの多重比較， p<O.05) 
測定期間： 2015年5月26日"""'--10月5日， 2016年5月23日"""'--10月5日．
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表 31 水稲の生育と収量 （土壌 pH試験）

中干し前 (6月20日） 最高分げつ期 (7月10日） 成熟期 (9月）

年次 区名 草丈 茎数 葉色 草丈 茎数 葉色 秤長 穂数 精玄米重

(cm) （本 m-2) (SPAD値） (cm) （本 m-2) (SPAD値） (cm) （本 m-2) (t ha―1) 

低pH 30. 7 a 285 a 38. 3 a 52. 5 a 464 a 38.0 a 81. 6 a 415 a 5. 66 a 
2015 高pH 30.4 a 269 a 39.2 a 53. 1 a 525 a 40.2 a 81. 9 a 435 a 5. 80 a 

無処理 31. 8 a 281 a 38. 4 a 52. 9 a 445 a 39. 1 a 80.2 a 386 a 5. 70 a 
低pH 35. 2 a 279 a 36. 6 a 55.2 a 324 a 37.6 a 74.8 a 325 a 5. 89 a 

2016 高，pH 33. 7 a 233 a 38. 0 a 57. 6 a 342 a 39.6 a 77.8 a 332 a 5. 83 a 

無処理 34.8 a 263 a 36.2 a 56.4 a 317 a 37.3 a 76.0 a 331 a 5. 94 a 
同一年の異なる文字間には有意差あり (Tukeyの多重比較，p<O.05) . 
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表 32 山形県内の稲わら施用水田におけるメタン測定事例 （灰色低地土， 表 24以外）

栽培期間中の
中干 しの

連作田

年次 メタン発生量 または 処理区 測定地点 文献
(g CH4 m-2土標準偏差）

程度
復元田

2000 49. 6 中 連作水田 鶴岡市 神尾 ら(2004), 農上誌，72,799-80234) 

2001 32.9 中 連作水田 鶴岡市 神尾 ら(2004), 農上誌， 72,799-802 34) 

2002 27.9 中 連作水田 鶴岡市 神尾 ら(2004), 農上誌， 72,799-802 34) 

2002 44. 0 中 連作水田 鶴岡市 神尾 ら(2004), 農上誌， 72,799-802 34) 

2002 50. 3 中 連作水田 鶴岡市 神尾 ら(2004), 農士誌， 72,799-802 34) 

2002 40. 7 中 連作水田 鶴岡市 神尾 ら(2004), 農士誌， 72,799-802 34) 

1996 43. 0 無 復元 3年日 山形市 熊谷 ら(1998), 士肥誌， 69,333-33951) 

2008 35. 5 中・ 前延長 連作水田 第1V章の前延長区 山形市 塩野ら(2019), 士肥誌， 90,193-200 JOI) 

2008 41. 9 中・後延長 連作水田 第IV章の後延長区 山形市 塩野ら(2019), 士肥誌， 90,193-200 lOl) 

2009 14. 2 中・前延長 連作水田 第IV章の前延長区 山形市 塩野ら(2019), 士肥誌， 90,193-200 lOl) 

2009 17. 1 中 ・後延長 連作水田 第w章の後延長区 山形市 塩野ら(2019), 土肥誌， 90,193-200 lOl) 

2010 40.9 中 連作水田 第III章の秋浅耕区 山形市 塩野ら(2016), 土肥誌， 87,101-109100) 

2010 54. 0 中 連作水田 第III章の秋通常耕区 山形市 塩野ら (2016), 土肥誌， 87,101-109100) 

2011 49.9 中 連作水田 第III章の秋浅耕区 山形市 塩野ら (2016), 土肥誌， 87,101-109100) 

2011 57. 6 中 連作水田 第III章の秋通常耕区 山形市 塩野ら (2016), 土肥誌， 87,101-109100) 

2012 19.9 中 連作水田 第III章の秋浅耕区 山形市 塩野ら (2016), 士肥誌， 87,101-109100) 

2012 24.8 中 連作水田 第III章の秋通常耕区 山形市 塩野ら (2016), 士肥誌， 87,101-109100) 

2013 85. 6 中 連作水田 第III章の秋浅耕区 山形市 塩野ら (2016), 士肥誌， 87,101-109100) 

2013 107. 6 中 連作水田 第III章の秋通常耕区 山形市 塩野ら(2016), 士肥誌， 87,101-109100) 

2015 11. 7 中 連作水田 第VI章の低pH区 山形市 塩野ら(2020), 士肥誌， 91,437-444102) 

2015 37.8 中 連作水田 第VI章の高pH区 山形市 塩野ら(2020), 士肥誌， 91,437-444102) 

2015 31. 4 中 連作水田 第VI章の無処理区 山形市 塩野ら (2020), 土肥誌， 91,437-444102) 

2016 29. 6 中 連作水田 第VI章の低pH区 山形市 塩野ら (2020), 土肥誌， 91,437-444102) 

2016 50.9 中 連作水田 第VI章の高pH区 山形市 塩野ら (2020), 土肥誌， 91,437-444102) 

2016 33. 5 中 連作水田 第VI章の無処理区 山形市 塩野ら (2020) 土肥誌， 91,437-444102) 

平均i直 41. 3 + 21 

表24の21事例を合わせた平均値は43.7 g CH4m-2. 
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表 33 山形県内の稲わら施用水田におけるメタン測定事例（グライ低地土）

年次

2001 

2008 

2008 

2009 

栽培期間中の

メタン発生量

(g CH4 m-2士標準偏差）

44. 7 

35.9 

33.9 

36. 5 

2009 23. 0 

平均 34.8 土 7.8 

すべて連作水田で測定された事例．

中干しの

程度
測定地点 文献

無

中

中・早期中干し

中

中・後延長

三川町

鶴岡市

鶴岡市

鶴岡市

鶴岡市

神尾ら (2002), 農土論集， 218,139-14733) 

Itoh, et al. (2011), Agric. Ecosyst. Environ. , 141, 359-37232) 

Itoh, et al. (2011), Agric. Ecosyst. Environ., 141, 359-37232) 

Itoh, et al. (2011), Agric. Ecosyst. Environ., 141, 359-37232) 

Itoh et al. (2011) A ric. Ecos st. Environ. 141 359-37232) 
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表 34 山形県内の有機物無施用水田におけるメタン測定事例 （灰色低地土）

栽培期間中の
中干しの

年次 メタン発生量 処理区 測定地点 文献
(g CH4 m-2土標準偏差）

程度

1994 4. 2 強 山形市 熊谷ら (2000), 土肥誌， 71,643-65052) 

1992 8.3 弱 山形市 熊谷ら (2000), 土肥誌， 71,643-65052) 

1993 11. 6 弱 山形市 熊谷ら (2000), 土肥誌， 71,643-65052) 

2006 4.9 中 第11章の迎作水田 (N) 区 山形市 塩野ら (2014), 土肥誌， 85,420-43099) 

2007 6. 3 中 第11章の連作水田 (N) 区 山形市 塩野ら (2014), 土肥誌， 85,420-43099) 

2008 4.8 中 第11章の速作水田 (N) 区 山形市 塩野ら (2014), 土肥誌， 85,420-43099) 

2009 2. 3 中 第11章の連作水田 (N) 区 山形市 塩野ら (2014), 土肥誌， 85,420-43099) 

2013 51. 6 中 第m章の稲わら無施用区 山形市 塩野ら (2016) 土肥誌， 87,101-109100) 

平均 11. 8 ＋ 16. 3 

すべて連作水田で測定された事例．
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表 35 山形県内の有機物無施用水田における測定事例 （多湿黒ボク土）

栽培期間中の
中干しの

年次 メタン発生量 測定地点 文献
(g CH4 m―2士標準偏差）

程度

1992 1.8 中 新庄市 熊谷ら (1997),山形研報， 31,79-94 SO) 

1993 5.3 中 新庄市 熊谷ら (1997),山形研報， 31,79-94 SO) 

1994 5. 8 中 新庄市 熊谷ら (1997),山形研報， 31,79-9450) 

平均 4.3 土 2.2 

すべて連作水田で測定された事例．
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表 36 山 形県内の水

面積 割合

土壌群

(ha) （％） 

グライ低地土 3l, 431 45. 5 

灰色低地土 I 7, 054 24. 7 

多湿黒ボク士 7, 381 10. 7 

黒泥土 3,619 5. 2 

褐色低地土 3, 484 5. 0 

泥炭士 2,568 3. 7 

黒ボクグライ土 l, 569 2. 3 

田におけるメタン発 生量 （試算値）
単位面梢当たりメタン発生菌

(g CH4戸）

メタン (Cll4)発生岳

(t year―I) 

備考

稲わら 無施用注I)

34 8 9. 4 

43. 7 ll. 8 

8 5 4.3 

26 8 7. 2 

19 l 5. 2 

26. 8 7. 2 

8 5 2. 3 

稲わら施用

lO, 719 

7, 306 

615 

951 

652 

674 

131 

335 

無施用 合計

59 I 10,778 

40. 3 7, 346 

6 3 621 

5 2 956 

3 6 656 

3. 7 678 

0 7 132 

グライ台地土 983 l. 4 

黄色土 741 

灰色ム地土 269 0. 4 

合計 69, 100 100. 0 

平均 32. 0 8. 8 

県内の水田面積（青刈り面積を含む）は平成30年産作物銃計（農水省） 80), 土壌群の割合は地力保全基本調査総合成績碧（昭和53年） 136)による

注I)有機物無施用水田（灰色低地土）のメタン発生菌平均 11.Sg/稲わら施用水田（灰色低地土）のメタン発生罰平均43.7 g ~ 0. 27を，各土壊群の稲わら施用水田のメタン発生紐に乗じた（多湿黒ボク土を除く）．
多湿黒ボク士における無施用水田の値は表35による．
単位面栢当たりメタン発生岳の平均値は，土壌群毎のメタン発生岳合計を総面栢で除して求めた

34. 8 9. 4 8

9

 

L
o
i
 

337 

21. 4 5. 8 155 156 

43. 7 l l. 8 115 

21,653 

0 6 

122. 2 

116 

21, 775 

文献値（表33)
文献値及び本論文での測定事例（表24, 表32, 表34)

日本国温室効果ガスインベントリ報告苫 (2014)461 , 表35

日本国温室効果ガスインベントリ報告君 (2014)461 

日本国温室効果ガスインベントリ報告書 (2014) 461 

日本国温室効果ガスインベントリ報告沓 (2014)461 

日本国温室効果ガスインベントリ報告書 (2014)461 

グライ低地土の値（表33)

日本国温室効果ガスインベントリ報告君 (2014)461 

灰色低地土の値（表24. 表32. 表34)
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表 37 水田から発生するメタンの削減技術と温室効果ガス削減割合及び精玄米収量

水田からの
温室効果ガス注!) 温室効果ガス発生量 (CO2等価量kg) 注I) 精玄米収量 慣行比

年次
メタン削減技術 削減割合（％） (ha―I) （玄米kg―I) (t ha―I) 収量

面積当たり 玄米重贔当たり 処理区 慣行区 処理区 慣行区 処理区 慣行区 (%) 

2006 畑転換 86 1,581 11, 160 5.86 

2007 畑転換 88 l, 579 13, 159 6. 50 
2008 畑→水田復元 (1年目） 84 83 2,080 12,614 0. 32 1. 88 6.44 6. 70 96 

2009 畑→水田復元 (2王目｝ 38 29 5,334 8,554 0.85 1. 21 6.26 7.08 88 
2010 秋浅耕 31 33 11, 428 16,603 1. 72 2. 59 6.64 6.42 103 
2011 秋浅耕 20 23 14,218 17,676 2. 10 2. 72 6. 78 6. 51 104 

2012 秋浅耕 55 55 5,723 12,734 0.92 2.02 6.25 6. 31 99 
2013 秋浅耕 36 41 24 067 37 657 3.55 6. 02 6. 78 6. 26 108 
2010 秋通常耕 ， 10 15,093 16,603 2. 32 2. 59 6. 50 6.42 101 

2011 秋通常耕 8 ， 16,229 17,676 2.46 2. 72 6.60 6. 51 101 
2012 秋通常耕 45 43 7,055 12,734 1. 15 2. 02 6. 14 6.31 97 
2013 秋通常耕 20 26 30 172 37 657 4.46 6. 02 6. 76 6.26 108 
2008 中干し前延長 36 34 9,876 15,427 1. 52 2. 31 6.48 6.67 97 

2009 中下し前延長 48 42 4 121 7 928 0. 70 1. 20 5.92 6.60 90 
2008 中干し後ろ延長 24 25 11,710 15,427 1. 7 4 2. 31 6. 73 6.67 101 
2009 中干し後ろ延長 37 34 4,991 7,928 0. 79 1. 20 6.30 6.60 95 

注1)メタン及び一酸化二窒素．

169 



表 38 水田から発生するメタンの削減技術と山形県内で導入した場合のメタン削減量（試

算値）

県内の稲わら施用水田からの

観測数 メタン削減量試算値 (t year―I) 注2)
面積当たり 精玄米重量当たり

慣行比 （平均値）
5%の水田で 40%の水田で

（％） （平均値） （％） （平均値） 削減技術導入と仮定 削減技術導入と仮定

メタン削減割合注1) 精玄米収量

導入技術

畑転換 86~88 (86. 9) - 2 941 7, 527 
畑→水田復元 (1年目） 84 84 96 909 7, 275 

畑→水田復元 (2年目） 37 29 88 401 3, 205 
秋浅耕 (5~8cm程度） 20~56 (36. 0) 23~56 ( 38. 5 ) 99~108 (104) 4 390 3,117 
秋通常耕 (15cm~20cm程度） 8~46 (20. 6) 9~44 ( 22. 3 ) 97~108 (102) 4 223 1,785 
中干し前延長 36~48 (42. 0) 34~42 ( 38. 0 ) 90~ 97 ( 93) 2 454 3, 634 
中干し後ろ延長 24~37 (30. 6) 24~34 ( 29. 4 ) 95~101 ( 98) 2 331 2 648 

注1)畑転換はトレードオフで発生する一酸化二窒素も考慮している．その他の導入技術はメタンのみの削減割合を評価している．

注2)表36から県内の稲わら施用水田からのメタン発生量を21,653tとし，面積当たりメタン削減割合（平均値）を乗じた．
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